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『世界の食料不安の現状 2012年報告』は、改訂されて改善された方法に基づいて
算出された栄養不足の新しい推定値を提示している。この新しい推定値は、過去20
年間の飢餓削減における進捗状況は以前に信じられていたよりも良く、新たな努力
を傾注すれば、MDGの飢餓削減ターゲットは2015年までに全世界で達成できそう
であることを示している。しかしながら、慢性的な栄養不足に苦しんでいる人々の
数は依然として受け入れがたいほどに多く、飢餓の根絶は今なお世界全体の重要な
課題である。

本年のこの報告はまた、栄養不足の削減における経済成長の役割について論議し
ている。経済成長が、貧困層がその恩恵を受けることのできる雇用と所得を稼ぐ機
会を増やしてくれる場合、それは貧困と飢餓の削減に最も効果的である。貧しく、
飢えに苦しむ人々の大部分は農村部に住んでおり、彼らは家計の重要な部分を農業
に依存しているので、農業の持続的な成長は貧困層に恩恵をもたらすという点でし
ばしば効果的である。しかし、成長はいつも全ての人たちの栄養をより良くすると
は限らない。“栄養を重視した” 成長を保証する政策やプログラムには、食事の多様
性を広げること、安全な飲料水、衛生環境および保健サービスへのアクセスを改善
すること、および適切な栄養と育児技術について消費者教育を行うことなどが含ま
れる。

経済成長の恩恵が貧困層に到達するには時間がかかり、貧困層のなかでもさらに
貧困な人たちには届かないかもしれない。そのため、飢餓をできるだけ速やかに撲
滅するには社会的な保護が不可欠である。さらに、社会保護は、それが適切に構成
されていれば、人的資本を築き、農業者のリスク対応を助け、彼らが進んだ技術を
採用できるようにすることによって、経済成長そのものを促進することもできる。
飢餓削減の進行を早めるには、政策の透明性、利害関係者の参画、責任体制、法に
よる統治および人権に基づく統治システムのもとで主要な公共財とサービスを提供
する政府の行動が決定的に必要である。
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『世界の食料不安の現状 2012年報告』は、食事エネル
ギー供給量の分布という観点で定義づけされた栄養不
足人口の数値と割合の新しい推定値を1990年にまで遡
って提示している。2010-12年には、ほぼ８億7,000万
の人々が慢性的に栄養不足状態にあり、世界中で飢え
に苦しむ人々のこの数は受け入れがたいほどに高いま
まである。その大多数は開発途上国に住んでおり、そこ
では約８億5,000万の人々、あるいは人口全体の15%弱
にあたる人々が栄養不足状態にあると推定されている。

1990年からの栄養不足推定値が改善された結果、飢
餓削減の進捗は従来考えられていたよりも際立ってい
たことが示唆されている。

しかし、進捗のほとんどは2007-08年以前に達成された
ものである。それ以降、飢餓削減における世界的な進捗
は減速し、横ばいになっている。

改訂された結果は、2007-08年以降の減速を反転させ
るために適切な行動がとられるならば、2015年までに
世界の開発途上国における栄養不足の割合を半減する
ことを目指すミレニアム開発目標（MDGs）ターゲットは
手の届くところに来ていると示唆している。

今年、栄養不足を推定するためのFAOの手法に重要な
改善がなされたが、食料価格やその他の経済的ショック
の影響を把握するためにはさらなる改善とより良いデー
タが必要である。従って、本報告の栄養不足推定値は、最
近の価格上昇は言うまでもなく、2007-08年の価格急
騰の飢餓に対する影響あるいは2009年以降一部の国
が経験した景気減速の影響を十分に反映していない。
栄養不足と食料安全保障のより包括的な評価を提供す
るためには、その他の指標も必要である。

経済成長を最も困窮している人々の栄養状態の向上に
つなげるためには、貧困層の人々が経済の成長プロセ
スに参画して、その恩恵を受けなければならない：（i）経
済成長は貧困層を包摂し、その恩恵を貧困層に届ける
必要がある（ii）貧困層は付加的な所得を、自分たちの食
事の量と質を向上し、より良い保健衛生サービスを受け
るために使う必要がある（iii）各国政府は追加的な公的資
源を、貧しく飢えている人々に恩恵をもたらすために、公
共財や公共サービスに振り向ける必要がある。

農業成長は飢餓と栄養失調の削減に特に効果的であ
る。極度に貧しい人々の大半は彼らの生計の相当部分
を農業とその関連活動に依存している。小規模生産者、
特に女性を包摂した農業成長は、それが貧しい人々の労
働報酬の増加や、雇用の創出につながる場合に、極度の
貧困と飢餓の削減に最も効果的であろう。

経済および農業の成長は“栄養を意識したもの”である
べきである。経済成長は、貧しい人々が彼らの食事を多
様化する機会の拡充、安全な飲料水の入手と衛生の改
善、保健衛生サービスの利用の改善、適切な栄養と子ども
の養育技術に関する消費者の関心の向上、および、急性
の微量栄養素欠乏状態における対象を定めたサプリメン
トの配布によってより良い栄養状態をもたらす必要があ
る。すなわち、良好な栄養は持続的経済成長の鍵である。

社会保護は飢餓削減を加速するために肝要である。そ
れは経済成長の恩恵を享受できない最も脆弱な人々を
保護することができる。また、適切に構築された社会保護
は、貧困層、特に小規模農家がリスク管理を行い、生産性
の高い改良技術を採用するための人的資源を開発し、能
力を強化するように仕向けることによって、より急速な経
済成長に直接的に貢献することができる。

飢餓削減を加速させるためには、経済成長は明確な目
的を持った、断固とした公共行動を伴っている必要が
ある。公共政策やプログラムは、貧困層に温かく長期的
な経済成長に貢献する環境を創出しなければならない。
これを可能とする環境の主要構成要素には、生産的な部
門の開発のための公共財およびサービスの提供、貧困層
による資産の平等な入手、女性の能力向上、および社会
保護システムの設計と実施が含まれる。透明性、参加、説
明責任、法による統治および人権に基盤を置いたガバナ
ンスシステムの改善が、これらの政策やプログラムの有
効性にとって不可欠である。
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2012年版の『世界の食料不安の現状』は、貧困、飢餓および栄養失調の克服における経済成長
の重要性に焦点を当てている。われわれは、最近数10年に、全てとは言えないものの多くの開
発途上国が目覚ましい成長率を享受したことを喜ばしく思う。１人当たり国内総生産の高い成

長率は食料不安と栄養失調を削減する原動力となる。しかし、経済成長はそれ自体で成功を保証する
ものではない。Jean Dreze と Amartya Sen は、最近、次のように述べている：「経済成長の成果が
広く共有されるように保証するためには積極的な公共政策が必要であり、また―これが非常に重要な
のであるが―急速な経済成長によって生み出された公共収益を社会的サービス、特に公的医療や公教
育に上手く活用することが肝要である」。1 われわれもまったく同感である。

貧しい人々が経済成長の恩恵を十分に受けられない状況が依然としてあまりに多くある。これらは、
貧困層のために十分な雇用を生み出さない部門で成長しているため、あるいは、生産的資産、特に土
地、水および信用保証の確かな、また公正な入手手段が欠如していることによって生じうる。あるい
は、それは、貧しい人々が低栄養、教育水準の低さ、健康障害、年齢または社会的差別によって、経済
成長がもたらす機会を直ちに活用することができないことによって起こりうる。

それでも、全ての開発途上地域から寄せられる成功事例からわれわれが学んだ１つの教訓は、他の部
門への投資よりも、農業により多く投資されることによって、貧しく、飢えと栄養失調に苦しむ人々に
多くの恩恵をもたらす経済成長を生み出すことができるということである。われわれは、それでもな
お、これは世界的に当てはまるものではないことを認識している。開発途上国における都市化が続く
なかで、貧困と食料不安に取り組むための今後の努力は都市部にも焦点を当てなければならないであろ
う。しかし、農業は依然として多くの低所得国の経済における有力な雇用源であり、また、都市部の貧
困層は彼らの所得の大半を食料に費やしている。さらに、近い将来にあっても、貧しく、飢えた人々の
大多数は、農村地域に住み続け、彼らの暮らしを向上するために農村部のインフラや小規模農家に基盤
を置く農業への投資に直接的または間接的に依存しているであろう。

本年版の『世界の食料不安の現状』は、小規模農家を中心に据えた農業成長への投資の潜在的可能性
に注目している。環境を保護しつつ、飢餓や貧困および栄養失調を削減するという二重の要請を認識す
るなかで、われわれは、全ての利害関係者に食料生産システムの持続可能な集約化の促進を目的とする
現実的な解決策を促進すること、小規模農家その他の農村貧困層の強力な関与を確保すること、およ
び、食料チェーン全体における収穫後ロスと廃棄の最小化を含めて自然資源を保全することを喚起した
い。農産物の価格の上昇は農業への投資の増加に積極的な動機を提供する。しかし、持続性を確保しつ
つ、価格変動の増加や、大部分が純食料購買者である貧困層に向けた食料バスケットのコスト上昇の影
響に取り組むためには、より的確な政策対応とガバナンスの改善が必要である。

本報告書は、貧しく、飢えた、そして栄養失調の人々は、食事エネルギーの摂取を増やし、食事を多
様化するために、彼らの付加的な所得の一部をより多くの食料の生産または購入に使っているという説
得力のある証拠を提供している。この背景に対して、幸い世界では食料安全保障と栄養状態に顕著な改
善が見られる。栄養不足の蔓延傾向は減少に転じ、子どもたちの低体重、発育不全および栄養問題に関
連する死亡率といった重要な身体測定指標に若干の改善が見られた。多くの国において、“隠れた飢餓”
とも呼ばれるある種の微量栄養素欠乏症の克服にも進展が見られた。これらの勇気づけられる展開は、
世界の飢餓に対する注目の増加、経済と農業の全体的な成長、および対象を定めた政策介入の複合的効
果によって可能となった。

それにもかかわらず、この報告書にも記されているように、８億6,800万の人々が依然として栄養不足
に苦しみ続け、約20億の人々が微量栄養素欠乏による健康への悪影響を受け続けている。かつてないほ
どに技術的および経済的機会に恵まれている今日の世界において、１億人以上の５歳未満児が体重不足
であるがために彼らの社会経済的および人間としての可能性を十分に発揮できないでおり、また、幼児
期における栄養失調が毎年250万人以上の子どもたちの死亡原因になっているということを、われわれは
到底受け入れることはできない。飢餓と栄養失調は、経済成長の著しい阻害要因となりうる。

われわれはほとんどの農村住民が正当な労働条件や適切で効果的な社会保護を享受していないことを
懸念している。われわれは、経済成長によって生み出された付加的な公的資源を、なかんずく、彼ら自
身で適切な栄養を確保しようと努力しても自分たちを救うことができない人々を支援するための包括的
な社会保護システムを構築するために活用することを各国の政府に要請する。この報告書は、その一部
を社会的保護が農業成長と食料安全保障双方の基盤となっている最近の経験の紹介に割いている。この
ような対応手法は人権に基づいたものであるべきであり、貧困層を対象とし、ジェンダー平等を促進
し、長期的な復元力を強化し、そして貧困からの持続的な脱却を可能にするものでなければならない。

『世界の食料不安の現状 2012年報告』は、飢餓、貧困および栄養失調の削減を加速させる経済成長
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の潜在力を認識する一方で、グローバリゼーションと経済成長が、低所得国においてさえ、栄養過多に
向かう傾向を伴っていることにも注目している。経済成長、近代化および都市化の過程において見られ
る社会変革は体重過多やそれに関連した非感染性疾病につながる生活スタイルや食事を採用する人々の
増加をもたらしている。多くの国では、公衆衛生システムに対するその負の意味合いがすでに顕著であ
る。収穫後ロスとともに、食料の過剰消費や廃棄は、食料システムの環境負荷を減らしつつ、貧しく、
飢えた人々の栄養状態の改善に活用できたかもしれない乏しい資源を利用することになっている。

各国の政府および国際社会とともに、われわれ３機関は食料安全保障と栄養に向けたより良く統合さ
れた手法の開発および全ての利害関係者との協力の促進に尽力する覚悟である。食料不安の全ての側面
の改善に貢献するためには、政策、戦略およびプログラムは、農業、栄養および保健衛生といった包含
されるべき主要３部門全ての積極的で持続的な相互関与を促進することによって、「貧困層に益する」
ものだけでなく「栄養を重要視した」ものである必要がある。

今日の低所得国における経済成長の重要性を考えると、最近の世界規模の金融危機からの世界経済の
回復はなお弱々しいままであることにわれわれは特別な懸念を持って注目している。われわれは、それ
でもなお、最貧困層の十分な食料への基本的人権の具現化を支援するためのさらなる努力を国際社会に
アピールする。この世界は、全ての型の食料不安と栄養失調を排除するための知識と手段を持ってい
る。したがって、われわれはこの目的を達成しようとする野心が高きに過ぎるとは考えていない。そし
て最近パン・ギムン国際連合事務総長によって発表された「ゼロ・ハンガー・チャレンジ」を心から歓
迎する。

１全ての注記および引用文献データは本報告書の最後（58-61ページ）に掲載されている．

ジョゼ・グラジアノ・ダ・シルバ
FAO事務局長

カナヨ・F・ヌワンゼ
IFAD総裁

アーサリン・カズン
WFP事務局長

は

じ

め

に
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『世界の食料不安の現状 2012年報告』は、FAO事務局次長Jomo Kwame Sundaramの全体にわた
る指揮および経済・社会開発局の管理チームの指導のもとに作成された。出版にいたる技術的な調整
は、本書の技術的編集者でもある農業開発経済部（ESA）のDavid Dawe、Hartwig de Haen、Kostas 
StamoulisおよびKeith Wiebeが行った。Michelle Kendrickは全体の編集、図表、レイアウトおよび出版
サービスの調整を担当した。Anna Doria Antonazzo は終始優れた事務的支援を提供し、統計部（ESS）
のスタッフは栄養不足の基礎データを作成した。

この報告書は、FAOが国際農業開発基金（IFAD）および世界食糧計画（WFP）と一緒に作成に当
たった２回目の報告書である。Thomas Elhaut（IFAD）およびLynn Brown（WFP）はそれぞれの機関
からの支援を調整する任に当たった。IFADのCarlos Seréもこの共同事業を支えてくれた。

「2012年における世界の栄養不足」の章は経済・社会開発局の統計部（ESS）のCarlo Cafiero、Pietro 
GennariおよびJosef Schmidhuberから提供された重要な技術的寄稿を基に作成された。

「経済成長、飢餓および栄養失調」の章はDavid Dawe およびHartwig de Haenが作成した。「貧困、
飢餓および栄養失調の削減に対する農業成長の貢献」の章はThomas Elhaut（IFAD）が作成し、「貧困
層と弱者層のための社会保護」の章はRosaleen MartinおよびSusanna Sandström（WFP）とBenjamin 
Davis（ESA）からの寄稿を基にLynn Brown（WFP）が作成した。

BOX「食料安全保障を達成するために農業および農村地域における正当な雇用を促進する」はジェン
ダー・公平・農村雇用部（ESW）のElisenda Estruch Puertasが作成した。BOX「女性の社会的および
経済的能力の強化を促進するための資源移転を設計する」および ｢女性に利益をもたらす公共事業プロ
グラムを設計する｣はAna Paul de la O CamposおよびElisabeth Garner（ESW）が作成した。BOX「都
市部における栄養失調と闘う：ベロオリゾンテ市の先駆的な食料安全保障システム」は世界未来会議
（World Future Council）のHolger Gussefeldが作成した。BOX「保護から生産へ」はBenjamin Davis
（ESA）が作成した。

Carlo CafieroとCinzia Cerri（ESS）は、Pietro Gennarの指導のもと、Nathalie Troubat、Chiara 
Brunelli、Ana Moltedoおよび食料安全保障・社会統計チーム全体の支援を受け、技術的付属資料を作成
した。Adam PrakashおよびGladys Moreno Garciaからは重要な挿入記事をいただいた。

Pietro ConfortiおよびDominique van der Mensbrugghe（ESA）とMerritt Cluff およびHolger 
Matthey（貿易・市場部、EST）は報告書のセクションに対する分析を快く提供してくれた。Chiara 
Brunelli（ESS）、Ali Doroudian（ESA）およびNathan Wanner（ESS）は優れた研究支援を行った。
Melanie Cowan（世界保健機関、WHO）にはデータ入手を支援していただいた。

次の方々から貴重なコメントと提言をいただいた。FAO事務局次長（知識）室のJames Garrett; ESA
のPanagiotis Karfakis、Leslie Lipper、Nick Parsons、Terri Raney、George RapsomanikisおよびMark 
Smulders；ESS のCarlo CafieroおよびJoseph Schmidhuber; 貿易・市場部（EST）のDavid Hallam；
ESWのMauro Bottaro、Ana Paula de la O Campos、Elisenda Estruch Puertas、Kae Mihara、Sibyl 
Nelson、Hajnalka Petrics、Cristina Rapone；農業・消費者保護局家畜生産・衛生部（AGA）のPierre 
Gerber; 農業・消費者保護局栄養・消費者保護部（AGN）のEllen Muehlhoff、Brian Thompsonおよび
Peter Glasauer；自然資源管理・環境局（NRC）気候・エネルギー・土地保有部のIrini Maltsoglou；
IFADのIlaria Firmian、Gary Howe、Geoffrey Livingston、Bettina PratoおよびGanesh Thapa
（IFAD）；WFPのLynn Brown, Giancarlo Cirri, Sarah Longford, Saskia de PeeおよびCarlo Scaramella 
（WFP）；国際食糧政策研究所（IFPRI）アフリカ部のOusmane Badiane；WHOのMelanie Cowanお
よびMonika Bloesser；Micronutrient Initiative（微量栄養素イニシアティブ）のMark Fryars;ボロー
ニャ大学・統計学部のMario Mazzocchi；ノースカロライナ大学・栄養学部のBarry M. Popkin；国立
農業研究所（Institut national de la recherche agronomique，Inra）研究部（トゥールーズ）のVincent 
Requillart；IFPRI貧困・保健衛生・栄養部のMarie Ruel；サウサンプトン大学・人間栄養研究所の
Prakash Shetty。

各章に対する有益なバックグラウンド資料はカリフォルニア・サンディエゴ大学のJosh Graff Zivinお
よびFatima Frank、ESAのJanice MeermanおよびESSのAmy Heymanから提供された。これらのバッ
クグラウンド資料は以下の非常に多くの方々による議論によって充実したものとなった。FAOのShukri 
Ahmed、Michelle Battat、Geraldo Calegar、Karel Callens、David Colbert、Andre Croppenstedt、
Benjamin Davis、Mulat Demeke、Sophie Descargues、Dino Francescutti、Stefano Gavotti、Benjamin 
Henderson、Ageng Herianto、Martin Immink、Anara Jumabayeva, Juniati、Victor Leon、David 
Lugg、Weldeghaber Kidane、Marco Knowles、Katia Medeiros、Danilo Mejia、Ellen Muehlhoff、
Florentina Williamson Noble、Alain Onibon、Luis Dias Pereira、David Phiri、Maylis Razes、Jean 

謝

辞
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Risopoulos、Luca Russo、Syed Saifullah、Garry Smith、Mark Smulders、James Tefft、Benoist 
Veillerette、Mario Zappacosta；IFADのIvan Cossio Cortez、Ulac Demirag、Frits Jepsen、Zainab 
Kenjaeva、Miriam Okong’o、Thomas Rath、Ladislao Rubio、Steven Schonberger、David Young; WFP
のSaidamon Bodamaev、Lynn Brown、Maria Catharina、Cedric Charpetier、Richard Choularton、
Giancarlo Cirri、Saskia de Pee、Ugo Gentilini、Peter Guest、Sarah Longford、Asif Niazi、Kiego 
Obara、Carlo Scaramella；世界銀行のEnrique Blanco Armas、Benedicte de la Brière、Ziauddin 
Hyder、Menno Mulder-Sibanda、Claudia Rokx, Ahmed Shawky；バングラデシュ食料・災害対策・
救援省・国家食料政策・能力強化プログラム技術チームのMohammad Abdul Aziz、Mannan Abdul、
Lalita Bhattacharjee、Marie Jo Cortijo、Ciro Fiorillo、Peter Ragno、Shaikh Sabur、Reza Talukderお
よびShahin Yaqub；オーストラリア国立大学のHal Hill；マラウイ保健衛生省のAgnes Katsulukupta；
ロンドン経済大学のFrancesca Bastagli、世界銀行のMillard Long（退任）およびIMFのJohn Oddling 
Smee （退任）。

英語版のグラフィック・レイアウト作業はFlora DicarloおよびOmar Bolbolが行った。翻訳と印刷業務
は法人サービス・人事・財務局の会議計画・文書サービスが担当した。
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2012年における
世界の栄養不足
世界の栄養不足

主要メッセージ
◦	『世界の食料不安の現状 2012年報告』は、食事エネ

ルギー供給量の分布という観点で定義づけされた栄養
不足人口の数値と割合の新しい推定値を1990年にま
で遡って提示している。2010-12年には、ほぼ８億
7,000万の人々が慢性的に栄養不足状態にあり、世界
中で飢えに苦しむ人々のこの数は受け入れがたいほど
に高いままである。その大多数は開発途上国に住んで
おり、そこでは約８億5,000万の人々、あるいは人口
全体の15%弱にあたる人々が栄養不足状態にあると推
定されている。

◦	1990年からの栄養不足推定値が改善された結果、飢
餓削減の進捗は従来考えられていたよりも際立ってい
たことが示唆されている。

◦	しかし、進捗のほとんどは2007-08年以前に達成され
たものである。それ以降、飢餓削減における世界的な
進捗は減速し、横ばいになっている。

◦改訂された結果は、2007-08年以降の減速を反転さ
せるために適切な行動がとられるならば、2015年ま
でに世界の開発途上国における栄養不足の割合を半減
することを目指すミレニアム開発目標（MDGs）ター
ゲットは手の届くところに来ていると示唆している。

◦	今年、栄養不足を推定するためのFAOの手法に重要な
改善がなされたが、食料価格やその他の経済的ショッ
クの影響を把握するためには更なる改善とより良い
データが必要である。したがって、本報告の栄養不足
推定値は、最近の価格上昇は言うまでもなく、2007-
08年の価格急騰の飢餓に対する影響あるいは2009年
以降一部の国が経験した景気減速の影響を十分に反映
していない。栄養不足と食料安全保障のより包括的
な評価を提供するためには、その他の指標も必要であ
る。

2010-12年に約８億7,000万人が（食事エネルギー供給量の
観点で）栄養不足状態であったと推定されている。この
数値は、世界全体の人口の12.5%、あるいは８人に１人

に当たる。これらの大半である８億5,200万人は開発途上国に
居住し、そこでの栄養不足蔓延率は、現在、人口の14.9%と推
定されている（９ページの表）。

データと手法の改善によって更新された数値は、2007年ま
での世界の栄養不足人口が、以前に推定されたよりも急速に
減少していた、と推定されることを示唆している。しかし、
減少率はその後減速している（図1）。結果として、開発途上
世界全体としては、2015年までに慢性的な飢餓に苦しむ人々
の割合を半減するというMDGsターゲットの達成にかなり近
付いているということが判明した。現在の評価では、1990-92
年の開発途上国の栄養不足推定値は人口の23.2%強であったと
判断している（これは、従来の推定よりかなり高い）。した
がって、2015年のMDGsターゲットは11.6%となる。もし過去
20年間の年平均減少率が2015年まで続くとすれば、開発途上
国の栄養不足の蔓延率は12.5%に達するものと考えられ、依然
としてMDGsターゲットを上回るものの、従来の推定よりも
大幅に目標に近い。

地域的には、栄養不足削減の進捗率は、アジア・太平洋と
ラテンアメリカ・カリブ海で高い（図2、10ページ）。しか
し、地域間や国間で依然少なからぬ差が存在し、一部は彼ら
のMDGsの軌道からさらに大きく外れてしまっている。アジ
ア・太平洋地域では、近年、栄養不足の絶対数と比率双方
の削減が続いており、これは、この地域がMDGsの飢餓削減
ターゲットをほぼ順調に達成しつつあることを意味してい
る。ラテンアメリカ・カリブ海地域においても同様の傾向が
見られる。東南アジアは最も急速な削減を示し（29.6%から
10.9%へ）、東アジアおよびラテンアメリカがこれに続いてい
る（図3、10ページ）。サハラ以南アフリカにおける栄養不足
は改善されたものの、他の地域に比べてその速度は遅く、西
アジアではこの期間の栄養不足蔓延率は増加している。

進捗率の違いは1990-92年と2010-12年の間の世界の栄養不
足人口の分布における著しい変化につながった（図4、11ペー
ジ）。世界の栄養不足人口の割合は東南アジアと東アジアで
最も急速に減少し（それぞれ13.4%から7.5%に、および26.1%
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から19.2%に）、ラテンアメリカでは6.5%から5.6%に低減し
た。一方、南アジアではその割合は32.7%から35.0%へ、サハ
ラ以南アフリカでは17.0%から27.0%、西アジアおよび北アフ
リカでは1.3%から2.9%へと割合の増加が見られている。

この報告書で提示されている栄養不足の傾向は他の食料安
全保障や開発指標の傾向とおおむね整合している（図5、11
ページ）。この意味で特に興味深いのは、貧困や乳幼児死亡
率に比べた新しい栄養不足推定値の動向で、それは栄養不足
が世界および地域の貧困推定値に沿って推移していることを
示唆している。開発途上国全体で見ると、栄養不足蔓延率
は1990-2010年の間に23.2%から14.9%に減少し、貧困発生率
は47.5%から22.4%に、乳幼児死亡率は9.5%から6.1%に減少し
た。

表

開発途上地域における栄養不足、1990-92年～2010-12年

栄養不足人口（100万人）および蔓延率（%）
年次 1990–92 1999–2001 2004–06 2007–09 2010–12*

世界 1 000 919 898 867 868
18.6% 15.0% 13.8% 12.9% 12.5%

先進地域 20 18 13 15 16
1.9% 1.6% 1.2% 1.3% 1.4%

開発途上地域 980 901 885 852 852
23.2% 18.3% 16.8% 15.5% 14.9%

アフリカ 175 205 210 220 239
27.3% 25.3% 23.1% 22.6% 22.9%

　北アフリカ 5 5 5 4 4
3.8% 3.3% 3.1% 2.7% 2.7%

　サハラ以南アフリカ 170 200 205 216 234
32.8% 30.0% 27.2% 26.5% 26.8%

アジア 739 634 620 581 563
23.7% 17.7% 16.3% 14.8% 13.9%

　西アジア 8 13 16 18 21
6.6% 8.0% 8.8% 9.4% 10.1%

　南アジア 327 309 323 311 304
26.8% 21.2% 20.4% 18.8% 17.6%

　コーカサス・中央アジア 9 11 7 7 6
12.8% 15.8% 9.9% 9.2% 7.4%

　東アジア 261 197 186 169 167
20.8% 14.4% 13.2% 11.8% 11.5%

　東南アジア 134 104 88 76 65
29.6% 20.0% 15.8% 13.2% 10.9%

ラテンアメリカ・カリブ海 65 60 54 50 49
14.6% 11.6% 9.7% 8.7% 8.3%

　ラテンアメリカ 57 53 46 43 42
13.6% 11.0% 9.0% 8.1% 7.7%

　カリブ海 9 7 7 7 7
28.5% 21.4% 20.9% 18.6% 17.8%

オセアニア 1 1 1 1 1
13.6% 15.5% 13.7% 11.9% 12.1%

＊予測値．
出典： FAO.

人口（左軸）　　　　　　　　　蔓延率（右軸）

図１

開発途上国における栄養不足
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出典：FAO.　　　　　　　　　　 （＊世界食料サミット、＊＊ミレニアム開発目標）
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Undernourishment around the world in 2012

■■近年の栄養不足

新しい推定値は、2007-10年の間―食料価格と経済危機に
特徴づけられた期間―の飢餓の増加の深刻度が以前に推定
されていたものより軽かったことを示唆している。これには
複数の理由がある。まず、この手法は慢性的な栄養不足を習
慣的な食事エネルギーの消費量を基に推定しており、全体的
に短期的である価格急騰の影響を十分に捉えていない。した
がって、栄養不足蔓延（prevalence of undernourishment，
PoU）指標は、価格急騰その他の短期的ショックの影響につ
いて決定的な結論を得るために利用されるべきではない。次
に、そして最も重要なことであるが、多くの開発途上国への
経済的ショックの伝搬は当初考えられていたより穏やかで
あった。より最近の国内総生産の推定値は、2008-09年の「大
景気後退」は多くの開発途上国における国内総生産の成長率
の緩やかな鈍化を招いたのみであったことを示唆しており、
また、国内主食食料価格の上昇は中国、インドおよびインド
ネシア（開発途上国のなかで最大の３ヵ国）での極めて小さ
いものであった。過去の栄養不足推定値は開発途上国とその

出典：FAO. （＊世界食料サミット、＊＊ミレニアム開発目標）

図２ 2

開発途上地域における飢餓の動向
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出典： FAO.
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2012年における世界の栄養不足

注：円グラフの面積配分はそれぞれの期間における栄養不足総人口に比例している．全ての数値は四捨五入されている．
出典：FAO.

図４ 4

世界の飢餓分布は変化している
地域別栄養不足人口、1990-92年および2010-12年
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乳幼児死亡率
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最も脆弱な人口が景気後退の影響をより多く受けたと想定し
ていた。

従来の計算に比べて、栄養不足蔓延率の推定値は低いもの
の、2007-10年の期間はさらなる飢餓率の低減に向けた進捗が
著しく減速した期間として特徴づけられ、開発途上国全体とし
ては、飢餓の削減は事実上停止状態であった。再度言えば、

全体像は地域や国間における極めて多様な傾向を覆い隠す。
西アジアでは栄養不足蔓延率は2007年以前には増加しつつあ
り、その傾向は継続した。サハラ以南アフリカでは2002-05年
に達成された若干の進捗から転じ、飢餓率は2007年以降毎年
２%上昇している。ラテンアメリカ・カリブ海での進捗は、
2002-05年には年平均低減率1.9%から2006-09年には0.9%へと減
速した。対照的に、東アジアと東南アジアでは飢餓削減率はか
ろうじて加速された。東南アジアでは2007年以前の年3.1%か
らそれ以降の4.6%にまで飢餓削減を加速することができ、東ア
ジアではその速度は0.1%から４%以上へと改善された。

これらの地域的な差異の背景には（価格上昇や景気後退な
どの）経済的ショックに対応する能力に著しい差があること
が挙げられ、それには、世界的な景気後退に直面した際に、
大幅に異なる脆弱性のレベルに加え、市場インフラ、技術水
準および自然資源賦存量に応じて供給を増加することによっ
て価格上昇に対応し、その恩恵を享受する能力の差異が含ま
れる（いくつかの示唆的比較が、本報告書の2011年版に紹介
されている）。アジアの一部の国は、景気後退の最悪の影響
を回避するために、国境措置や循環対抗措置によって国際価
格圧力をなんとか緩和することができた。これらの国では、
国内のコメ価格はごくわずかな上昇にとどまった。対照的
に、アフリカの多くの国では、価格高騰と世界的な景気後退
の両方にまともに曝されたが、人々の苦境を緩和するために
採りうる必要な手段や措置は限られていた。これら全ては地
域に焦点を当てたさらなる取り組みが必要であることを提起
している。これらの取り組みは各国政府によって主導され、
国際社会によって全面的に支援されるものでなければならな
い。
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これらのさまざまな経験から学ぶべき教訓は、たとえ食料
価格が上昇した結果としての人々の食事エネルギー消費量全
体に急激な減少が見出せなくとも、食料価格の上昇は他の
負のインパクトを持っているかもしれないということであ
る。これらには、保健衛生および教育といったその他の基本
的ニーズの利用の低下とともに、食事の質の劣化が含まれう
る。例えば、多くの国の貧しい消費者は、所得損失および/
または食料価格の上昇に反応して、より安価で栄養価の低い
食料に切り替えることで、彼らが消費していた食料の質や多
様性を妥協しなければならなかった。このようなインパクト
は、ほとんど全ての国で現在入手可能な情報だけで計量化す
ることは困難であり、また、食事エネルギー量が適切かどう
かのみに基づく指標で捉えることはできない。

また、食料価格が短期的に急騰した際に、あるいは景気後
退によって何ヵ月も職や生計を失ったままであった際に、多
くの貧しい人々が耐え忍んだであろう短期的な甚だしい辛苦
は、年間平均消費量に基づく慢性的栄養不足の指標によって
十分に把握されることはないであろう。最貧層の人々は、頼
るべき食料備蓄あるいは預貯金を持っていなかったであろう
し、公的なセーフティーネットが利用できない、あるいは機
能不全に陥っている場合には、彼らは厳しい短期的な食料不
足に曝されるであろう。そしてこの実態は、その人口を代表
する標本（サンプル）について厳しい食料不安のタイムリー

かつ頻繁な査察ができる場合にのみ解明されうるであろう。
要約すれば、近年の経験は、食料価格の上昇その他の経済

的ショックの影響は多様かつ複雑であり、単に食事エネル
ギー摂取総量だけでなく、より多くの影響が含まれているこ
とを示している。それらには、食事の質の悪化から、短期
的、長期的な人の発達と成長に不可欠なその他の型の消費を
削減する可能性に至る幅広い影響が考えられる。これらの影
響を十分に把握するためには、調査・分析手法のさらなる改
善、より良いデータおよびより幅広い指標の適用が必要であ
る。PoU指標を導き出すために用いられるデータや手法には
短期的な価格の急騰（および下落）のインパクトを推定する
には無理があるものの、2007年以降、栄養不足蔓延率の削減
がかなり減速していることは明らかで、また、多くの地域で
は、食料価格の安定とともに、包括的な景気回復を必要とす
る進捗の早期の復調なくしてMDGsの飢餓削減ターゲットは
達成されそうにない。

本年版『世界の食料不安の現状』は世界の飢餓人口の新
しい推計値と割合を 1990 年まで遡って提供しているが、
これには、データと栄養不足蔓延指標（prevalence of 
undernourishment indicator，PoU）を導き出すために
用いられた FAO の手法におけるいくつかの重要な改善が
反映されている。新推計値は次の事項を含んでいる：
◦世界人口の最新改訂版
◦改定された最低食事エネルギー必要量を示す人口、保健
衛生および家計調査によって得られた国別の新しいデー
タ

◦国別の食事エネルギー供給量の新しい推計値
◦手法の技術的改善

（これらの変更に関するより詳細な説明は 13 ～ 14 ページ
および技術的付属資料を参照）
これらの改善にもかかわらず、いくつかの点については

注意することが重要である。第１に、PoU指標はその人口
における食事エネルギーの入手可能性と分布についてのみ
定義されており、栄養のその他の面については考慮してい
ない。第２に、適正な食事エネルギーの基準として、最低
活動レベルのためのエネルギー必要量を用いているが、実
際には多くの貧困者や飢餓状態の人々は骨の折れる手作業

による労働に従事する暮らしを営んでいる。第３は、現行
の手法は、短期的な価格その他の経済的ショックのインパ
クトを、これらが長期的な食料消費パターンにおける変化
に反映されていない限り、捕捉していない。これらの限定
は従来用いられていた定義と一貫してはいるものの、PoU
指標は栄養不足の控え目な推定値と考える必要があること
を強調している。栄養不足と食料不安をより全体的な理解
に近づけるためにはさらなる改善とより幅広い一連の指標
が必要である。例えば、より高い活動レベルに応じてより
高い最低エネルギー必要量境界値を用いるような代替の指
標が挙げられる。これらは、技術的付属資料でさらに論じ
られるように、栄養不足について、極めて異なるレベルと
傾向を示すであろう。

データおよび手法の改善
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■■栄養不足蔓延指標の改善

過去２年間にわたって、FAOはそのPoU指標の推定に用い
られている手法の見直しを行った。提案された変更点は本報
告書の2011年版に注記され、また、2011年２月にワシントン
DCで開催された国立科学アカデミー、2011年９月にローマで
開催された世界食料安全保障委員会の円卓会議、および2012
年１月にローマで開催された食料および栄養安全保障情報に
関する国際科学シンポジウムなど、さまざまな科学的討議の
場に提示された。

これらの変更は広範にわたっており、食料入手可能性デー
タの包括的な改訂（食料ロスの推定の改善を含む）、食事エ
ネルギー必要量の母数の改善、食料入手状況の母数の更新、
および栄養不足蔓延率を推定するために用いられた、分布に
関する新しい関数式を含んでいる。変更の一部はほぼ毎年行
われる定期的なデータ更新（人口推定値、食料入手可能性
データの改訂）に関係しているが、その他は現在使用されて
いる手法の大幅な改善を目指した集中的な取り組みの成果で
ある。基本的に、全ての更新と改善は新たなデータ源の入手
が条件であった。

今回初めて、今年までの食事エネルギーの入手可能性の傾
向を包括的かつ手法的に一貫した道筋で評価するための、食
料供給と消費に関する十分なデータが入手できた。2009年ま
での新しい食料需給表が編纂され、近年の食料生産、貿易お
よび利用に関する最新の数値を反映する食料供給予測が2010-
12年について行われた。加えて、相当数の国の食料消費に関
する世帯調査データが得られ、これらの調査は様々な国の異
なる年次（1995年から2010年までの間）を対象にしてはいる
が、多くの国における食料入手の不平等性をより精密に推定
できるように改訂することが可能になった。

データは依然として不足しているが、最近の分析は、食料
ロスと廃棄が相当量に達する可能性を示唆している。これま
でに導入された手法の変更のなかで小売り段階での食料ロス
を織り込んだことは、新しい飢餓推定値に影響を及ぼした最
も重要な単独の要因であり、2008年の飢餓人口は本報告書の
2011年版で報告された推定値と比べて１億1,700万人引き上げ
られた。過去に小売り段階で発生した食料ロスがこの手法で
把握されたことはなかった。

新しい栄養不足人口推定値は、人口データの改訂の影響を
も取り込んでいる。これらの改訂は、世界全体の推定値には
ほとんど影響しなかったが、特定の国および地域に関して
は大きな影響があった。例えば、1990年代の中国の人口推定
値は2,500万人も上方修正され、一方、バングラデシュの人
口は、1990までずっと遡って約11%（または、1,700万人）下

方修正された。推定された人口規模におけるこれらの変更は
２つの道筋で栄養不足人口の推定値に影響を及ぼす。まず、
同じ量の食料が異なる数の人々に利用されることになり、
平均的な消費者についての食事エネルギー供給量の推定値に
変化をもたらし、それによって栄養不足蔓延比率の推定値が
変更されることになる。次に、それらは蔓延水準が適用され
る人々の全体数を変え、そのために栄養不足人数が違ってく
る。

その他のデータおよび手法の改訂は全て、開発途上国にお
ける栄養不足人口推定値の減少を招く。これらの改訂はまた
1990年より、近年の方がより大幅で、その結果、長年にわた
る栄養不足蔓延率は従来公開されてきた推定値に比べてより
大きく減少した。これらの変更と栄養不足蔓延率に対するそ
のインパクトは技術的付属資料にさらに詳しく紹介されてい
る。

これらの強化対策にもかかわらず、依然として重要なデー
タギャップやデータの質の問題が残されている。必要とされ
る主要な改善点は次のとおりである：
◦	食料生産、利用、貯蔵および貿易に関する基本的データの

質を改善するための協調行動。FAOは、多くの開発途上国
で基本的な統計値を算出する能力や新たに生じるデータの
要請に取り組む能力が低下している状況に対処するため、
農業統計改善のための世界戦略（Global Strategy for the 
Improvement of Agricultural Statistics）の実施を主導して
いる。

◦	食料の必要量と入手状況に関するパラメータの定期的な“健
康診断”を伴う栄養不足人口推定値のための最新パラメー
タベースを維持するための継続的努力。手法とデータの改
訂は統計のいずれの分野においても通常行われることであ
り、入手可能なデータの質を絶えず向上しようとする現在
進行中の取り組みの結果である。
これに加えて、価格と所得のショックをより明確に分析に

取り入れる更なる努力が必要である。

データと手法の改善
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■■･･･そして食料安全保障指標の整備に向けた動き

データや手法の改善があったとはいえ、それぞれの国にお
ける食料安全保障の状況に関する包括的な姿を提供するため
には、PoU指標だけでは十分でないことは明らかである。こ
のため、食事エネルギー供給量、食料生産量、食料価格、食
料支出額、身体測定指標および変動性の尺度を含む、大半の
国と年次について入手可能な20以上の指標が暫定的なセット
として選定された。これらの指標は食料安全保障分析者や政
策立案者が食料不安のさまざまな次元や様相に関するより包
括的な評価を行い、より効果的な介入と対応のための政策を
活性化することができるように、『世界の食料不安の現状』

の姉妹ウェブサイト(www.fao.org/publications/sofi/en/)に紹
介されている。

指標ベースの拡充と改善のための計画が進められている。
このため、FAOでは “経験に基づく” 食料安全保障指標（ラテ
ンアメリカ・カリブ海食料不安尺度と類似）を創出するため
のイニシアティブを始動しており、これは多くの国について
年次ベースで提供が可能である。このイニシアティブは簡単
な聞き取り調査によって食料不安の状況をモニターする全世
界規模の投票に基づいている。このような指標は食料を入手
する際に個人や世帯が直面する困難な問題のタイムリーなモ
ニタリングを保証し、食料安全保障のための介入に直接の基
盤を提供するであろう。
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経済成長、飢餓および栄養失調
所得の伸びと食料消費の変化
主要メッセージ

経済成長を最も困窮している人々の栄養状態の向上
につなげるためには、貧困層の人々が経済の成長プロ
セスに参画して、その恩恵を受けなければならない：（i）
経済成長は貧困層を包摂し、その恩恵を貧困層に届ける
必要がある（ii）貧困層は付加的な所得を、自分たちの
食事の量と質を向上し、より良い保健衛生サービスを受
けるために使う必要がある（iii）各国政府は追加的な公
的資源を、貧しく飢えている人々に恩恵をもたらすため
に、公共財や公共サービスに振り向ける必要がある。

最近の数10年における経済成長は飢餓と栄養失調の削
減に相当程度の展開をもたらした。国間や10年単位
での大きな違いはあるものの、１人当たりの実質所

得は1990年から2010年の間に世界全体で年間２%近く増加し
た。開発途上国の全てのグループの成長率は1990年代より
2000年代の方が速く、サハラ以南アフリカとヨーロッパ・中
央アジア（両グループとも開発途上国のみ、図6）で最も劇的

な展開が見られた。両期間ともに（群を抜いて）最も急速な
成長率が東アジア・太平洋地域で見られた。高所得国におけ
る成長率は2000年代に減速した。

経済成長が量的（食事エネルギー）および質的（多様性、
栄養および安全性）に適切な食料の入手可能性の強化につな
がるには、主に３つのステップを必要とする。まず、経済成
長が貧困層に届き、貧困層を包摂するべきで、貧困層に雇用
と所得獲得の機会を提供する必要がある。次に、貧困層は付
加的所得を食事の量と質、水・衛生の改善、および医療サー
ビスの利用向上に使う必要がある。（このような用途への支
出が常態化されるためには、女性の役割が不可欠である。）
第３に、各国政府が付加的な公的収入をセーフティーネット
や主要な公共財、および教育、インフラ・公衆衛生施策など
のサービスに支出する必要がある。

これらの主要ステップをより詳細に論じる前に、本報告は
まず、過去20年間における食事エネルギーおよび栄養につい
てのいくつかの大まかな動向をレビューする。

注：全ての集団は開発途上国のみを意味する（“高所得地域”を除く）．１人当たりの実質国内総生産は購買力平価（PPP）で表示されている．
元データの出典：World Bank, World Development Indicators.
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	■	食事エネルギー供給量の動向

1990年から2010年の間に１人当たり実質所得が年率２%増
加したことで、食事エネルギーに対する需要が増加した。
世界全体の平均で、食事エネルギー供給量（dietary energy 
supplies，DES）は１日１人当たり約210kcal、あるいは８%
増加した（図7）。この増加は、先進国（86kcal/人/日）より
も開発途上国（275kcal/人/日）で大きかった。開発途上国の
地域全体で最も大幅な絶対値の増加（260～270kcal）はアジ
ア（経済成長が最も急速に進んだ地域）とラテンアメリカ・
カリブ海地域で見られ、オセアニアとサハラ以南アフリカ
（経済成長が緩慢であった地域）では増加は最小（130kcal/
日）であった。図8は、所得水準が上がるにつれてエネルギー
需要がどのように上昇するかを図解している。この図はま
た、所得水準が低いと、付加的な所得の影響がいかに大きい
かを示している（その場合、グラフの線の傾斜が急勾配を示
している）。

出典：FAO.

図7

食事エネルギー供給量は全ての地域で増加している
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	■	食料消費パターンの変化

入手可能な食料エネルギー量の増加は食事構成に変化をも
たらす。そのため、DES源は所得の伸びにしたがって徐々に
変化する。図9は、食事エネルギー入手可能量全体に占める主
要食料グループの割合という観点から、これらの変化を地域
レベルで説明している。世界的には穀類とイモ類の割合が顕
著に低減した一方、果実・野菜類、および魚介類を含む動物
性産品が増加した。

地域的には、急速な経済成長が見られた地域と成長があま
り急速でなかった地域の間で違いがあった。急速に成長しつ
つあるアジアでは、１人当たり食事エネルギーの入手可能量
全体は増加したにもかかわらず、穀類およびイモ類からの１
人当たり食事エネルギー摂取量は減少した。同時に、動物由
来産品および果実・野菜類からの食事エネルギーは著しく増
加した。しかしながら、サハラ以南アフリカにおいては、穀
類およびイモ類からの食事エネルギー入手可能量が増加した
一方、動物由来産品と果実・野菜類からの食事エネルギー量
は実質的に変わらなかった。

数多くの研究が、世帯１人当たり総所得と、一定期間に消
費された個々の食料の種類または食料の種類のグループの数
によって定義づけられた食事の多様性の間に、統計的に有意
な正の関連があることを示している。2 この所得と食事の間に
見られる密接な関連性は世帯消費調査を使用することによっ
て示すことができる。図10は近年実施された開発途上国47ヵ
国59世帯の調査分析結果を提示しており、１人当たり所得５

階級区分の最低（Q1）と最高（Q5）について示している。食
事習慣には地域によって差異があるにもかかわらず、調査結
果は高所得グループの食事は地域に関係なく、より多様化さ
れていることを確認している。所得が増加するにつれて、穀
類およびイモ類が１人当たり総DESに占める割合は低減する
が、動物由来食品および果実・野菜類の比重が著しく増加す
る。ほとんどの地域で総DESに占める糖類の割合も所得の増
加とともに明らかに増加している。

所得と連動した食事構成の変化は、栄養素の入手可能性の
変化に反映されている。図11に示されているように、穀類お
よびイモ類由来の炭水化物の相対的重要性は高所得世帯の
食事においてはかなり低い。逆に、糖類その他の食料由来の
炭水化物の相対的重要性は、所得が高い世帯でより高く、こ
れは脂肪分についても同様である。これらは全て主要な栄養
転換を示す指標である（下記でさらに議論されている）。こ
れらの変化には正と負の両面がある。主食以外の食料（例え
ば、動物由来食品、油脂、マメ類、野菜・果実）からのDES
割合の増加は、一般的に健康と栄養面で有益である。脂肪摂
取量の低い人々にとって、脂肪の摂取割合が増加することは
好ましいであろう―脂肪はカロリー量が高く、（脂肪に可
溶性を持つ）一部の微量栄養素のためにも必要である。しか
し、食事においてより高い水準の脂肪を摂取している個人に
とっては、さらなる増加は健康に有害であろう。

最後に、食事エネルギー供給量全体におけるタンパク質の
相対的な割合も若干増加しているが、この増加は他の変化に
比べると比較的小さい。

出典：FAO．
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図10に示されているように、（魚介類を含む）動物由来食
品の消費は１人当たり所得の伸びにしたがって著しく増加す
る。実際、1960年代初期以降に世界的に見られた長期的な経
済成長に伴う動物由来食品の消費の増加は、それ以外の主要
食料グループの伸びを大きく引き離していた。3 乳類の１人当
たり消費量は開発途上国でほぼ倍増し、食肉類と魚介類の消
費は３倍、卵の消費は５倍となった。伸びが最も力強かった
のは東・東南アジアとラテンアメリカ・カリブ海で、サハラ
以南アフリカでは停滞した。伸び率は消費水準がすでに開発
途上国よりも高い先進国で、全般的に低かった。

抽出された数ヵ国について図12が示しているように、入手
可能な１人当たりDES全体に対する動物由来食品の相対的割
合は、食事はより均一なパターンに収斂しつつあるように見
える。すでに1960年代初期に20-25%という比較的高い割合
であった国（例えばフランス、ドイツ、米国）ではわずかな
増加しか見られなかった（あるいは、米国の場合にはむしろ
減少した）のに対して、同じ期間に当初の割合がより低く、
経済が急速に成長した国々では増加が著しかった。後者の
グループには、さまざまな開発途上国（例えばブラジルや中
国）とともに、いくつかの先進国（例えばイタリアやスペイ

ン）が含まれている。一般的に、動物由来食品の１人当たり
消費水準は、高い成長率にもかかわらず、ほとんどの開発途
上国においては依然としてかなり低い。

食肉類、魚介類、乳類および卵は、多くの栄養失調の人々
に欠乏している鉄分、亜鉛、カルシウムおよびビタミンAと
B12など、生物学的に利用可能な微量栄養素とともに、多様
なアミノ酸を含むタンパク質を提供する。4 これらのいくつ
か（例えば鉄分および亜鉛）は（生物学的利用能力が乏しい
ために）野菜中心の食事から十分な量を摂取することは難し
いであろう。特に年少の子どもは動物由来食品から恩恵を受
ける。しかし、年長の子どもや成人による食肉類（特に赤
肉）、乳製品および卵の過剰摂取は健康に有害な影響を及ぼ
し、心臓病、癌、糖尿病および肥満などの慢性的非感染性疾
病のリスクを高めかねないという懸念がある。

果実・野菜類は健康的な食生活の重要な構成要素である。
WHOとFAOは１日最低400gの果実・野菜類（ジャガイモそ
の他のデンプン質のイモ類を除く）の摂取を推奨している。
これより低水準では慢性的疾病のリスクが増加すると考えら
れている。5 果実・野菜類の適切な摂取はまた、微量栄養素欠
乏の予防にも貢献する。

注：データは、開発途上47ヵ国における世帯のうち所得５階級区分の最低（Q1）と最高（Q5）について示している．
出典：FAO、世帯調査の分析．
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注：データは、開発途上47ヵ国における世帯の所得５階級区分の最低（Q1）と最高（Q5）について示している．
出典：FAO、世帯調査の分析．

図11
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急速な経済成長を遂げているほとんどの国では食事における動物由来食品の割合が全体的に高くなりつつある
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最近のある研究は、主として中・低所得52ヵ国の人口のほ
ぼ80%は果実・野菜類の消費量が、奨励されている最低水準
を下回っていることを見出した。6 最低摂取水準以下にある
人口の割合はガーナの37%からパキスタンの99%までの幅が
あった（男女別に見ても、その幅は類似していた）。また、
果実・野菜類の消費量は年齢とともに減少し、所得とともに
増加することも分かった。多くの地域、特にアジアでは１人
１日当たり平均入手可能量水準が増加している一方で、アフ
リカでは地域平均水準は依然として推奨されている最低水準
を下回っており、日々の果実・野菜類の入手可能量は推奨水
準よりはるかに低いレベルで停滞している（図13）。

元データの出典：FAO.

図13

果実・野菜類の消費は増加しているが、
一部の地域では依然不十分である
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足と栄養失調の削減に結び付けるプロセスにはいくつかの主
要なステップがある。まず、経済成長は極貧層の人々にも及
ばなければならない。貧困と飢餓を削減するためには、経済
成長は貧しい人々によって管理されている資産に対する需要
を生み出さなければならない。第２に、貧しい世帯は、増
えた所得の一部を食事エネルギーその他の栄養の摂取量を増
やし、保健、衛生および教育に個人的に投資することに充て
るべきである。これらの支出パターンを実現するためには、
女性の参画が不可欠である。第３に、経済成長によって生み
出された付加的な公的収入の多くの部分を社会保護システム
やセーフティーネット、栄養、保健衛生および教育に向けた
公的部門の投資に活用するべきであり、それによって貧しい
人々の人的資本が増加することになる。各国政府もまた貧困
層が雇用されている部門、例えば、農業部門の成長を促す公
共財とサービスに投資するべきである（「貧困、飢餓および
栄養失調の削減に対する農業成長の貢献」28-35ページを参
照）。これら３つの主要ステップが実際に効果的かつ持続可
能であることを保証するために、国レベルにおける良好なガ
バナンスもまた必須である。良好なガバナンスは政治的安定
性、法による統治、人権の尊重、汚職の防止、および政府の
効果的施策を含む幅広い基本公共財の提供に及ぶ。

経済成長は飢餓削減と栄養改善に
どのように貢献するか？

主要メッセージ
経済および農業の成長は “栄養を意識した” ものであ

るべきである。経済成長は、貧しい人々が彼らの食事を
多様化する機会の拡充、安全な飲料水の入手と衛生の改
善、保健衛生サービスの利用の改善、適切な栄養と子
どもの養育技術に関する消費者の関心の向上、および、
急性の微量栄養素欠乏状態における対象を定めたサプ
リメントの配布によってより良い栄養状態をもたらす
必要がある。すなわち、良好な栄養は持続的経済成長の
鍵である。

長期的に見て、より高い１人当たりの所得水準は食料エネ
ルギー摂取量不足に苦しむ人口割合の低減を助けることは明
らかである―先進国におけるFAOの栄養不足の推定値は開
発途上国におけるそれよりも桁違いに少ない（図14）。前節
では、経済成長は食事構成の改善を導き、最終的にはより良
い栄養につながることを示した。しかし、どのようにして経
済成長は最貧困層の人々の栄養不足の削減を助けるのであろ
うか？ そして、より速く飢餓と栄養失調を削減するために
は、どのような追加的措置が必要であろうか？

経済成長（すなわち、１人当たりGDPの増加）を栄養不
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	■	経済成長は貧しい人々に届いているか？

世界の最貧層の人々のなかには、活動的で健康な生活を営
むために十分な食料を摂取できない人々がいる。基本的に、
最貧困層の人々は、適切な分量の食料を育てようにも、ある
いは市場で購入しようにも、資源を持っていない。そこで、
経済成長が栄養不足の削減を助けるためにまず必要なこと
は、それがこれらの極貧層の人々に届くことである。

成長の貧困削減に対するインパクトに関する検証例に目を
向ければ、この問題に関する大半の研究が、経済成長は所得
分布の５階級区分の最上位と最下位双方における所得の増加
につながっていることを見出している。7 しかし、多くの例外
があり、貧困層は全ての条件下の全てのタイプの成長から恩
恵を受けるわけではない。貧困層が成長から恩恵を受ける大
きさは、当初の不平等のレベル、成長が創出する貧困層向け
雇用の大きさ、および成長が認められる経済の部門如何によ
る。

土地、水、資本、教育および保健衛生などの資産配分の不
平等が大きければ大きいほど、貧困層が成長プロセスに参画
することが難しくなるであろうし、8 また、栄養不足削減の進
捗は鈍化する可能性が高くなる。例えば、貧しい人々は往々
にしてほとんど教育を受けておらず、このことによって、彼
らはより高い賃金を提供する新しい活発な労働市場に参加す
ることを妨げられている。不平等はまた経済成長全体を遅ら
せることもあり、9 さらに貧しい人々を苦しめる。例えば、
鉱物や石油の開発に帰せられる経済成長が貧困を直接削減す
るとは考えにくい。このような部門は資本集約的で、資本を
ほとんど持っていない貧困層の所得の向上には結び付きにく
い。しかし、これらの部門からの国庫歳入は貧困層に役立つ

形で使用することができる。インドネシアの事例では、1970
年代と1980年代に石油の輸出によって得られた政府資金は、
保健所や道路を含む農村インフラの改善に使われた。

経済成長の影響はその成長の発生源によって左右される。
極貧層の人々の所得は、非農業部門の成長よりも農業部門の
成長に対して、より大きく反応することを示す強力な事例が
ある。10 農業成長が貧困層に所得を創出する可能性が高い１
つの理由としては、貧困率の高い多くの国では貧しい人々は
農村地域に集中していることが多く、そのために農業成長は
他のタイプの成長による影響よりも、直接的に農村経済に影
響を与えることが挙げられる。この問題はさらに詳しく28-35
ページの “貧困、飢餓および栄養失調の削減に対する農業成
長の貢献 ”の節で議論されている。

■■貧しい人々は付加的な所得をどのように使うか？

たとえ経済成長が貧しい人々にまで及んだとしても、栄養
不足を可能な限り迅速に削減するためには、他の要因もまた
重要である。貧困層はその付加的所得をより多くの食料のエ
ネルギーあるいは栄養分を購入するために使うべきである。
極貧層の人々の場合、大半の研究は、食事エネルギー需要の
所得弾力性は確かに積極的で、実際は、それほど貧しくない
人々または富裕層の所得弾力性よりも強いことを示してい
る。11 言い換えれば、貧困層は付加的所得をより多くの食料
エネルギーの購入に使うが、富裕層は、仮にそうであったと
しても、はるかに程度が少ない。

しかし、食料の追加購入のために貧困層によって使われる
付加的所得は全てがエネルギー摂取の増加に向けられるわけ
ではない。貧しい消費者であっても、付加的所得の一部を、
例えば、キャッサバからコメへ、あるいは、精米程度の低い
コメからより白米や精米に近いコメへといったように、より
高価な主食食料に移行するために使う。これらの移行にはエ
ネルギー摂取量の増加や栄養状態の改善には何ら役に立たな
いものもあるが、味、香り、および見た目などの消費者の嗜
好を反映している。

消費者がより裕福になるにつれて、主食以外の食料の消費
を増やす傾向がある（富裕層は、貧困層に比べて食費のかな
り多くの割合を動物由来食品や果物・野菜類に費やしている
ことを示す18ページの図10を参照）。繰り返しになるが、こ
れらの食料は栄養状態を改善するものもあるが、効果のない
ものもある。人々はより栄養に富むものを重要視するが、同
時に、より味の良い食料を食べたがっている。さらに、彼ら
は、ある種の（肥満につながる）食料を摂取することに付随
する健康問題や、ヨウ素、鉄分、亜鉛あるいはビタミンAな
ど（これらの欠乏は“隠れた飢餓”の原因となる）、ある種の
微量栄養素の重要性について無頓着なこともある。

最後に、消費者はまた、彼らの付加的所得の一部を、教
育、衣類、保健衛生あるいは携帯電話など、食料以外に幅広
く費やすことを選択する場合もあろう。これらの選択は、こ
ういった主要な投資の恩恵を高める情報キャンペーンあるい
は学校のカリキュラムなどの影響を受けている。衛生的なト
イレや（特に妊産婦による）より頻繁な受診などの追加的な

図14
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保健施策への投資によって、栄養にもたらされる経済成長の
影響が増強されるであろう。これらの支出のパターンは、食
料価格と所得のショックのインパクト（正・負を問わず）
が、食事エネルギーの摂取や食料消費水準のみにとどまら
ず、他の分野においても同様に調整が行われることを意味し
ている。

付加的な世帯所得がどのように支出されるかは、与えら
れる所得の割合に強く影響される（37ページのBOX 6を参
照）。研究は、女性が世帯の所得をより幅広く管理している
場合、より多くの金銭が栄養と保健衛生を改善する費目に支
出される傾向があることを示している。12 過去20年間に、特
にヨーロッパや北アメリカなどの先進地域において、また、
開発途上国の都市部においてもある程度、労働力としての女
性の参加が著しく増加した。女性の労働力への参加は、更な
る経済成長に伴って増加するものと思われ、また、もしこれ
に女性の能力強化と女性の世帯所得管理の増加が伴えば、子
どもたちの栄養と保健衛生の改善にさらに弾みをつけること
になるであろう。

	■	政府は付加的な資源をどのように使うか？

経済成長は、個人の所得とともに、公的資源をも増加させ
る。各国政府は、この資源を多くの道筋で、貧しく、飢えに
苦しむ人々のために、生産的資源のより平等な入手利用を可
能にする方策、農村インフラへの投資、および、貧しい人々
の生計の主な源である農業生態系の持続可能性を保証する方
策を含む制度改革やプログラムを始動し、支援するために活
用することができる。経済成長による公的歳入の大部分は教
育、能力開発および幅広い種類の公衆衛生施策の財源として
活用されるべきである。考えられる例としては、安全な飲料
水の入手可能性の改善、特に農村部における保健所の密度の
増加、対象を定めたビタミン補給剤の配布、および、母乳育
児、補完授乳および出生間隔の拡大といった育児習慣の改善
を促進するキャンペーン情報の配布などがある。

経験的には、食料安全保障および栄養へのこういった投入
財の水準は、所得水準が向上するにつれて高くなる。13 すで
に、一部の国は他の国よりこのような公共財の提供でより良
い仕事をしている。政府予算支出先の再仕分けは、経済成長
が見られない状況下でも栄養不足削減の助けになることは確
かであるが、経済成長が良識ある社会的支出を増やすための
より大きな展望を提供することは疑いがない。したがって、
成長と再配分がそれぞれ別々に進むよりは、再配分を伴った
成長が栄養不足の削減により効果的であると考えられる。

	■	優れたガバナンスの役割とは何か？

主要メッセージ
飢餓削減を加速させるためには、経済成長は明確な目

的を持った、断固とした公共行動を伴っている必要があ
る。公共政策やプログラムは、貧困層に温かく長期的
な経済成長に貢献する環境を創出しなければならない。
これを可能とする環境の主要構成要素には、生産的な部
門の開発のための公共財およびサービスの提供、貧困層
による資産の平等な入手、女性の能力向上、および社会
保護システムの設計と実施が含まれる。透明性、参加、
説明責任、法による統治および人権に基盤を置いたガバ
ナンスシステムの改善がこれらの政策やプログラムの
有効性にとって不可欠である。

この報告書の最初の節からも明らかなように、多くの国は
当初の約束や設定目標に沿った飢餓や栄養失調の削減に成功
していない。彼らの経済成長は遅かったか、あるいは経済
成長と飢餓および栄養失調の削減との結び付きが弱かった。
この原因の１つは、政府の構造が弱かったこと、および、飢
餓削減の政治的な優先度を上げる政治的意思が欠けていた
ことかもしれない。「Global Strategic Framework for Food 
Security and Nutrition（食料安全保障と栄養のための世界
戦略枠組み）」の第２草案に記されているように、飢餓と栄
養失調の原因には “食料とより高い生活水準の入手を支援す
る透明性、説明責任および法による統治を保証する優れたガ
バナンスの欠如；これまでの誓約や約束を十分に実施できな
かったことおよび責任の欠如を含む飢餓と栄養失調に立ち向
かう闘いをハイレベルの政治的な約束にし、優先することの
欠如；国内のみならず、世界的および地域的な政策立案にお
ける一貫性の欠如；特に、最も脆弱で食料不安を抱える人々
に焦点を当てた飢餓、栄養失調および食料不安への取り組み
における政策、計画、事業および資金調達の優先順位付けの
欠如；戦争、紛争、安全保障の欠如、政治的不安定性および
脆弱な法制度；および、食料安全保障と栄養に対する脆弱な
国際的統治” が含まれる。14

経済成長が真に食料安全保障と栄養の改善に対して持続的
に貢献するためには、優れたガバナンスが不可欠である。こ
れは、政治的な安定性、法の支配、人権の尊重、汚職の防
止および効果的な行政を含む基本公共財の提供に及ぶ。効果
的な法制度は優れたガバナンスの重要な特徴である。食料へ
の権利を実現して、効果的な食料安全保障戦略に付加価値を
付けることができるようにするためには、透明な政策プロセ
ス、公的機関の責任および政府の義務の明確化、および権利
保有者の権利と義務の明確化を保証する必要がある。

もし、貧困層が経済成長から恩恵を受けようとするのであ
れば、彼らに影響を及ぼす決定に対して意見を言うことが肝
要である。経験は、開発活動の策定、計画、実施、モニタリ
ングおよび評価への全ての利害関係者―脆弱な女性、若者、
先住民およびその他の疎外されている人々のグループ―の参
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減をもたらさなかったのは、このような好ましい条件が整わ
なかったことによることを見出した。19

多くの国における栄養状態の改善にもかかわらず、体重不
足（年齢に対して体重が少ないこと）が、開発途上世界に世
界疾病負担（GDB）をもたらしている単一で最大のリスク要
因であり続けている。2010年には開発途上国の１億人以上の
５歳未満児が依然として体重不足であった。最貧世帯の子ど
もは低貧困世帯の子どもより体重不足に陥る可能性が２倍ほ
ど高い。幼児期の栄養失調は５歳未満児の死亡人数全体の推
定35%を占める根底原因である。20

微量栄養素欠乏症（“隠れた飢餓”）は依然として世界人口
の30%以上に影響を及ぼし、疾病率と死亡率、知的発達の阻
害および学習能力と生産性の低下、人口における高率の疾病
と障害に起因する労働能力の低下、および人的能力の悲劇的
な喪失などの原因となっている。微量栄養素の栄養失調を克
服することが発展を保証する前提条件である。鉄分欠乏性貧
血の場合は、その蔓延率に大きな変化は見られず、一部の国
ではむしろ増加している。21 インドでは発育不全および鉄分
あるいはヨウ素欠乏症は、年間GDPの2.95%に相当する生産性
の喪失をもたらしている。22 シエラレオネでは農業に従事す
る女性たちの鉄分欠乏症は５年間で9,450万米ドルの損失を課
している。23

より急速な経済成長は微量栄養素欠乏症を予防および防除
するためのより効果的な行動の機会を生み出すことができ
る。家畜、果実・野菜類の生産といった栄養および所得の点
で高価値な活動を促進する農業開発戦略は、より多様化され
た食事をもたらす。さらに、最も脆弱な人々、特に受胎から
２歳までの最初の1,000日間を対象にした補完投与、および国
を挙げての主要産品の栄養強化は極めて費用対効果の高い戦
略であることが立証されている。24

栄養の現状―全世界的な進捗、
しかし多くの問題が残っている

多くの国で、１人当たり食料エネルギーの入手可能性と食
事の多様性に増進が認められ、それは世界的に栄養の全体的
な改善に貢献しているという各種の兆候がある。15 最近の評
価は、地域間で大きな相違はあるものの、WHOによって策定
された食事に関する勧告の順守が過去20年間に世界中で進ん
でいることを明らかにした。16

子どもたちの栄養状態もまた改善されている。体重不足
（年齢に対して体重が少ない）の子どもの割合は1990年の
25%から2010年には16%へと低減し、５歳未満児の発育不全
（年齢に対して身長が低い）は同じ期間に全世界で39%から
26%へと減少した。子どもの体重不足の蔓延における改善は
アフリカでやや遅く、アジア、特に1990年から2010年の間に
発育不全が49%から28%に減少した中国と東南アジアで最も
急速であった（バングラデシュの例についてはBOX１を参
照）。17 子どもの体重不足割合および乳幼児と子どもの死亡率
が最も高かったのはサハラ以南アフリカであったが、近年、
この地域の多くの個々の国では子どもの死亡率に大幅な減少
が見られた。18

微量栄養素欠乏、あるいは “隠れた飢餓” の削減に関して
も、過去20年間にある程度の進捗があった。ビタミンA欠乏
症の解消における進捗は、サハラ以南アフリカと中央・南ア
ジアでは遅れをとったが、東アジアおよび多くの中央・南ア
メリカで顕著であった。塩化ナトリウムをヨード化するプロ
グラムの効果的な拡大で、ヨウ素欠乏症の蔓延が世界中で著
しく減少したように見受けられる。

より急速な経済成長がアジアにおける状況改善の一部に役
立っているとはいえ、経済成長の違いだけで全てを説明し切
れない国々の間では子どもの低栄養水準に相当程度の差異
が存在する。１つの要因は経済成長が貧困削減をもたらして
いるか否かである。その他の要因には、農業戦略内の主食穀
類、果実、野菜、畜産および漁業、衛生的な水の入手、保健
衛生、および文化的伝統などにおける優先付けがある。たと
え貧しい人々が所得成長に参加している場合でも、彼らは、
特に子どもの栄養改善が保証されるような保健衛生サービス
や栄養教育に関連する効果的な政策や制度による支援を必要
としている。例えば、ある研究は、インドにおける著しい経
済成長がこの国の州各地において一様に幼児期の低栄養の削

画によって、経済成長からの資源および貧困層のためにより
多くの恩恵をより公平に入手できるようになることを示して
いる。
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バングラデシュは過去 20 年の間に急速な経済成長を経
験するとともに、1990 年代を中心に栄養改善の面で比較
的良好な成果を挙げた。１人当たり GDP は 1990-2010
年に倍増し（図参照）、農業成長率は年平均で 3.3% を記
録した（コメ収量の著しい上昇による）。この間に貧困率
は大幅に減少し、経済成長が貧困層に届いたことを示して
いる。1990 年代に、５歳未満児の発育不全（年齢に相応
する身長、慢性的栄養失調の指標）および体重不足（年齢
に相応する体重）蔓延率の大幅な減少は達成されたものの、
1999-2004 年にはその進展は停滞した。すなわち、発育
不全は 1990 年に 63% あったものが 1999 年には 51%
へと 12% 減少し、体重不足は同じ期間にそれ以上に大
きく 62% から 43% にまで減少を記録したが、その後の
1999-2004 年には何らの改善も記録されなかった。その
後、いくつかのケースでは、緩慢ではあるものの改善は復
調してきている：2004-2011 年の間に体重不足蔓延率は
７%減少し、特に 2007-2011 年の間にその大半が集中し、
また発育不全については 10% 減少し、その８割は 2004-

2007 年に達成された。現時点での推計値では、バングラ
デシュはすでに栄養不足の 50% 削減を達成し、体重不足
でも同等の削減を達成したものと思われ、MDGs の第１
目標である飢餓削減ターゲットを達成しつつあることが示
されている。
栄養改善における成功は、教育や栄養に対するより明確

な支援施策を伴った経済成長が貧困層にまで届くことに
よって、さらに強化される。所得が向上するにつれて、よ
り栄養価の高い食料品の需要が増えると考えられ、1990
年以降、卵や果実・野菜類から摂取することのできる食事
エネルギー供給量は２倍以上に増加した。保健衛生対策へ
の政府支出の割合は、隣接する大国であるインドやパキス
タンの約２倍に及ぶ。若年女性層（15-24 歳）の識字率
は、1991 年の 38% から 2009 年には 77% へと２倍に
上昇した。月齢 6-59 ヵ月の子どもに対するビタミンＡ補
給（1990 年代からスタート）の適用範囲は、今やほぼ全
員をカバーするまでになっており、ヨード塩の消費量も近
年大幅に増加してきている。下痢の治療に役立つ経口補水

バングラデシュの経済成長と栄養状況

(続く)

%

注：発育不全、体重不足および体重減少の蔓延率に関するデータは、５歳未満児についてのものである．
元データの出典：FAO およびWorld Bank．

バングラデシュにおける所得、貧困および栄養失調の指標、1990-2011年

2005年固定国際ドル

貧困人口割合 発育不全蔓延率 体重不足蔓延率

体重減少蔓延率 栄養不足蔓延率 １人当たりGDP、購買力平価（ PPP）（右軸）
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経済成長、飢餓および栄養失調

	■	栄養転換および栄養失調の二重の重荷

所得が増加し、都市化が進むと、人々は徐々に身体活動の
少ないライフスタイルを採用するようになり、家事に費やす
時間は減少し、食事も家で摂るより外で摂る機会が増加す
る。食事はより高カロリーで、半加工された食材が多くな
り、飽和脂肪酸、砂糖およびコレステロールをより多く含む
ようになる。この移り変わりが栄養転換と言われるものであ
る。25 当初は都市部のより裕福な住民に見られたものである
が、専門家は、栄養転換は全ての社会に急速に影響を及ぼし
つつあることを認めている。26

栄養転換は栄養過多および肥満の増加を伴っている。これ
はまた “疫学転換” と言われる疾病負担や死亡率の変化に関
わる原因になっていると考えられている。27 これは、ほとん
どが伝染性および感染性の病気に起因する死亡で占められて
いた状況から、心臓血管疾病や糖尿病などの非感染性疾病
の増加で特徴づけられる状況へと移り変わる疾病の様相にお
ける推移である。世界保健機関（WHO）によれば、体重過
多（体格指数（body mass index、BMI）≧25）および肥満
（BMI≧30）が世界における死亡の５番目に大きなリスク要
因である。28

世界的には、体重過多の人々の数は成人で14億人以上に達
し、29 世界の栄養不足人口を上回っている。しかし、（肥満
ではなく）体重過多であることの代償は、栄養不足であるこ
との代償と比べれば、少ないと言われている。世界の肥満率
は1980年以降２倍以上に増加しているが（図15）、現在、成
人の肥満蔓延率は開発途上国よりも先進国の方がはるかに高
い。最も高い率は北アフリカ・近東、北アメリカ、太平洋の
島々および南アフリカで見られる。

世界はますます「栄養失調の二重の重荷」に直面してお
り、特に子どもたちの低栄養と体重過多や食事に関連する
慢性病および微量栄養素の栄養失調が共存している。30 図16
は、それぞれ成人の肥満と５歳未満児の発育不全として測定

されたその国の人口における栄養過多と低栄養双方の蔓延率
が著しいさまざまな地域の低・中所得国のいくつかを抽出し
て示している。31

この二重の重荷のこれら２つの側面は、長い間、明確な要
因が原因であると考えられてきた：すなわち、１つは貧困、
もう１つは富裕である。しかし、そのような類別化は単純
すぎる。今日、体重過多の高蔓延率は低所得国でも見られ、
さらには、低栄養状態にある同じ世帯においてさえ見受けら
れる。この併存の理由は、体重過多であることは必ずしも食
料の食べ過ぎによるものではなく、むしろ栄養の少ない食料
を食べていること、および、貧しい消費者は教育を受ける機
会が少なく、栄養についての情報の入手が乏しいことに起因
している。その他の側面からの説明としては、多くの開発途
上国の現代的な小売りチェーン店において以前は手に入らな
かった産品（例えば、一部の加工食品、清涼飲料水およびス
ナック菓子）の供給が急速に増えていることが挙げられる。
多くの場合、そのような産品が都市部における露店の食料を
含む伝統的な食料に取って代わっている。

今日、栄養失調の二重の重荷は低所得家族におけるライフ
サイクルの問題として現れるケースが増えてきている。妊娠
中に低栄養であった貧しい女性たちは栄養不足の赤ん坊を
出産する。出生前の発育期および乳児期の栄養が不適切で、
その後の人生で食事エネルギーの摂取量の増加が続くと、体
重過多や肥満を招く結果になる傾向がある。幼児期の（発育
不全によって測られる）低栄養は、成人としてのその後の人
生において、肥満および食事に関連する非感染性疾病に患り
やすくなるリスクの増大につながる可能性がある。これは、
なぜ多くの開発途上国において、低栄養、栄養過多および微
量栄養素欠乏症が全て、しばしば貧困に根差しているかを説
明している。二重の重荷は、発育不全の子どもたちや体重過
多の母親たちの例で見ると、経済的な発展状況と密接に関連
し、同じ低所得世帯層内でさえも見受けられるケースが増え
てきている。32

塩の使用量は 2000 年の 35% から 2007 年の 68% へと
ほぼ倍増した。はしかの予防接種率は 2002 年の 65% か
ら 2005 年の 94% へと急激に加速され、この率は現時点
でもおおむね維持されている。より最近では、月齢６ヵ月
までの新生児に母乳だけを与える比率もまた 2007 年の
43% から 2011 年の 64% まで大幅に上昇してきている。
受胎後最初の 1,000 日以内の幼児が脆弱であることを考
慮すれば、これらの諸要因は発育不全の削減に貢献してき
たと言えよう。
しかしながら、なすべきことはまだまだ多い。バングラ

デシュにおける栄養失調は、推計年 10 億米ドルの経済生
産性の損失を招いている。１ 急性栄養失調の指標である体
重減少の拡がりは 1990 年から 2000 年にかけて減少した
が、その後この率は緊急境界値である 15% を超えて 17%
に達した 2007 年まで恒常的に増加した。この急上昇は、

その期間内にバングラデシュでは大きな災害がなかった
ことから、懸念事項である。（いくつかの研究によれば、
2008年にはサイクロン Sidr と食料価格危機のあと、体重
減少の蔓延率は 25% に上昇したことが示されている。）最
新値である 2011 年の 16% は依然として緊急境界値を超
えており、懸念の原因になり続けている。加えて、発育不
全のレベル（41%）および体重不足のレベル（36%）は
極めて高い水準にとどまっており、公衆衛生の主要問題と
なっている。

1 Embassy of the United States of America, Dhaka. 2012. 
U.S.-Funded study shows true cost of malnutrition in 
Bangladesh. Press release, June 2012 (available at http://
photos.state.gov/libraries/bangladesh/8601/2012%20
Press%20Releases/USAID%20malnutrition%20study_%20
Jun%2025_%202012.pdf).

BOX 1 (続き)
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Economic growth, hunger and malnutrition

注：データは、2008年における20歳以上の成人男女について、年齢は平準化して示している．肥満は、BMI＊≧30kg/㎡と定義されている．（＊体格指数）
出典：World Health Organization（WHO）．

図15

2008年における肥満の蔓延率
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図16

栄養失調の二重の重荷：一部の国における成人の肥満と子どもの発育不全
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経済成長、飢餓および栄養失調

	■	結論：栄養を可能な限り迅速に改善する

過去20年間に見られた食事の変化は、栄養にプラスとマイ
ナス両様のインパクトを与えてきた。プラス面としては、世
界的な食事の質のレベルが改善され、栄養状況も世界の大半
で改善された。死亡率と５歳未満児の体重不足の割合も減少
した。地域間で大きな差異があるものの、一部の微量栄養素
欠乏症の蔓延率の削減においても進展があった。

しかしながら、マイナス面としては、世界的な体重不足お
よび/または発育不全の子どもたちの数は依然として受け入
れがたいほどに高い。さらには、世界的な体重過多の（しか
し、肥満ではない）人々の数は栄養不足の人々の数を上回
り、多くの国では微量栄養素欠乏症に罹っている人々の数は
依然として高いままである。

力強い経済成長は著しい栄養改善を導くことができるとい
う広範なコンセンサスが高まりつつある。これを可能な限り
迅速に達成するためには、成長の進行が貧しい人々に恩恵
を与えるものでなくてはならず、それはまた “栄養を意識し
た”ものでなければならない。33 今日にいたるまで、経済成長
と栄養の間の結び付きは弱く、栄養状態に真の変化が及ぶま

でには長い時間がかかっている。こういった目的を支援する
政策は農業・栄養・健康が統合された枠組みのなかで遂行さ
れるべきである。食料安全保障と栄養の改善は単なるエネル
ギー摂取量の増加にとどまらず、また、食事の多様性、種類
の豊富さ、栄養分含有量および安全性という点でも食料の質
的改善はほぼ達成されている。より多様な食事や微量栄養素
の適切な摂取を達成するための措置には、多様化された食事
のコストを負担できるようになるまでの間、対象を最貧困層
に絞った栄養補給の賢明な活用が含まれるであろう。栄養過
多は生活様式の変更とより健康的な食事を通じて取り組まれ
るべきである。

経済成長は人々の栄養改善の進捗に重要である一方、その
結び付きはまた別の方向にも働く―栄養の豊富な食事は、
人々が十分な身体的および知的能力と健康を獲得するために
不可欠であり、それによって経済成長に貢献する。幼児期の
栄養摂取と教育機会の改善は知的発育の改善を可能にし、そ
の結果として、これらの子どもたちが成人したときの所得水
準が向上し、これは、個人レベルでの恩恵とともに社会全体
にとっての恩恵ともなる。34
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貧困、飢餓および栄養失調の削減に対する
農業成長の貢献
経済成長および貧困と飢餓の削減における
農業成長の役割

2009年には66%で、GDPにおける農業の割合の２倍以上で
あった。これは、農業に従事する人々の所得が低い傾向にあ
ることを意味しており、貧困が農村地域に集中しているとい
う事実と一致している。極めて多くの貧困者が農業に従事し
ていることから、農業部門の成長は非農業部門の成長よりも
貧困層をより多く包摂し、より多くの恩恵を与えることが期
待される。

最近の各国横断的な成長の経験に関するデータの詳細な
分析は、所得の不平等が過度でなければ、農業成長は貧困
層中の最貧困層における貧困を削減することを示している。36

資源に乏しい低所得諸国では（サハラ以南アフリカを除
く）、農業成長によるGDPの一定レベルの成長率は非農業部
門の成長による同レベルのGDPの成長率より貧困を５倍も
多く削減している。サハラ以南アフリカでは農業成長は11倍
も効果的である。このように、農業生産および生産性の向上
は、特に低所得諸国では、費用対効果の高い貧困削減手法と
して依然不可欠である。

農業が全体的なGDPの成長を生み出す能力と、その貧困
削減における相対的な優位性は国によって異なるであろう。
この関連で、『World Development Report 2008（世界開発
報告2008年版）』（29ページの表を参照）で導入された類型
区分は、農業を基盤にしている国々においては（大半がサハ
ラ以南アフリカ諸国）、農業は経済成長に著しく貢献してお
り、また、貧困層が農村地域に集中しているため、農業はま
た貧困削減にも著しく貢献するであろうと強調している。37 こ
れらの国における重要な政策課題は農業が成長および貧困削
減の駆動力として働くことができるようにすることである。
変革途上の（主に、アジア、北アフリカおよび近東の）国々
では、経済成長に対する農業の貢献は少ないが、貧困は依然
として圧倒的に農村に蔓延しているため、農業の成長は、農
村における農業以外の経済成長とともに、強い貧困削減効果
を持っている。都市化の進んだ（主に、東ヨーロッパおよ
びラテンアメリカの）国々では、貧困は基本的に都市部にあ
り、より生産性の高い農業部門が食料価格の上昇を抑え、所
得の大部分を食料の購入に費やす都市部貧困層の購買力の改

主要メッセージ
農業成長は飢餓と栄養失調の削減に特に効果的であ

る。極度に貧しい人々の大半は彼らの生計の相当部分
を農業とその関連活動に依存している。小規模生産者、
特に女性を包摂した農業成長は、それが貧しい人々の労
働報酬の増加や雇用の創出につながる場合に、極度の貧
困と飢餓の削減に最も効果的であろう。

国家経済における農業の重要性は幅広く異なるが、比
較的予測できることは、１人当たりGDPが増加し、
経済の構造的変革が進むにつれて、農業の相対的な

重要性は低下することである。世界の一部の最貧国では農業
は経済活動の30%以上を占めており、後発開発途上国はGDP
の27%を占めている（2009年の数値）。対照的に、OECD諸
国においては農業は経済生産全体の1.5%未満しか占めていな
い。すなわち、経済成長全体の原動力としての農業の役割は
国によって差があり、一般的に貧しい国の方が重要性が高
い。

過去数10年における農業成長は、その大部分が労働生産性
の伸びによってもたらされ、驚くべきことに、農業における
労働生産性は1960年代以降、平均して農業以外の労働生産性
に比べてより急速な成長を遂げてきている。35 この労働生産性
の急速な成長は “産業への引き入れ” と “農業からの押し出
し” 力学に反応した農業からの労働力移動によって駆動され
た。さらに、農業における全要素生産性（TFP）の年間成長
率は非農業部門に比べて1.5%程度高く、これは、農業は他の
部門に比べて後ろ向きの部門で、したがって、投資や政策が
成長を生み出す効果はより低いとする考えとは逆である。

全体的に、貧困を削減するための農業成長の役割は経済成
長を牽引する役割より大きいと考えられる。これは、農業部
門に従事する労働力の割合が、農業によってもたらされる経
済的産出物の割合よりずっと大きいことによる。後発開発途
上国については、農業における経済活動人口総数の割合は、
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貧困、飢餓および栄養失調の削減に対する農業成長の貢献

善を促すことができる。
農業部門が組み込まれている経済のタイプに加えて、農業

が貧困削減に寄与する傾向もまた、特に土地の配分に関して
この部門の構造が持つ働きである。例えば、小規模農家に基
盤を置く労働集約型農業部門では、土地および労働のより高
い生産性が貧困の急速な削減をもたらしている（例えば、東

および東南アジア）。中国は、1980年代から1990年代中期に
至る力強い農業成長の期間に、貧困を極めて急速に削減した
が、それは農地と人的資本が比較的平等に入手できる状況か
ら始まったためであった。38 その後不平等が広がるにつれて貧
困の削減は減速した。しかし、ラテンアメリカの一部では、不
平等な土地配分と機械化農業の主流化によって生産性と貧困
削減との関連性はきわめて弱まった。単収は急速に増加した
ものの、農村の貧困はほとんど変化が見られなかった。39

農業成長が貧困層を包摂するためには、貧困層によって特
徴的に所有されている資産を活用するべきである。どのよう
な場合に貧困層は自分自身の労働力を持っており、時にはこ
れが彼らが所有する全てである。したがって、特に熟練技術
を持たない労働者のために雇用を生み出し、賃金を上げ、そ
して仕事の質を向上させる成長は貧困を削減し（BOX 2を参
照）、量と質双方において適切な食料の入手可能性を高める
ために極めて重要である。不十分な食料入手は労働生産性の
低下原因となりかねず、ひいては、特に農業基盤に関連する
経済成長を妨げる。40

雇用を強化する成長は持続可能な経済開発を達成するため
の必要条件として広く認識されている。貧困を比較的短期間
に削減することに成功してきた国々は雇用を中心に据えた構
造改革を進め、そのなかで積極的な社会政策とともに、産業
および農業政策を相乗的に活用してきた。41 雇用強化政策は、
労働戦力、特に若年層の被雇用可能性を高めるための技能開
発とともに、企業家精神開発の制約に対する取り組み、識字
率の改善および教育を含んでいる。

土地が比較的平等に分配されている国々では、貧困層の多
くもまたいくばくかの土地を入手することができ、それに

表

経済成長および貧困削減における農業の役割、
経済のタイプ別

農業に基盤を
おく経済

転換期の
経済

都市化された
経済

総人口（100万人） 615 3 510 965

総貧困人口（100万人）
1.08米ドル/日
2.15米ドル/日

 
170
278

583
1 530

 
32
91

全体に占める農業労働力の
割合(%)

65 57 18

GDPの成長
（年率、1993−2005年、%）

3.7 6.3 2.6

全体に占める
農業GDPの割合（%）

29 13 6

農業GDPの成長
（年率、1993−2005年、%）

4 2.9 2.2

GDP成長における農業の
貢献（1993−2005年、%）

32 7 5

出典：World Bank. 2008. World Development Report 2008: 
Agriculture for Development. Washington, DC. の表1.1および1.2から
作成．

ILOの定義によれば、“ディーセント・ワーク（働きが
いのある人間らしい仕事）は、人々が働いて暮らしてい
くうえで抱いている願望を集約するもので、そのなかに
は、生産的で公平な所得をもたらす仕事の機会、就業場
所における安全保障および家族の社会的保護、自己啓発
および社会的結び付きのより良い見通し、人々が自らの
関心事を表明し、組織を作り、そして彼らの暮らしに影
響を与える決定に参加する自由、および、全ての女性お
よび男性に対する平等な機会と処遇が含まれる”１とされ
ている。
農村部の労働市場は極めて非公式なもので、場当たり

的な仕事の振り分けや不統一な情報、それに性別や年齢
による不平等などがはびこっている。農村部の就業環境
はしばしば劣悪で、社会的保護の利用は限られ、また、
労働法規はしばしば機能していない。農村部の就業者は
ほとんど組織化されておらず、法令の枠組みによる保護
も極めて貧弱である。２

政策およびプログラムは、農業および非農業分野にお

いて、より多くの雇用のみならず、より良質な雇用を目
指す必要がある。３ 例えば、総合的生産・病害虫管理

（integrated production and pest management，IPPM）
は、全体として農薬の使用を減らし、農薬の使用が必要
な場合でも有害性の低い薬品を選択することに役立
つ。IPPM技術の知識を持っていれば、農業従事者は雇
用者との団体協約において、IPPMの適用を必要とする
条項についてよりうまく協議することができる。４このよ
うに、正規の労働組合（例えば、ガーナの農業労働者総
同盟）に対して季節従業者を含む自営農業者や農業労働
者の参加を容易にするような支援を提供することで、こ
れらの農業従事者は社会的対話や交渉過程においてより
強い発言力を得ることができる。農業部門における雇用
条件改善の究極の事例として、タイの農業省が米作農家
に年金と廃疾補償を提供する制度を計画中である。

出典：61ページの注を参照されたい．

食料安全保障を達成するために農業および農村地域における正当な雇用を促進する

BOX 2
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よって、彼らはその土地の価値を（例えば、単収増によっ
て）高める成長からの恩恵を受けることができるようにな
る。したがって、例えば、土地の分配が比較的平等な中国で
は単収の増加と貧困の削減は連動して進んだ。42 対照的にイン
ドでは、土地の配分はより不平等で、単収の伸びは貧困と栄
養不足の削減をそれほど刺激しなかった。生産性向上の大半
が大規模農場で起こるような状況下では、作物生産が労働集

約的で、農村賃金を増加する働きを持っているのであれば、
貧困層は単収の伸びを共有できる余地がある。しかし、貧困
層への恩恵は、彼らが土地を所有している場合に比べると、
やはり少ないであろう。また、もし大規模な機械化農場での
伸びであれば、貧困層がそれを共有する余地はほとんどない
であろう。

を必要とし、供給の継続性を保ち、要求される食品の安全
性と品質基準を満たす能力を要求する。農業研究および普及
はますます民営化され、グローバル化されており、知識集約
型で、また経営管理技術と効率的な習得を必要とする技術に
焦点が当てられるようになってきている。このことは、小規
模農家が革新的な投入財を入手利用する際の制約になりかね
ない。小規模農家は融資を受けようとすると困難に直面する
が、それは、金融機関が、担保が不十分であることおよび想
定される借用者の信用保証情報が欠如しているために、しば
しば融資に難色を示すことによる。小規模な女性農業者は、
金融および社会資本、市場情報および土地などの生産資源の
入手利用が極端に少ないために、男性同業者よりさらに不利
な立場に立たされている。

小規模農家はこれらの課題に対応する能力を持っている
が、そうするためには適切な “実施環境” が整えられる必要
がある。道路、物流市場、貯蔵施設および通信サービスなど
のより良い農村インフラを提供することで、取引コストを削
減し、農家が市場を利用できるようになるであろう。土地保
有と所有権を保証する施策は小規模農家による土地改良のた
めの投資を督励するであろう。小規模農業者は、読み書きや
計算ができなければ、また/あるいは供給品目を揃える能力や
バイヤーと連携する自信がなければ、洗練された物流チェー
ンのなかで取引することはできないため、もし彼らを市場に
参加させようとするのであれば、農村地域における教育の提
供が不可欠である。また、長期的な恩恵を女性やその家族に
もたらすためには、政策が、資産や資源の入手利用に関する
ジェンダーその他の不平等を取り除くことが不可欠である。

各国政府は、例えば、高度な農業研究の目標が、可能であ
れば民間部門とも連携しながら、小規模農家や消費者のニー

農業生産および生産性の向上に
対する小規模農業者の貢献43 

世界規模の食料需要は2050年までに60%増加すると予測さ
れている。気候変動、自然資源の制約、および需要の競合、
とりわけ種々の要因の中でもバイオ燃料生産に向けた需要の
競合などが世界の農業および食料システムに相当程度の課題
を課している。開発途上国における小規模農家による生産が
何にも増して重要であることに鑑みれば、彼らはこれらの要
求を満たすために、重要な役割を果たさなければならないで
あろう。

歴史的に、小規模農家は食料需要を満たす中心的存在であ
ることを証明してきた。アジアでは、緑の革命時に、小規模
農業者は新たな技術革新を受け入れ、生産性を向上し、そし
て十分な食料を生産して消費者向け主食食料品の実質価格を
引き下げた。農村地域では労働需要が増加して、農村貧困層
の仕事が生み出され、未熟練労働者の賃金が増えている。こ
の要因の結び付きが全ての人々のための食料安全保障の改善
を助けた。過去20～40年の開発成功事例の多くは小規模農家
の生産を基盤としたものであった（例えば、中国、インドネ
シア、およびベトナム；BOX 3を参照）。この期間に、小規
模農家はまた大規模農家より全般的により効率的であった。44

将来的に、小規模農家の生産は野菜のような労働集約型生産
物についてはより効率的であろうと考えられる。

過去にこれらの成功事例はあるものの、もし小規模農家が
多くの現代的な市場で競争していこうとするのであれば、彼
らは幾多の制約を乗り越えなければならないであろう。開発
途上国の国内では、農業および食品流通、加工および小売り
部門における変化は国内・海外ともに民間部門からの農業・
食品産業に対する投資の増加につながった。

スーパーマーケットなどのより洗練されたチャネルを通し
た販売は、農業者のより大規模な経営管理および物流の技術



世界の食料不安の現状 2012年報告 31

貧困、飢餓および栄養失調の削減に対する農業成長の貢献

ベトナムは、経済全般にわたる急速な成長（1990 年か
ら 2010 年に１人当たり年率 5.8% の伸び）を経験し、農
業においても急速に成長してきた。1990 年から 2010 年
の間に農業の年平均成長率は 4.0% に達し、同期間におけ
る世界で最も高い実績の１つであった。農業における全要
素生産性（TFP）の成長率もまた、1991 年から 2000 年
には年率 3.1%、2001 年から 2009 年には年率 2.4% と、
極めて急速なものであった。１

生産増加の大半は、単収増によるものであった。最も重
要な作物であるコメの収量は 50% 増加し、トウモロコシ、
ゴム、カシューナッツおよびキャッサバは全て２倍以上に
なった。これだけではなく、収穫面積もまた拡大しており、
トウモロコシとゴムの栽培面積は２倍以上、カシューナッ
ツでは３倍以上、コーヒーの作付面積は８倍近く（1990
年の約６万 ha から 2008 年には 50 万 ha 以上）に増加
した。養殖漁業の生産もまた、1990年以降、年率約 12%
で急激に成長した。
大半の国と比べて、ベトナムでは土地の分配が比較的均

等であることから、単収における伸びは多くの小規模土地
所有者に利益をもたらした。収穫面積の拡大もまた、貧困
層にとって重要な資産の１つである労働力に対する需要を

増加させた。この成長パターンは、貧困、栄養不足、発育
不全および体重不足（後ろの２者は５歳未満児に関するも
の）を迅速に縮減するうえで貢献した。実際ベトナムは、
ミレニアム開発目標が掲げる目標のいくつかをすでに達成
したと言える。
市場志向型の農業世帯は 1990 年代中期に最も大きな恩

恵を受け、これらの世帯の貧困率はわずか５年間で 40%
以上低下した。しかし自給志向型の農業世帯も恩恵を受け、
彼らの貧困率は５年間で 28% 下がった。当初は自給指向
であったが 1990 年代に市場参加を強力に進めた農業世帯
では、貧困率の低下は 35% であった。これら全てのタイ
プの農業世帯が非農業所得の増加を経験したことは、ダイ
ナミックな農場外経済の重要性を強調するものである。２

1  K. Fuglie. 2012. Productivity growth and technology capital 
in the global agricultural economy. Chapter 16 in K.O. Fuglie, 
E. Ball and S.L. Wang, eds. Productivity growth in agriculture: 
an international perspective. Wallingford, UK, CABI.
2 A. de Janvry and E. Sadoulet. 2010. Agricultural growth and 
poverty reduction: additional evidence. The World Bank 
Research Observer, 25(1): 1–20. 

ベトナム農業の成長

BOX 3

%

注：発育不全、体重不足および体重減少の蔓延率に関するデータは、５歳未満児についてのものである．
元データの出典：FAO およびWorld Bank．

ベトナムにおける農業部門GDP、貧困および栄養失調の諸指標、1989-2011年
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タンザニアの農業部門は 1990 年と 2010 年の間に年
平均 3.8% で成長し、その期間における世界の成長実績上
位 15 ヵ国に仲間入りした。しかしながら、過去 20 年間
について見ると、当初、栄養不足蔓延率は増加を示してそ
のまま高止まりし、発育不全と貧困の減少は極めて緩慢で
あった。このように、農業における、あるいはそれ自体の
急速な成長は、栄養を改善するには十分ではない。
過去 20 年間における農業生産の伸びは、一義的には収

穫面積の増加によるものであり、単収増によってもたらさ
れた部分は比較的小さかった。増加した収穫面積の５分の
４は、トウモロコシ、乾燥マメ類、ラッカセイ、コメ、バ
ナナ、ココナッツ、ソルガムおよびキャッサバの８作物に
よるものであった。しかし、トウモロコシ、ココナッツ、
ソルガムおよびキャッサバの単収は過去20年間に減少し、
コメの単収のみがわずかに増加した。単収の減少は、おそ
らく、耕地を土壌の肥沃度や潜在的生産力が低い限界的な
土地へ拡大したことを反映したものであろう。この間の農
業分野における全要素生産性の伸びはプラスではあったも
のの、拡大耕地への依存を反映して、特に見るべきものは
なかった―すなわち、成長率は 1991 年から 2000 年は年
率 0.4%、2001～ 2009年は年率 1.0%であった。１

耕地拡大に基づく成長パターンは持続可能性の点で問題
を提起する。さらに、貧困層が得られる利益の程度は、耕

作に追加された土地の肥沃度と、貧困層によって所有され
ている土地の規模に左右される。
近年、ワタとタバコの輸出が一定程度の急成長を示して

おり、これらはいずれも小規模農家によって栽培されてい
る作物である。しかし、これらは非食用作物であり、その
生産は国内の比較的狭い地域に集中している。貧困と栄養
不足の削減には、トウモロコシ、イモ類、マメ類および油
料種子に焦点を当てた成長戦略がより効果的であろう。な
ぜならば、これらの作物は貧しい農業者によってより広く
栽培されており、また、貧しい人々の家計により大きなシェ
アを占めているからである。２ もし、このような成長戦略
を遂行するのであれば、これらの作物に焦点を当てた農業
研究と普及への支出を増やすことが必要であろう。

1 K. Fuglie. 2012. Productivity growth and technology capital 
in the global agricultural economy. Chapter 16 in K.O. Fuglie, 
E. Ball and S.L.Wang, eds. Productivity growth in agriculture: 
an international perspective. Wallingford, UK, CABI.
2 K. Pauw and J. Thurlow. 2011. The role of agricultural 
growth in reducing poverty and hunger: the case of Tanzania. 
IFPRI 2020 Conference Brief No. 21. Washington, DC, IFPRI.

タンザニアにおける農業の成長

BOX 4
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注：発育不全、低体重不足および体重減少の蔓延率に関するデータは、５歳未満児についてのものである．
元データの出典：FAO およびWorld Bank．

タンザニアにおける農業部門GDP、貧困および栄養失調の諸指標、1990-2011年
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ズに向けられていることを保証することによって、さらに重
要な支援を小規模農家の発展に提供することができる。政府
の普及サービスは、生産に加えて、マーケティングや食品の
安全性にも焦点を当てなければならないであろう。

小規模農家を市場に統合することに一層焦点を当てること
によって、いくつかの利益がもたらされるであろう。それ

は、将来の食料需要を満たす助けになるだけでなく、農村お
よび都市部の食料安全保障と栄養の改善にも貢献する。加え
て、小規模農家は、彼らの付加的所得の大部分を地場生産さ
れた物財やサービスを買うために費やすことが多いことか
ら、農村部における非農業経済との結び付きにも一層多くの
機会を与えることになるであろう。

飢餓、農業および持続可能な開発

業生産性の向上は、農業生態系の健全性、および、土壌の肥
沃性、病虫害に対する抵抗性、および生産システムの全般的
な復元力などの便益を提供する能力に大きく左右される。健
全な生態系はまた農業を超えた利益を提供することができ、
高い代償を払うこととなる農薬汚染を削減し、気候変動の緩
和、生物多様性の保全および河川流域の保護に貢献する。農
業者、漁業者および森林居住者はしばしば持続可能で健全な
農業生態系を構築するために必要な技術を採用する能力や動
機に欠けている。

そのため、各国政府、民間部門および非政府機関は、より
持続的な生産形態を支援するための技術、政策および資金供
給の枠組みの構築にますます関心を持ち、参画している。農
薬汚染による損失を明確に認識し、削減し、また、農業部門
が提供できる環境の外部利益を増やすための農業政策の立案
に環境の価値を取り入れることを可能にする一連の手法があ
る。このような手法は、社会の諸集団間において損失と利益
の移動を伴うことから、その効率性と同程度にその平等性に
対するインパクトの観点から評価されることが重要である。
貧困削減と環境的持続可能性を結合した手法によって達成さ
れた成功例がいくつかあるが、これらを積み重ね、拡大する
ことが必要である。

この観点から、ローマに拠点を置く４機関―F A O、
IFAD、WFPおよびバイオバーシティ・インターナショナル
は、10項の主要優先事項を示して行動を呼びかけ、それらを
リオ＋20サミットの成果報告文書に寄稿した（BOX 5を参
照）。

もし世界が飢餓と栄養失調を克服し、今日および将来の世
代の需要を満たすことに成功しようとするのであれば、農業
および食料システムの根本的な変化が必要である。最近の
リオ＋20サミットにおいて、世界の指導者たちは “貧困の根
絶、消費および生産の非持続的パターンを改変し、持続可能
なパターンを促進すること、および、経済的および社会的
開発の自然資源基盤を保護し、管理していくことが持続的開
発の包括的な目的かつ必須条件である” ことを再確認した。45

これらの目的の達成に成功することが、全ての人々の食料安
全保障および適切な栄養のために、まさに不可欠である。

これは、各国が模索している、自国の農業や食料システム
が今日および将来の世代のニーズを満たすための道筋に特に
関係している。持続的開発とリオのビジョンは飢餓と栄養失
調が根絶されない限り達成できない。各国政府および全ての
利害関係者が、人々、特に最も脆弱な人々のために、適切な
食料の権利の漸進的な実現を促進し、資源に対する権利を確
立し、保護すること；食料システムに持続可能な消費および
生産のための支援策を組み入れること；公正で適切に機能す
る農業および食料の市場を振興すること；リスクを軽減し、
最も脆弱な人々の回復力を強化すること；および、公的資源
を革新やインフラを含む基本公共財に投資すること、が不可
欠である。

消費面では、過剰消費を削減し、環境負荷の少ない栄養豊
富な食事に移行し、また、食料チェーン全体を通して食料の
ロスと廃棄を削減することによって、資源の持続的な利用に
貢献する必要がある。食料および農業の生産に関しては、持
続的な集約化のより大きな可能性がある。適切で安定的な農
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◦	現在の開発路線は 14 億人の極貧層や９億 2,500 万人１

の飢餓人口、そしてより多くの栄養失調や食料不安にあ
る人々を取り残している。

◦非持続的な開発モデルは自然環境を劣化させ、人々の暮
らしや食料および栄養の安全保障が拠って立つ生態系と
生物多様性を脅かしている。

◦世界的にリスクは高まりつつある―不規則な気候パター
ン、自然災害、価格不安定性および市場リスクなど、全
てが世界の食料と栄養の安全保障の不安定性を増幅して
いる。

◦非持続的な農業と食料システムはこれらの社会的および
環境的衰退を招く原因になっているが、同時に、農業は
また持続的開発とグリーン経済にとって多くの解決策を
提供している。持続的農業なくしてグリーン経済はあり
えない。

◦世界の食料安全保障を達成し、人々の暮らしを改善し、
そしてより持続的に環境を管理していくために、現在の
農業および食料のシステムを大きく変化させることが今
すぐに必要である。

◦この改革のためには、数多くの小規模世帯や土地を持た

ない農業者―その多くは女性であるが―を包含し、彼
らの能力を高めることが重要である。

◦持続可能性は生産から消費に至る農業および食料のシス
テム全般にわたる改革を必要としている。

◦復元力のある暮らしを支援し、最も脆弱な人々を保護し、
そして彼らを持続的開発の道筋に含めていくために、社
会保護およびセーフティーネットが必須である。

◦持続的開発のために、そして農業と食料システムの規模
における改革を支援するために、世界、国および地方レ
ベルの政策をより適切な、またより一貫性のあるものに
する必要がある。

◦リオ＋ 20の目的および成果を前進させるために、在ロー
マ諸機関は、各国のより持続的な農業と食料システムの
構築に向けた努力を支援することによって、協働してい
くであろう。

1 世界の栄養不足人口に関するFAOの直近の推計値は８億6,800万人で
あることに注意すること．
出典: FAO, IFAD, WFP, Bioversity International. 2012. Rome-
based Organizations submission to Rio + 20 outcome document 
(http:// www.fao.org/fileadmin/user_upload/suistainability/
pdf/11_11_30_Romebased_  Organizations_Submission_to_
Rio_20_Outcome_document.pdfから入手可能).

‘リオ＋20＊’成果文書への在ローマ諸機関（FAO、IFAD、WFPおよびバイオバーシティ・インターナシ
ョナル）の提言

BOX 5

農村部の非農業経済およびその農業との
結び付きの重要性46

多くが農業を超えて進むことを切望している若年層にとっ
て、農村部の非農業経済は特に重要であろう。

経済が成長し、１人当たりGDPが増加するにつれて、非
農業経済もまた農村経済全体における重要性を増していく。
農業に基盤を置く国々では、非農業経済に由来する農村所得
の割合はたった20%か30%にすぎないかもしれないが、都市
化が進みつつある国々では、それは60～70%に及ぶものと考
えられる（図17を参照）。農村所得創出活動（Rural Income 
Generating Activities、RIGA）の分析データによると、大
多数の世帯は農村非農業所得創出活動に参加しており、47 そ
の割合はアジアとラテンアメリカでは一般的に50～60%の間
で、サハラ以南アフリカでは25%から50%の間である。しか
し、所得の４分の３以上を非農業経済から得ている世帯はア
ジアとラテンアメリカの農村世帯の20～25%、およびサハラ
以南アフリカでは10～20%にすぎない。このことから、大多
数の世帯にとっては非農業経済への参加はパートタイムまた

農業は、その重要性にもかかわらず、全ての農村の人々に
とって貧困から脱出する道筋になるとは限らない。一方で、
一部の小規模農家―特に十分な水準の資産を持ち、農業市場
の変革に参加しうる者たち―は、持続可能で商業的な生産
システムを開発しうる。これらのシステムは、彼らの状況を
改善し、彼らが貧困から抜け出すための道筋作りを可能とす
る。彼らが生産を拡大し、出荷できる余剰生産物を増やせる
ように新しい土地を獲得することは、多くの場合そのプロセ
スの一部であろう。一方で、多くの貧しい農村の人々は土地
の取得や市場の利用が極めて限られた、または皆無の状態に
置かれており、貧困からの脱出を農業のみに頼っているわけ
にはいかない。そのうえ、土地の供給が限られている国々に
おいては、全ての農家が土地所有を拡大することは不可能で
ある。むしろ、一部の農業者は、貧困から脱出する主な道筋
を提供してくれる機会を、賃金雇用にせよ、自営業にせよ、
農村における非農業経済に求めざるを得ないであろう。その
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貧困、飢餓および栄養失調の削減に対する農業成長の貢献

は季節的なもので、リスクに備えたり、所得源を多様化する
役割を果たしていると言える。基本的には、大部分の農村世
帯は片足を農業に、もう一方を非農業経済に入れている。

農業開発は、その他の部門とのいろいろな結び付きを通し
て、農業外経済における開発を育てる重要な役割を果たして
いることが長年認識されてきた。48 農業はまた農産加工に原材
料を供給し、農業投入材や消費材およびサービスのための市
場を提供し、労働力を他の経済部門へ放出し、そして非農業
経済部門に食料を供給―およびその価格を低減―すること
によって、農村の非農業経済の規模と構造に与える影響のな
かで一般的に支配的な役割を果たしている。

農業が堅調に成長した地域では、概して農村部の非農業経
済もまた急成長を遂げた。文献は、人口密度や余剰労働力供
給能力などの要因に応じて、農業に付加された付加価値１ド
ルごとに、その経済の別の分野で２巡目の所得収入としてさ
らに30～80セントが生み出されると示唆している。49 農業と
他部門の関係は、開発段階の違いによって発展する：開発レ
ベルが低い段階では、その経済の別の分野での成長を助長す
る；国が成長するにつれて、互いにより大きい恩恵をもたら
す関係になる；そして、最終的には、経済成長の原動力とし
ての農業の重要性はほとんどなくなる。50 逆に、農業における
所得の成長が沈滞すると、消費者の需要を弱め、農業投入材
の必要量が限られ、農産加工業の成長が抑えられ、賃金の伸
びが沈滞する。このような状況のもとでは、非農業経済にお
ける活力はほとんど期待できなくなり、貧しい農村部の世帯
は低報酬、非農業事業および移住といった生存戦略へと押し
やられるであろう。これら全てが示唆しているのは、特に農

業を基盤にしている国々では、農業部門で成長が進むと、非
農業経済の成長が触媒作用によって有効化され、農村部の成
長と雇用創出の好循環が創出される機会が生まれる可能性が
高いということである。

しかし、農業に加えてその他の要因が、農村部における非
農業経済の形と発展に影響を与えることもある。これらの要
因には、都市化のほか農村と都市の地域間の運輸・通信網の
改善が含まれる。51 農村部の非農業経済や中間的な町々への
農業からの人口移動は、農村部の貧困削減と強い関連性があ
る。例えば、町や都市に隣接しているインドの村はその他の
村より貧困削減により良い記録を残しており、52 これは他の
国々でも普通に見られることである。農村部と都市部の間の
運輸・通信網の改善は、特に変革と都市化が進みつつある経
済のもとでは農村部の世帯に新たな機会を提供する。中国や
東南アジアでは、高い人口密度と安価な輸送コストが、農村
部の産業と下請け契約を結んでいる輸出市場向けの労働集約
型製造産業につながっている。53

	■	結論：農村人口を農村経済の構造変革に備えさせ
つつ農業成長を通して貧困削減を促進する

最終的には、貧困と栄養不足の削減における農業の役割は
それぞれに特有の状況に左右されるであろう。多くの場合、
特により貧しい場合には、この役割は経済成長の原動力とな
りうる。すでに示唆されたように、各国政府は全ての利害関
係者と相互に関わり合いながら、この役割を多岐にわたり支
援し、強化することができる。この点で、小規模農家が農業
および農村の持続的開発の一端を担う機会を強化することが
不可欠である。

しかしながら、１人当たりGDPが増加するにつれて、農
業は経済全体および貧困層双方にとってあまり重要でなくな
り、農業外の成長が、貧しいけれども極端に貧しくはない
人々に向けた貧困緩和の一層強力な駆動力となる。このよう
に、非農業部門の成長もまた、食料安全保障にとって極めて
重要である。例えばそれは、特に若年層に雇用源を提供する
ことができ、農業部門から製造産業やサービス産業のより生
産性の高い仕事への雇用の移動を容易にする（これらのより
高い生産性を持つ仕事が都市部にあるか農村地帯にあるかに
かかわらず）。関係各国の政府はこの構造変革を直視し、特
にインフラ、教育および研修に投資することによって、農村
貧困層が変革のプロセスに参画するために十分な準備ができ
るように、また、新たな所得創出機会の恩恵に浴することが
できるように保証する対策を早期に採る必要がある。包括的
アフリカ農業開発計画（Comprehensive Africa Agricultural 
Development Programme）のような国営の包括的農業開発戦
略は、変革プロセスにおける小規模農家や農村貧困層の役割
に十分な注意を払いつつ、生産性の向上と持続可能性を達成
するために、このような首尾一貫した政策枠組みを設計、実
施および評価していくうえでの課題を解決しなければならな
い。出典：A. Valdés, W. Foster, G. Anríquez, C. Azzarri, K. Covarrubias, B. Davis, S. 

DiGiuseppe, T. Essam, T. Hertz, A.P. de la O, E. Quiñones, K. Stamoulis, P. 
Winters and A. Zezza. 2008. A profile of the rural poor. Background paper for 
the IFAD Rural Poverty Report 2011. Rome, IFAD.
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経済が成長するにつれて農村経済全体における
非農業所得の重要性も増す
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貧困層と脆弱層のための社会保護
飢餓と栄養失調を削減するための基盤

方策に特別な注意を払う必要がある54（＊訳注：『世界の食料不安
の現状 2005年報告』（28ページ）を参照）。社会保護手法は、経済
成長が飢餓と栄養失調の可能な限り迅速な削減に貢献するこ
とを確かなものにするうえで重要な役割を果たすため、この
２つのトラックの間に橋をかけることができる。55 社会保護
は２つの道筋で貢献する。第１に、それは、社会保護がない
場合に比べて、栄養不足のより迅速な削減に向けて各国を助
けることができる。第２に、もし適切に構築されていれば、
それはより迅速な経済成長に直接的に貢献できる。概念とし
てこれら２つの貢献を識別することは有用であるが、どのよ
うな政策あるいはプログラムもこれら両方の側面において同
時に貢献することができる。

広範な一連の政策および手段が社会保護システムの範疇に
包含される（図18）。通常、貧困層を対象とし、受益者の財
政負担を必要としないセーフティーネットあるいは社会的支
援/給付は、社会保護の構成要素の１つにすぎない。加えて、
社会保護は、教育、保健衛生、栄養、HIV/AIDSおよび農業
のための部門別政策の側面とともに、拠出年金や健康保険
といった労働市場政策や保険選択肢としての側面を持ってい
る。56

主要メッセージ
社会保護は飢餓削減を加速するために肝要である。そ

れは経済成長の恩恵を享受できない最も脆弱な人々を
保護することができる。また、適切に構築された社会
保護は、貧困層、特に小規模農家がリスク管理を行い、
生産性の高い改良技術を採用するための人的資源を開
発し、能力を強化するように仕向けることによって、よ
り急速な経済成長に直接的に貢献することができる。

低所得国の農業および農村経済の成長に基盤を置く公
平で強靭な経済成長は、非常に貧しい人々の食料へ
のアクセスを高め、栄養を改善するのに大きな役割

を果たす。しかし、経済成長によって可能となった変化の一
部は、実を結ぶまでに時間を要し、したがって、最も困窮し
ている人口集団は、往々にして、それが生み出す機会の恩恵
を直ちに享受することができない。そのため、飢えを削減す
るためには、しばしば “ツイントラック・アプローチ（twin-
track approach）＊”として言及される短期・長期両様の支援

図18

カンボジア政府の国家社会保護政策

注：図中の長破線で囲まれた長方形内は、貧困層を対象とした社会保護手段を示す．
出典：Cambodian Council of Agricultural and Rural Development (CARD). 2011. National Social Protection Strategy for the Poor and 
Vulnerable (2011‒2015).
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貧困層と小規模農家を対象としたセーフティーネットは伝
統的に無拠出で、受益者の財政的負担を求めていない。これ
には、給付（条件付きまたは無条件、現金または現物）、補
助金および公共事業などを含む幅広い多角的な手段がある。
しかし、保健衛生および/または農業において貧困層に拠出
小口保険の仕組みを適用している政府が増えつつある。カ
ンボジア政府によって開発された国による最近の社会保護戦
略は貧困層と脆弱者のためのセーフティーネットを優先して
いるが、同時に、社会保護の一部として貧困層の財政負担を
求める地域共同体に基盤を置いた健康保険も含んでいる（図
18）。
給付は、直接現金または現物として届けることができ、近

年は現金と現物が組み合わされて給付されるケースが増加し

つつある（BOX 6を参照）。現金給付プログラムは人々に現
金を提供するが、一方の引換券給付では一定量の食料（商品
引換券）または一定額の食料（価額引換券）を購入するため
のクーポン券が提供され、このクーポン券は電子金券でも紙
製金券でも可能である。引換券はまた、改良種子、肥料、ま
たはサービスの利用のための引換券といった農業投入材支援
を対象に、より効果的に使用することもできる。

食料および現金の配布は条件付きまたは無条件で実施され
うる。条件付き給付は、多くの場合、受益者が保健所での受
診、就学および通学、あるいは栄養教育の受講など、ある
一定の条件を満たすことを基本にしており、これによって、
短期・長期双方の目的を持つツイントラック・アプローチを
実施している。このような条件付き給付には、学校給食（給

食料安全保障と栄養の改善に向けた
セーフティーネット

（男性よりも）女性が手にする資源が増えることによっ
て、家族の福祉、特に子どもの保健衛生（子どもの生存と
栄養率）および教育に対する積極的なインパクトがあるこ
とを示す確かな証拠が増えつつある。１

◦	女性が世帯の収入を管理するようになると、世帯の食料
消費はより多様化することをスリランカの事例は示して
いる２。

◦ブラジルでは、家族手当プログラム（Bolsa Familia）
は受益世帯の女性の労働参加を非受益世帯に比べて
16% 増加させた３。女性の手に現金を直接渡す現金移
転もまた世帯内の女性の地位を向上させ（ブラジルの 
Bolsa Familia４）、女性の自尊心と経済的能力の強化を
促進した（メキシコのオポルチュニダデス・プログラム、
Progresa/Oportunidades programme５）。

◦マラウイの社会的現金給付事業（Social Cash Transfer 
Scheme）もまた、売春６や危険な児童労働といった女
性や子どものリスクを伴う活動を低減した。

◦子どもの就学を条件とするプログラムもまたニカラグア
で女子の就学率を向上させたことを示し、７ また、イン
ドの昼食プログラム（Mid-Day Meals Programme）
の評価は、プログラムに参加した女子は小学校を卒業す
る割合が 30% 以上高まった可能性があることを見出し
た。８

食料給付のタイプもまた異なる世帯メンバーに対する
相対的なインパクトに差異を生じうる。IFPRI がバングラ
デシュで行った研究では、あまり好まれない主食（atta 
flour、ムギの全粒粉）が配給されると女性の食事エネルギー
摂取が相対的に増加し、逆に好まれる主食（コメ）が配給
されると男性の食事エネルギー摂取が相対的に増加した事
実が示された。９

女性が管理できる給付を増やすためには、ある状況下で
は食料の形で給付配分することが適切であるかもしれな
い。なぜなら多くの社会では、食料は女性の領域にあると
みなされているからである。したがって、女性は食料や食
料に結び付く現金同様の手段を利用する方がより管理しや
すくなるであろう。10 また、子どもたちを診療所へ連れて
行くといった女性の領域に対する給付を条件付けることに
よって、現金給付が、世帯主（通常は男性）ではなく、女
性に与えられることを保証することもできる。しかしなが
ら、プログラムは女性に課せられている時間の需要量を考
慮することが重要である。なぜなら、証例は、時間的制約
は栄養面での成果に影響を与えることを示しているからで
ある。11

出典：61ページの注を参照されたい．

女性の社会的および経済的能力の強化を促進するための資源移転を設計する

BOX 6
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食、例えば高エネルギービスケットなどの軽食および/または
食料または現金いずれかの形で提供できる自宅持ち帰り用配
給）および保健を基盤にした条件付き現金または現物の支給
がある（BOX 7を参照）。最近のある研究報告で、筆者は、
学校給食プログラムは、学童の教育成果に影響を及ぼすこと
ができるものの、その受益者の家族の栄養増加にはそれほど
の効果はなく、ソーシャル・セーフティーネットおよび人的
資本投資の両方を提供できる給付プログラムとして見るのが
最も当を得ていると主張している。57 学校給食における定額給
付は、農業者を含む世帯の危機対応やリスク管理の能力を強
化する。教育水準が大幅に上昇することで、それは生産性の
向上とジェンダー問題の改善につながる。58

無条件給付は一般的な食料配布、補助的および緊急の給
食、および現金給付プログラムを含み、通常は脆弱者グルー
プを対象にしているが、受益者が何らかの行動を自ら起こ
すことを求めていない。補助的および緊急の給食は妊産婦
および授乳中の女性あるいは “1,000日” の絶好のチャンス
（window of opportunity）＊以内にある２歳未満の幼児を対象
にしている。プログラムは予防的または緩和的であって、保

険的なまたは支援的な機能を果たすかを決定する。（＊訳注：
２歳以降における栄養学的影響よりも受胎から２歳未満（1,000日）に受

ける影響は、より大きいとされている）

貧困層の支出価格に影響を与える補助金はまた、特定の食
料および農業投入材をより低価格で販売することによって、
世帯の購買力を高め、間接的なセーフティーネットとして機
能しうる。これらはバングラデシュ、インドおよび近東全体
で広く利用されている。補助金は一般化（普遍化）された
り、対象を絞ることができ、また、しばしば貧困層を保護す
る手段として提唱されることもある。全ての人々が入手可能
な普遍化された補助金は管理が最も簡単で、大方の政治的支
持を得やすい。しかし、これを批判する人たちは、普遍的な
補助金は一般的に退行的で、補助金の恩恵は貧困層よりも富
裕層へ不均衡にもたらされ（全体として、富裕層は貧困層よ
りも多く消費するため）、また、それらは非常に費用がかか
り、長期的な経済成長に不可欠な公共財への支出を締め出す
と主張している。例えば、エジプトは2008年に年間25億米ド
ルを支出して付加的なパン補助金を導入した。

場合によっては、原則的には全ての事項に解放されている

現金給付が栄養改善の目的にかなうか否かは、大いに議
論されてきたトピックである。例えば、インドネシアに関
する研究では、1997 ～ 98 年の経済危機におけるいくつ
かの主要な微量栄養素（例えば、鉄分、カルシウム、ビタ
ミンＢ１）の所得弾力性が、通常の年よりも著しく高かっ
たことが判明している。１ 主食食料品の価格危機が貧困世帯
を直撃すると、彼らは主食の消費量は維持しても、食事内
容の多様性を維持することはできないので、結果的に栄養
状態は負の影響を受けることになる。２ 最も影響を受けるグ
ループは幼児、妊娠中および授乳中の女性、および慢性的
に病気がちの人たちなど、最も高い栄養を必要とする人々
である。その結果、子どもの体重低下や小児貧血の著しい
増加が食料危機の最初の兆候としてしばしば見受けられる。
そのような状況のもとでは、価格高騰（あるいは所得ショッ
ク）時の単純な現金給付は、全てではなくても、一部の必
須微量栄養素の消費を維持するのに十分なものとなるだろ
う。
しかし、食料価格が高止まりしている間の現金給付の妥

当性の論議はまた別である。一部の主要栄養素の消費は所
得によって特に左右されているようには見えず、食料の生
産、入手および利用が貧弱な状況下では、現金給付の栄養
改善に対するインパクトの有無が懸念される。３ このような
状況下では、特定栄養素の補給計画が必要になることが多
い。現金給付はまた、栄養価の高い食事が必要でも地元市
場では入手できないような場合には、２歳未満児の成長阻
害防止に適しているとは言えないようである。
食料価格が高止まりしている間の食料および現金給付の

インパクトに関するエチオピアの生産的セーフティーネッ
トプログラム（Productive Safety Nets Programme）の
報告は、食料給付あるいは “現金＋食料” パッケージは、
それが自己申告による食料確保に向けられる場合、用途を
特定しない現金給付よりも優れていることを示している。４

報告書の執筆者は、世帯の食料確保を強化あるいは保護す
ることを目的とするいかなる社会的保護プログラムも、高
い食料価格のようなショックに対して緩衝機能を持つ社会
移転の仕組みを導入すべきであると結論している。このよ
うに、価格高騰時には、現金引換券よりも現物引換券のほ
うがより適切であろう。
これとは別に、津波後のスリランカにおける現金および

食料給付パイロット事業のインパクトに関する研究は、現
金給付を受けた世帯は食料給付を受けた世帯よりも、より
高価な穀物やより多くの肉類、乳製品および加工食品を
買って、彼らの資源の一部を食事の多様性の改善に費やす
傾向があったことを見出した。５ 消費における多様性の向上
は、２つの基本的主食―コメとコムギ―の消費を減らす
ことで達せられた。このような効果は主に最貧層の受益世
帯で見受けられる。しかしながら、ニジェールで進行中の
事業では、食料と現金の給付を比較したところ、大半の世
帯が食料を選び、食料給付を受けた世帯はより多様性に富
んだ食事を摂る傾向があり、保護戦略を損なうことは少な
かったことを示している。

出典：61ページの注を参照されたい．

現金給付は栄養を改善するために十分か？

BOX 7
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補助金を、それは貧困層が優先的に消費する物材を対象にし
ているものであるという理由から、暗に貧困層を対象にした
補助金として設計するように意図されることがある。59 例え
ば、チュニジア政府はより貧しい世帯がよく購入する小型容
器の牛乳に補助金を出した。60 暗に対象を絞った補助金は、
すでに論議された給付に近いが、貧困層以外に漏れ出す可能
性が非常に高い。また、補助金が交付される生産物によって
は、貧困層にとってその補助金が極めて価値の低い給付に
なってしまう可能性があり、貧困層がその生産物を買うため
に十分な資源を持っているかどうかがいつも問題になる。

	■	対象設定および方式が重要である

新たに発表された世界銀行のデータによると、多くの開発
途上国ではセーフティーネットが不十分であったり、存在し
ていない。開発途上国における少なくとも60%の人々―ま
た、世界の最貧国の80%近くの人々―が、効果的なセーフ
ティーネットの適用を受けていない。61 近年、人権を基盤と
する社会保護手法が増えていることを受けて、全世界的な政
策課題において、全ての人に対する社会保護の最低基準を提
唱する声が強まっている。62

しかし、資源が不足し、費用対効果の最大化が求められる
状況のもとでは、セーフティーネットプログラムの資金の
大部分が政府開発援助、助成金および融資を含む国際援助か

ら供給されていることを考えると、社会保護の範囲内での対
象を絞ったセーフティーネットが依然として適切な手法であ
る。歳入の向上を国内の税金で賄う能力は限られている場合
が多く、そのような収入源がある場合でも、多くの場合、他
の優先分野に振り分けられる。ある研究によれば、社会保護
への投資に対する見返りはあるものの、政府支出にはより生
産的な型もあり、見返りの有無で限られた公的基金に対す
るより多くの資金要求を正当化することはできない。63 例え
ば、社会保護プロジェクトにおける代表的な経済内部収益率
は８～17%であるが、全部門における平均収益率は約25%であ
る（2005～07年の全部門における世界銀行の全プロジェクト
推定結果）。64 社会保護を、その他の型の支出よりも望ましい
ものとするのは、その貧困削減に対する大きな直接的効果で
あるが、これらの利益は効果的な対象設定ができているか否
かにかかっている。

最適な様式の選択は、状況特有の要因に関する適切な評価
の可否にかかっていることが広く認識されている。公共事業
プログラムあるいは無拠出型直接給付のなかで支給の様式を
選択する場合、計画立案者は次のような多くの要因を考慮に
入れるべきである。計画の目的（例えば特定の栄養を目標に
している場合には、それに特化した食品のほうが現金よりも
適当であろう）；食料の供給可能性を含む市場の機能；受益
者の嗜好、65 代替様式の費用対効果；および、ジェンダー間
および世帯内での給付の配分。66

ベロオリゾンテ市（Belo Horizonte）は約 250万人の
人口を擁するブラジル第３の都市である。1990 年代の初
期には、住民の約 38% が貧困ライン以下の暮らしをし、
３歳未満児の 20% 近くが栄養失調に陥っていた。この問
題の重要性は、政府による多面的な構造的対応の開発を促
し、人々が量と質の両面で適切な食料を入手する権利を実
現するための転換を成功させた。
このプログラムは子どもの死亡率を 60% 減少させ、市

の年間予算のわずか２% 程度を支出することによって、ブ
ラジルの国家的な Zero Hunger Policy（飢餓ゼロ政策）
に大きな影響を与えた。このプログラムは国連教育科学文
化機関（UNESCO）および世界未来協議会（WFC）によっ
て表彰された。このシステム全体は相互に強力に連携し
合った 20 以上のプログラムによって構成され、互いに育
成し合い、補完し合っている。主要な構成要素は、
◦	市の部局内に特別に創設された部によるプロジェクトの
集中管理運営。

◦貧困区域にある共同菜園の都市農業と上手な栽培を促進
するためのトレーニング・ワークショップの支援。

◦少なくとも 25 種類の健康食品を安い固定価格で提供す
る場合に対して、最も人気のあるマーケットの野菜販売
店に特別販売アウトレットの開設。

◦周辺地区の小規模農業者が消費者に直接販売する機会を
持てるよう、マーケットに屋台を開設。

◦市内のより貧困な地区を対象とした無料の料理教室を含
む栄養情報プログラム。このプログラムは、保健衛生、
教育、スポーツ、社会活動および食料安全保障の各局の
雇用職員で構成されるチ－ムによって調整される。

◦栄養価の高い新鮮な食材を供給する無料学校給食。
◦市が助成する、通称 “公共レストラン” での、低所得市
民に対する手頃な値段の、健康的で栄養に富んだ食事の
供給。ベロオリゾンテ市にはこのようなレストランが
５ヵ所あり、年間 400 万食が提供されている。平均的
な所得のある人々もそこで食事ができるので、貧困層が
負い目を感じることはない。
ベロオリゾンテ市の食料安全保障システムは、世界中ど

この都市にとっても少しの工夫で成功モデルとなりうるも
のである。南アフリカのケープタウン市や、その他のアフ
リカのいくつかの市政府はこの手法を取り入れた事業を近
くスタートさせる予定である。

注：より詳しい情報は、世界未来協議会のウェブサイト(www.
worldfuturecouncil.org/3751.html)を参照．

都市部における栄養失調と闘う：ベロオリゾンテ市の先駆的な食料安全保障システム

BOX 8
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社会保護と経済成長は密接に関連し合っており、それぞれ
が互いに影響を与えている。経済成長は、社会保護を支援す
るために利用可能な財政的および人的資源を増加させる：例
えば、１人当たりGDPがより高い水準にある先進国には通
常、開発途上国に比べてより包括的な社会保障システムがあ
る。社会保護に含まれるセーフティーネットプログラムもま
た経済成長を促す主要な要因である。これらによって、生産
性向上につながる人的資本（子どもと成人ともに）の獲得が
可能となる。これらは経済的または気候のショックから貧困
層を守る緩衝材となり、農業への投資および農業所得の向上
につながる改良技術の採用をより多くすることができる。さ
らに、これらは公共事業プログラムを通してインフラの建設
に貢献することができ、ひいては１人当たりGDPの増加に不
可欠な公共財を提供する。社会保護と経済成長は、協働する
ことによって、世界の飢餓を撲滅するために不可欠な構成単
位の一部（building block）を提供する。

	■	人的資本の構築

一部の研究は、栄養改善に対するインパクト、これらの成
果が得られた経路および成人の経済的生産性へのインパクト
を含む、幼児の早い時期における栄養対策の長期的な効果
を究明している（41ページのBOX 9を参照）。ラテンアメ
リカ以外の事例としては南アフリカにおける子ども支援基金
（Child Support Grant）の研究があり、援助を受けた子ども
たちの成人時の身長が3.5㎝高かったことを見出している。70

これらの研究は、２つの主要な道筋によって低栄養（発育
不全として測定された）、就学と成人時賃金との因果関係の
証拠を提供している。まず、十分な栄養で育てられた子ど
もたちは身長がより高く、体力がより強い成人に発育し、手

作業労働で高賃金を稼ぐ能力が高かった。次に、栄養が十分
であった子どもたちは就学時期が早く、在学中の欠席も少な
く、認識能力の改善や賃金の向上につながった。この主要
メッセージは、子どもの早い時期における栄養への投資は、
認識能力と生産性に対するその長期的な効果によって、経済
成長を加速させることができるということである。したがっ
て、社会保護は、単なる福祉的支給金の提供にとどまらず、
食事の改善および栄養水準の向上、病気および長期欠勤の減
少、認識能力の向上、教育への見返りおよび作業能力の増強
などによって経済成長を促す。社会保護プログラムのこれら
の特性については、次で論ずる。

	■	リスク、保険および技術の採用

農業は本来リスクがあり、将来、極端な気候事象の頻度が
増加すると、ますますリスクが増えるかもしれない。農業者
が全てを正しく実行しても、自然の気まぐれのせいでほとん
ど生産できないかもしれない。慣れ親しんだ作物品種を育て
ている貧しい農業者にとって、新しい作物あるいは新しい品
種の導入は、失敗が壊滅的な結果を招きかねず、彼らが耐え
うるリスクを超えているかもしれない。危険やリスクに適切
に対処し、貧困層がより高いリスクに対応できるようにする
だけでなく、同時に、貧困からの脱出につながるより良い生
計戦略の採用を可能にする、より高い見返りの期待できる戦
略が重要である。明瞭で、透明性が高く、非差別的な適格認
定の仕組みを持つ優れたセーフティーネットプログラムの
提供は、最低ラインの基本的消費水準を提供することによっ
て、この仕組みのプロセスを採用しやすくできる。

分かりやすいのは、干ばつの多い地域に住んでいる土地所
有権が不安定な世帯の例であろう。所得プロファイルA（図

社会保護と経済成長

	■	食料安全保障および栄養に対する給付の効果

貧困国および中所得国における社会保護のインパクトに関
する大部分の証拠は、その多くが厳密に評価されているラテ
ンアメリカにおける条件付き現金給付プログラムからもたら
されている。67 これらのプログラムの多くが、世帯の食料消
費量の増加面では短期的な成果を達成しているものの、身体
計測値上の成果68によって測定された栄養あるいは微量栄養
素欠乏症の蔓延率の低減におけるインパクトはさまざまであ
る。メキシコおよびニカラグアにおけるプログラムでは子ど

もの身長に改善が見られたものの、ブラジルおよびホンジュ
ラスにおいては未就学児の栄養状態における効果はほとんど
認められなかった。メキシコでは鉄分摂取状態の改善が見ら
れたが、この効果について研究されているその他の諸国（ホ
ンジュラスおよびニカラグア）では認められなかった。69 さ
らには、これらの結果がもたらされた経緯やプログラムを構
成しているいろいろな要素の役割は明らかでない。これに関
して、インパクトをもたらしたのは給付そのものであったの
か、あるいは条件が与えられたことによるものであったのか
という点では、議論の余地がある。
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グアテマラにおける研究は、幼児の早い時期における政
府の栄養対策が成人後の経済的生産性に及ぼす直接的な効
果を検証した。研究は2002年から2004年の間に1,424
人のグアテマラ人（25 ～ 42 歳）から得られたデータに
基づいている。彼らは 1969 ～ 77 年の栄養対策調査に参
加した 2,392 人の子ども（当時 0 ～ 7 歳）の 60% に当
たる。この最初の研究では、無作為に選ばれた２つの村の
６ヵ月～３歳の子ども全員に栄養価に富んだ補助食品アト
レ（atole）＊が与えられ、他の２つの村の子どもには栄養
価がやや劣るフレスコ（fresco）＊＊が与えられた。2002
～ 04 年において推計された結果変数は、全ての経済活動
から得られた年収、労働時間、および平均時給であった。（訳
注：＊うすい粥状の食べ物、＊＊トウモロコシ粉をパン状にした食べ物）

この結果は、３歳になるまでアトレを与えられたケー
スは、男性で 46% 時給が高いことが認められ、関連性が
示唆されている。また、その効果は（おそらくサンプル
の規模が十分でなかったことによって）統計的に有意では
なかったものの、アトレを与えられた人々には労働時間が
少なく年収が高い傾向があった。最終的には、最初の３年
間に成長阻害を受けなかった子どもはより長く就学し、成
人の認識力テストの点数が高かったことから、ホワイトカ
ラーや熟練労働者として働くことが多く、貧困世帯で暮ら
すことが少なくなり、また、女性の場合は妊娠回数が少な
く、流産や死産が少ない傾向が認められた。

出典：61ページの注を参照されたい．

グアテマラの “1,000日のチャンス” における政府の栄養対策

BOX 9

19）は、食用作物で干ばつに強く、成熟までの期間がかなり
短く、地場出荷されるキャッサバを栽培している世帯を説明
している。所得プロファイルBは、国際市場へ輸出される、
干ばつにはあまり強くなく、無収穫生育期間の長い換金作物
であるコーヒーの栽培世帯を示している。コーヒーからの収
入は概してより高いが、リスクも大きく、干ばつによる収量
減、コーヒーの木が成木になる前に土地を失う可能性、コー
ヒーの国際価格が谷間にある時期に収穫を迎えることなどが
ある。これらの事象が１つでも（最悪の場合には、いくつか
が複合して）発生すると、所得プロファイルBは極めて深い
谷間に落ち込む結果を招くであろう。こういった谷があるか
もしれないということは、世帯はその落ち込みに対抗する何
らかの防護策なしでは、コーヒー栽培の採用を躊躇するであ
ろうということを意味する。このようなリスク回避は、理解
できるものの、個々の世帯が飢餓から抜け出すことを妨げる
だけでなく、経済全体に相乗効果を提供し、またより広範に
食料安全保障を促進する能力を持った農業の成長を減速させ
る。

これらのリスクはいくつかの道筋で管理することができ
る。まず、発生しつつあるショックの可能性を軽減すること
ができ、それによって図19に見られる谷の頻度および/また
は規模を小さくする。リスク低減活動の例としては、灌漑ス
キーム、干ばつ、塩害、あるいは冠水に耐性のある新品種お
よび畜産農家の疾病感染リスクを低減するワクチン接種プロ
グラムが挙げられる。女性による入手利用を促進し、伝統的
な所有様式に配慮した（単独権利の私有化とは反対の）土地
登記プログラムは２つの所得プロファイル両方における負の
ショックのリスクを軽減するであろう。

次に、たとえショックが発生しても、さまざまなタイプの
保険（一般的には受益者による拠出が必要）がショックのイ

ンパクトを和らげ、図19に見られる谷を実質的に埋めるこ
とができる。71 例えば、気候に基づく指数保険は干ばつに際
して保険金を提供することができ、また商品リスク管理法令
（例えば、先物契約）は短期的な価格変動に対して保険金を
提供することができるので、所得プロファイルBの谷の深度
が軽減される。

このように、気候ショックのインパクトを緩和する保険
は、農業者たちが貧困の罠を回避するのを助け、農業技術の
採用を促進するための主要な手段である。しかし、従来の保
険の仕組みは、管理コストが高かったために、運用が極めて
高くついた。これを反映して、新しい形式の保険が広まって
いる。例えば、気候指数保険では、特定の農業者の圃場にお
ける実際の損失額ではなく、降雨量、気温あるいは湿度（広
い地域における作物収量もまた利用の可能な指数である）に
基づいて支払いが行われる。72 それは、干ばつあるいは洪水
のような事前に定義づけられた特定の災害に対して補償が適
用されるように設計されている。73 特定の微小なレベルの損
失に基づく代わりに、事前に決定されている基準値に支払い
を連動させることは管理コストを削減し、また、農業者が自
分の作物が不作であることを本気で願うようにしてしまうモ
ラルハザードを除去する。また、保険料を払っている農業者
に限って作物損失の可能性が高いという事態を招く逆選抜
（adverse selection）の可能性も削減する。　　　

IFADおよびWFPの気候リスク管理機関は降雨量レベルに
基づいた保険を提供し、それによって貧しい小規模農業者に
対する気候関連ショックを緩和し、また、農業者が農業のリ
スクに対処し、回復力を身に付けることを可能にする。そ
の他の例には、WFPとオックスファム・アメリカ（Oxfam 
America）によって始められたR4農村強靱化イニシアティ
ブである（R4はイニシアティブが統括している４つのリス
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ク管理戦略を意味する）。R4は、資源管理の改善（リスク
削減）、小規模信用保証（賢明なリスク負担）、保険（リス
ク移転）、および貯蓄（リスク保留）の組み合わせによって
貧しい農業者が自らの食料および所得安全保障を強化するた
めに、オックスファム・アメリカおよびティグレイ救済協会
（Relief Society of Tigray、REST）を含む協力団体グループ
によって開発された包括的リスク管理枠組みの初期の成功を
もとに構築されている。このイニシアティブのなかで、アフ
リカの角災害適応のためのリスク移転（Horn of Africa Risk 
Transfer for Adaptation、HARITA）プロジェクトは、エチ
オピアの農業者が公共事業プログラムを通して作物保険料を
自らの労働で支払うことができるようにした。2009～10年の
作物期間を対象としたインパクト評価は、指数保険が作物収
量に大きなプラスのインパクトを与えたことを見出した。74 

この調査は、再度保険に加入しようとしていた農業者は、明
らかにより多くが異なった種類の作物を作付けし、より多く
の肥料を施用し、そして融資を受ける計画であったことを明
らかにした。この事例は、保険は生産を強化し、生計を構築
するための賢明なリスク負担をする助けとなる効果的なリス
ク管理手段であるということを農業者が学びつつあることを
示唆している。

	■	栄養を重視した食料および農業システムへの投資

人的資本を改善するための条件付き現金給付のインパクト
については多くの事例があるが75、労働力供給あるいは生産性
へのインパクトを対象にしている研究はほとんどない。76 に
もかかわらず、広範な研究が、成人の仕事（すなわち、仕事
に振り向けられた時間、あるいは労働力供給）は、条件付き
現金給付を受けたおかげでほとんど低下しなかったと報告し
ている。77 生産という観点からは、入手可能な情報は限られ
ているものの、存在する調査は潜在的生産活動能力に対する
好ましいインパクトを報告し、同時に、社会的目的と生計活
動の間の潜在的な相克も指摘している。例えば、メキシコの
プログレサ・プログラムに関する２つの研究は、プログラム
が土地利用、家畜保有、作物生産および農業支出の増加をも
たらし、小規模企業を運営する機運が高まったことを見出し
た。78 しかし、別の研究では、プログレサから利益を得てい
る農家は、自分たちの生計活動との時間的競合のせいで、そ
の条件に合致する可能性があまりないことが判明した。79

サハラ以南アフリカにおいては、マラウイの社会現金給付
（Social Cash Transfer、SCT）プログラムは栽培用具およ
び家畜を含む農業資産への投資の増加、自家生産物による
世帯消費の満足度の向上、農業賃金労働および子どもの農
作業外労働の減少、および成人・子ども双方による農業活

図19

慎重なリスク対応のためのセーフティーネットの必要性

出典：次の文献から編集．Adapted from L. Brown and U. Gentilini. 2007. On the edge: the role of food-based safety nets in helping vulnerable households 
manage food insecurity.  B. Guha-Khasnobis, S.S. Acharya and B. Davis. Food insecurity, vulnerability and human rights failure. Basingstoke, UK, Palgrave 
Macmillan and United Nations University-WIDER.  

所得プロファイルB 所得プロファイルA セーフティーネットの最低限の必要性

プロフファイルBの平均値 プロファイルAの平均値 セーフティーネットの最低線
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動への労働配分の増加につながったことが判明した。80 エチ
オピアにおいては、生産的セーフティーネットプログラム
（Productive Safety Net Programme、PSNP）とともに農業
支援補完パッケージも利用可能な世帯では、これらの労働力
供給を阻害する効果を示唆する者は皆無で、食料確保はより
安定しているようで、生産目的での融資を受け、改良された
農業技術を活用し、また、農業外経済活動を自家運営してい
る傾向があった。81 フォローアップ調査では、PSNPプログラ
ムは、このプログラムの恩恵を１年しか受けなかった者と比
べて、５年参加した者には食料安全保障状態に著しい改善が
もたらされたことが明らかとなった。82 さらに、PSNPと補完
プログラム両方に参加した世帯は著しく高い穀類の収量を達
成し、より多くの肥料を施用するようになった。

さらに、現金給付はより広範な農村開発計画に重要な補完
機能を持っている。農業に焦点を当てた貧困者のための成長
戦略の重要性、および特にサハラ以南アフリカにおける新た
な緑の革命の必要性が広く議論されている。83 そのような戦
略には、初期の肥料補助金を含む多様な現代的農業技術パッ
ケージの利用の増加と農村インフラおよび農業研究と普及へ
の投資の組み合わせもありうる。84 しかしなお、農業資産、
市場および制度、および特に信用保証を入手、利用できない
ことが農業に従事する潜在的能力を制約している。85 このよ
うな制約を克服するための仕組みの１つは、特に信用保証に
制約を受ける恐れが大きい貧しい農業者については、現金給
付をすることである。86 つまり、現金給付は、社会保護の手
段の１つであるばかりでなく、農家段階での生産増加を促す

手段の１つでもある（BOX 10を参照）。

	■	公共事業プログラム

公共事業プログラムは、時にはキャッシュ・フォー・ワー
ク（cash-for-work）またはフード・フォー・ワーク（food-
for-work）を意味することもあるが、生計保護の仕組みとし
て用いられるのが最適で、例えばインドの国家雇用保証ス
キーム（National Employment Guarantee Scheme）のよう
に、雇用保証とともに実施されるのが最も効果的である。雇
用保証は必要に応じて効果的な保険となり、このプログラ
ムがない場合よりも、世帯が普段の生計戦略により多くのリ
スクを吸収できるようにする。このことで、世帯はよりリス
クが高く、収量の多い作物の作付けを可能とし、図19の所得
プロファイルAから所得プロファイルBへと移行が可能とな
る。87 例えば、2006年から2010年に至るエチオピアでのPSNP
の評価結果は、PSNPと世帯資産構築プログラム（Household 
Asset Building Programme）参加者の肥料使用見込み量が
19.5%増加したことを示している。88

公共事業プログラムはまた間接的な利益を生み出す潜在的
可能性を持っている。道路、橋および灌漑システムなどのイ
ンフラの建設は大きな２次雇用の恩恵と地元経済および農業
生産性に相乗効果をもたらす。公共事業は開発と復旧両方の
場面で実施され、理論的には、素早く大規模化できる能力を
持っている（BOX 11を参照）。

FAO は最近、現金給付プログラムが世帯の経済的意
思決定と地域経済に及ぼすインパクトを研究するために、
“保護から生産へ（From Protection to Production，
PtoP）” プロジェクトにおいて、国連児童基金（UNICEF）、
英国国際開発庁（DFID）、およびサハラ以南アフリカの７ヵ
国と力を合わせてきた１。経済的および生産的インパクト
の研究もまた政策にとって重要である。財政や経済の担当
省庁にいる多くの公務員の間には、現金給付プログラムは
単なる福祉や慈善あるいは / および配給であって、経済的
インパクトはないという認識がある。
この研究プロジェクトは、サハラ以南アフリカの農村部

貧困層に与える現金給付の潜在的な経済発展インパクト
を理解することを目的とするもので、社会保護政策が持
続的な貧困削減および世帯・地域社会レベルでの経済成長
にどのように貢献しうるかについての理解を深めることを
目指している。これは事例研究および各国間の比較の結果
として報告される予定である。このプロジェクトでは、世

帯の意思決定および地域経済に及ぼすインパクトを理解す
るために計量経済学、シミュレーションおよび質的手法を
組み合わせた複合的な手法を用いており、次のようなプロ
ジェクトについて現在進行しつつある厳密なインパクト
評価からもたれされるデータを利用している：ケニアの
CT-OVCプログラム、エチオピアのティグレ州（Tigray）
社会的現金パイロット（Social Cash Pilot）、マラウイ
の社会的現金給付（Social Cash Transfer）プログラム、
ガーナの貧困対策生計強化（Livelihood Empowerment 
Against Poverty）プログラム、レソトの児童給付金プ
ログラム（Child Grant Programme）、ザンビアの児童
給付金プログラム（Child Grant Programme）、および
ジンバブエの社会的現金給付プログラム（Socila Cash 
Transfer Programme）。

1 より詳しい情報はPtoPのウェブサイト( http://www. fao.org/
economic/ptop/en/から入手可能)を参照.

保護から生産へ

BOX 10
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	■	社会保護のシステム

社会保護には一連の異なる（しかし、関連性のある）目的
がり、これまで主流であった、特定事項を対象にしたプロ
ジェクトに基づく短期的実施手法ではなく、システム的な実
施手法の追求への焦点が高まっている。世界銀行の『Social 
Protection and Labour Strategy（社会保護と労働戦略）2012
～2022』は、“新しい戦略の主要な目的は…各国が断片的な実
施手法から協調のとれた実施システムへ移行することを支援
することである” と述べている89。これは、長期的な回復力の
強化に焦点を当てた、より体系的で予測可能なリスク管理手
段は、貧困からの持続的な卒業につながるであろうという理
解に基づいている。

システムは、目的によって異なるだけでなく、各国の実施
能力が高いか低いか、また、政治的に安定しているか不安定
かといった状況にも左右されるであろう。システム手法は、
開発の観点と関連するだけでなく、ショックが反復性である
可能性がある場合（例えば、エチオピア、サヘル、イエメ
ン）または一時的な場合には緊急対応や早期回復の場面にお
いても関連する。これは、純粋に救援に焦点を当てた手法か
ら、慢性的に食料不安な世帯が５年にわたって支援を受け
るエチオピアのPSNP、あるいはケニアにおける飢餓セーフ
ティーネットプログラム（Hunger Safety Net Programme）
のような、数年以上にわたる回復力構築プログラムへと移行
するための手法である90。システム手法には、受益者の個別登
録、一般的な身元確認および対象設定方法のような一般的な
行政の仕組み、一般的なモニタリングおよび評価システム、
および統合され、同調化された給付方式を活用することもあ
りうる。また、最もよく知られている２つの例はブラジルの

現金給付政策であるボルサ・ファミリア（Bolsa Familia）お
よびメキシコの貧困削減政策であるプログレサ・オポルチュ
ニダデス（Progresa-Oportunidades）であるが、類似の計画
が低所得諸国でもますます活用されるようになってきてい
る。

	■	結論：社会保護―それは、最困窮層への即時的支
援であり、長期的に飢餓と栄養失調を削減する基
盤である

貧困層が経済成長からの恩恵を受けたしとて、これらの恩
恵が具体的なものになるまでには時間がかかる。そのため、
社会保護が最も脆弱な人々を支援することで短期的には今あ
る飢餓と低栄養を低減することができる。しかし、社会保護
はまた長期的に栄養不足を削減するための基盤でもある。ま
ず、それは小さい子どもたちの栄養を改善する―この投資
は、将来的に、より賢く、より強健で、より健康に成人する
ことで相殺されるであろう。次いで、それは技術の採用や、
経済成長を促進する際のリスクのインパクトを緩和する助け
となる。システム手法は統合された費用対効果の高いやりか
たでさまざまな目標を結び付ける必要がある。このような手
法によって栄養不足と栄養失調を可能な限り迅速に解消する
ことができる。

地域社会のインフラを創出する公共事業プログラムは、
水や薪を集める女性や少女たちが負う時間の重荷を軽減す
る可能性を持っている。このプログラムはまた農村女性に
雇用機会を提供するが、女性の収入は食料や子ども用品に
費やされることが多い傾向にあることから、食料確保と栄
養改善に大きなインパクトを与えうる。公共事業プログラ
ムによってジェンダー不平等に対処し、女性の能力を高め
るためには、ディーセント・ワーク、女性の育児義務およ
び時間的に融通性のきく形での参画の必要性を考慮するこ
とが求められる。１ 仕事と家族の責任分担を統合すること
によって仕事への女性の参加が増え、さらに技能訓練を結
び付けることで、このプログラムの終了時に、女性の就業
可能性が高まったことが示された。２ 災害復旧プロジェク
トの事例は、建設工事のような、女性にとっては非伝統的
な仕事の訓練をすることや女性に指導的役割を担わせるこ

ともまた、女性に対するこのような訓練の長期的な効果を
改善できることを示している。３

公共事業プログラムは女性に利益をもたらしうるが、こ
れらのプログラムにおいて女性が費やすエネルギーコス
トに注意しなければならない。いくつかのケースでは、世
帯内における利益配分の如何によっては、女性は受け取っ
た給付を上回るエネルギーを費やしがちである。４ これは、
女性は、好むと好まざるとにかかわらず、他の家族に与え
るために自分の食料を犠牲にすることから、世帯内におけ
る食料配分が男女間で平等でなくなることによって起こ
る。

出典：61ページの注を参照されたい．

女性に利益をもたらす公共事業プログラムを設計する

BOX 11
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表1.1
開発途上国における栄養不足の蔓延状況および世界食料サミット（WFS）１目標およびミレニアム開発目標（MDGs）２ターゲットに向けた進捗状況

世界
地域/亜地域/国

栄養不足人口 総人口に占める栄養不足人口の割合

1990–	
1992

1999–	
2001

2004–	
2006

年　次

2007–	
2009

2010–	
2012

最大
変化率

WFS目
標に
向けた
進捗４

1990–	
1992

1999–	
2001

2004–	
2006

年　次

2007–	
2009

2010–	
2012

最大
変化率

MDGs
ターゲッ
トに向け
た進捗４

（100万人） (%) (%) (%)

世界5 1 000 919 898 867 868 –13.2 ▼ 18.6 15.0 13.8 12.9 12.5 –32.8 ■
先進地域　 20 18 13 15 16 na na 1.9 1.6 1.2 1.3 1.4 na na

開発途上地域　 980 901 885 852 852 –13.1 ▼ 23.2 18.3 16.8 15.5 14.9 –35.8 ■
後発開発途上国6　 201 228 233 243 260 29.5 ▲ 37.9 34.6 31.4 30.5 30.6 –19.3 ■
内陸開発途上国7　 96 114 111 110 113 18.7 ▲ 35.4 34.4 30.1 28.1 27.1 –23.4 ■
小規模島嶼開発途上国8 11 10 10 9 9 –13.8 ▼ 25.4 20.3 19.4 17.4 16.9 –33.5 ■
低所得国9 192 223 226 234 245 27.1 ▲ 37.9 34.7 31.5 30.6 30.1 –20.6 ■
低所得・中所得国10 441 414 420 403 395 –10.4 ▼ 24.4 19.5 18.2 16.7 15.6 –36.1 ■
低所得食料不足国11 543 561 575 568 573 5.6 ▲ 27.6 23.5 22.0 20.6 19.8 –28.3 ■

アフリカ 175 205 210 220 239 36.8 ▲ 27.3 25.3 23.1 22.6 22.9 –16.1 ■

北アフリカ 5 5 5 4 4 –2.5  3.8 3.3 3.1 2.7 2.7 –28.9 ■
アルジェリア 1 2 ns ns ns na na 5.2 5.8 < 5 < 5 < 5 na ■
エジプト ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
リビア ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
モロッコ 2 2 2 2 2 –1.5  7.1 6.2 5.2 5.2 5.5 –22.5 ■
チュニジア ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
サハラ以南アフリカ12 170 200 205 216 234 37.8 ▲ 32.8 30.0 27.2 26.5 26.8 –18.3 ■
アンゴラ 7 7 6 6 5 –21.0 ▼ 63.9 47.5 35.1 30.7 27.4 –57.1 ■
ベナン 1 1 1 1 1 –33.7 ▼ 22.4 16.4 13.1 10.8 8.1 –63.8 ■
ボツワナ < 0.5 1 1 1 1 45.3 ▲ 27.4 34.5 32.9 31.9 27.9 1.8 ■
ブルキナファソ 2 3 4 4 4 99.9 ▲ 22.9 26.4 25.8 24.4 25.9 13.1 ■
ブルンジ 3 4 5 6 6 124.4 ▲ 49.0 63.0 67.9 72.4 73.4 49.8 ■
カメルーン 5 5 3 3 3 –35.2 ▼ 38.7 29.1 19.5 15.6 15.7 –59.4 ■
中央アフリカ 1 2 2 1 1 –9.8 ▼ 49.5 45.1 40.6 32.6 30.0 –39.4 ■
チャド 4 3 4 4 4 1.7  61.1 41.0 37.3 36.4 33.4 –45.3 ■
コンゴ共和国 1 1 1 1 2 47.1 ▲ 42.8 30.1 32.9 34.6 37.4 –12.6 ■
コートジボワール 2 3 4 4 4 143.4 ▲ 13.7 19.9 19.6 19.3 21.4 56.2 ■
エリトリア 2 3 3 3 4 54.3 ▲ 72.4 76.2 74.8 69.1 65.4 –9.7 ■
エチオピア 34 36 35 35 34 0.1  68.0 55.3 47.7 43.8 40.2 –40.9 ■
ガーナ 6 3 2 1 1 –87.0 ▼* 40.5 16.6 9.5 5.8 < 5 na ■



世界の食料不安の現状 2012年報告 47

付属資料 1

表1.1
開発途上国における栄養不足の蔓延状況および世界食料サミット（WFS）１目標およびミレニアム開発目標（MDGs）２ターゲットに向けた進捗状況

世界
地域/亜地域/国

栄養不足人口 総人口に占める栄養不足人口の割合

1990–	
1992

1999–	
2001

2004–	
2006

年　次

2007–	
2009

2010–	
2012

最大
変化率

WFS目
標に
向けた
進捗４

1990–	
1992

1999–	
2001

2004–	
2006

年　次

2007–	
2009

2010–	
2012

最大
変化率

MDGs
ターゲッ
トに向け
た進捗４

（100万人） (%) (%) (%)

ギニア 1 2 2 1 2 57.2 ▲ 18.4 20.6 17.0 15.5 17.3 –6.0 ■
ケニア 9 10 12 12 13 46.3 ▲ 35.6 32.8 32.9 32.4 30.4 –14.6 ■
リベリア 1 1 1 1 1 88.0 ▲ 32.9 34.9 29.6 29.6 31.4 –4.6 ■
マダガスカル 3 5 5 6 7 147.3 ▲ 24.8 32.4 28.1 29.1 33.4 34.7 ■
マラウイ 4 3 3 3 4 –16.9 ▼ 44.8 26.8 24.7 23.0 23.1 –48.4 ■
マリ 2 2 2 1 1 –44.3 ▼ 25.3 21.5 14.7 9.5 7.9 –68.8 ■
モザンビーク 8 8 8 9 9 18.0 ▲ 57.1 45.3 40.3 39.9 39.2 –31.3 ■
ナミビア 1 < 0.5 1 1 1 43.5 ▲ 37.5 24.9 26.8 32.7 33.9 –9.6 ■
ニジェール 3 3 3 2 2 –31.7 ▼ 36.9 25.8 20.0 13.6 12.6 –65.9 ■
ナイジェリア 19 13 10 11 14 –28.1 ▼ 19.3 10.2 6.8 7.3 8.5 –56.0 ■
ルワンダ 4 4 4 3 3 –11.9 ▼ 52.6 46.5 42.1 34.2 28.9 –45.1 ■
セネガル 2 2 2 2 3 61.9 ▲ 21.7 24.2 16.9 16.5 20.5 –5.5 ■
シエラレオネ 2 2 2 2 2 3.5  41.9 41.1 35.5 33.1 28.8 –31.3 ■
南アフリカ ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
スーダン 11 11 12 15 18 53.8 ▲ 42.1 31.7 32.0 36.6 39.4 –6.4 ■
トーゴ 1 1 1 1 1 –17.1 ▼ 32.8 25.2 20.4 19.8 16.5 –49.7 ■
ウガンダ 5 6 8 10 12 145.7 ▲ 26.6 26.5 27.9 31.0 34.6 30.1 ■
タンザニア 8 14 14 15 18 131.1 ▲ 29.4 40.4 35.1 36.1 38.8 32.0 ■
ザンビア 3 4 6 6 6 131.1 ▲ 34.3 43.9 48.3 47.5 47.4 38.2 ■
ジンバブエ 5 5 5 4 4 –11.7 ▼ 44.1 43.1 38.2 33.9 32.8 –25.6 ■

アジア 739 634 620 581 563 –23.9 ▼ 23.7 17.7 16.3 14.8 13.9 –41.4 ■

コーカサス・中央アジア 9 11 7 7 6 –38.3 ▼ 12.8 15.8 9.9 9.2 7.4 –42.2 ■
アルメニア 1 1 < 0.5 ns ns na na 22.8 19.0 5.4 < 5 < 5 na ■
アゼルバイジャン 2 1 ns ns ns na na 23.0 14.7 < 5 < 5 < 5 na ■
グルジア 3 1 1 1 1 –67.3 ▼* 60.4 21.5 28.9 30.0 24.7 –59.1 ■
カザフスタン ns 1 ns ns ns na na < 5 8.0 < 5 < 5 < 5 na ■
キルギスタン 1 1 < 0.5 < 0.5 < 0.5 –49.7 ▼* 15.5 15.8 9.4 8.6 6.4 –58.7 ■
タジキスタン 2 3 2 2 2 31.9 ▲ 31.0 40.8 34.3 36.7 31.7 2.3 ■
トルクメニスタン < 0.5 < 0.5 < 0.5 ns ns na na 9.5 8.1 5.5 < 5 < 5 na ■
ウズベキスタン ns 4 3 2 2 125.6 ▲ 3.6 14.7 9.8 7.9 6.1 69.4 ■
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表1.1
開発途上国における栄養不足の蔓延状況および世界食料サミット（WFS）１目標およびミレニアム開発目標（MDGs）２ターゲットに向けた進捗状況

世界
地域/亜地域/国

栄養不足人口 総人口に占める栄養不足人口の割合

1990–	
1992

1999–	
2001

2004–	
2006

年　次

2007–	
2009

2010–	
2012

最大
変化率

WFS目
標に
向けた
進捗４

1990–	
1992

1999–	
2001

2004–	
2006

年　次

2007–	
2009

2010–	
2012

最大
変化率

MDGs
ターゲッ
トに向け
た進捗４

（100万人） (%) (%) (%)

東アジア 261 197 186 169 167 –35.9 ▼ 20.8 14.4 13.2 11.8 11.5 –44.7 ■
東アジア（中国を除く） 7 10 10 11 9 29.0 ▲ 10.4 14.0 13.6 14.5 11.7 12.5 ■
中国 254 187 176 158 158 –37.6 ▼ 21.4 14.4 13.1 11.6 11.5 –46.3 ■
北朝鮮 5 8 9 10 8 50.5 ▲ 25.4 37.0 36.1 39.7 32.0 26.0 ■
モンゴル 1 1 1 1 1 –18.8 ▼ 37.5 37.6 32.5 27.6 24.2 –35.5 ■
韓国 ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
南アジア 327 309 323 311 304 –7.1 ▼ 26.8 21.2 20.4 18.8 17.6 –34.6 ■
南アジア（インドを除く） 87 85 85 84 87 –0.8  26.4 21.0 19.1 18.1 17.8 –32.6 ■
バングラデシュ 37 24 21 23 25 –32.0 ▼ 34.6 18.4 15.1 16.1 16.8 –51.4 ■
インド 240 224 238 227 217 –9.3 ▼ 26.9 21.3 20.9 19.0 17.5 –34.9 ■
イラン ns ns 4 4 ns na na < 5 < 5 5.8 5.2 < 5 na ■
ネパール 5 6 6 6 5 8.6 ▲ 25.9 24.5 21.7 20.1 18.0 –30.5 ■
パキスタン 30 35 36 35 35 15.9 ▲ 26.4 24.0 22.8 20.8 19.9 –24.6 ■
スリランカ 6 5 6 5 5 –15.1 ▼ 33.9 28.7 27.9 25.7 24.0 –29.2 ■
東南アジア 134 104 88 76 65 –51.2 ▼* 29.6 20.0 15.8 13.2 10.9 –63.2 ■
カンボジア 4 4 4 3 2 –37.8 ▼ 39.9 33.8 27.4 21.7 17.1 –57.1 ■
インドネシア 37 38 34 28 21 –43.8 ▼ 19.9 17.8 15.1 11.9 8.6 –56.8 ■
ラオス 2 2 2 2 2 –9.2 ▼ 44.6 39.5 33.4 29.4 27.8 –37.7 ■
マレーシア ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
フィリピン 15 16 15 14 16 5.4 ▲ 24.2 20.9 18.0 15.9 17.0 –29.8 ■
タイ 25 12 7 6 5 –79.8 ▼* 43.8 19.6 11.2 9.5 7.3 –83.3 ■
ベトナム 32 17 13 11 8 –75.1 ▼* 46.9 22.0 15.6 12.5 9.0 –80.8 ■
西アジア 8 13 16 18 21 146.6 ▲ 6.6 8.0 8.8 9.4 10.1 53.0 ■
イラク 2 5 6 8 9 334.9 ▲ 10.9 19.0 23.1 25.9 26.0 138.5 ■
ヨルダン < 0.5 < 0.5 ns ns ns na na 6.7 6.1 < 5 < 5 < 5 na ■
クウェート 1 ns ns ns ns na na 28.7 1.5 0.9 1.1 1.7 na ■
レバノン ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
サウジアラビア ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
シリア ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
トルコ ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
アラブ首長国連邦 ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
イエメン 4 5 7 7 8 124.3 ▲ 28.6 30.4 31.7 30.6 32.4 13.3 ■
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表1.1
開発途上国における栄養不足の蔓延状況および世界食料サミット（WFS）１目標およびミレニアム開発目標（MDGs）２ターゲットに向けた進捗状況

世界
地域/亜地域/国

栄養不足人口 総人口に占める栄養不足人口の割合

1990–	
1992

1999–	
2001

2004–	
2006

年　次

2007–	
2009

2010–	
2012

最大
変化率

WFS目
標に
向けた
進捗４

1990–	
1992
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2001

2004–	
2006

年　次

2007–	
2009

2010–	
2012

最大
変化率

MDGs
ターゲッ
トに向け
た進捗４

（100万人） (%) (%) (%)

ラテンアメリカ・カリブ海 65 60 54 50 49 –24.9 ▼ 14.6 11.6 9.7 8.7 8.3 –43.2 ■

カリブ海13 9 7 7 7 7 –23.3 ▼ 28.5 21.4 20.9 18.6 17.8 –37.5 ■
キューバ 1 ns ns ns ns na na 11.5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
ドミニカ共和国 2 2 2 2 2 –30.8 ▼ 30.4 21.6 18.6 15.9 15.4 –49.3 ■
ハイチ 5 5 5 5 5 –2.5  63.5 53.0 53.5 46.8 44.5 –29.9 ■
ラテンアメリカ14 57 53 46 43 42 –25.1 ▼ 13.6 11.0 9.0 8.1 7.7 –43.4 ■
アルゼンチン ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
ボリビア 2 2 3 3 2 3.4  34.6 28.7 29.1 27.5 24.1 –30.3 ■
ブラジル 23 21 16 15 13 –40.4 ▼ 14.9 12.1 8.7 7.8 6.9 –53.7 ■
チリ 1 ns ns ns ns na na 8.1 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
コロンビア 6 5 6 6 6 –8.5 ▼ 19.1 13.0 13.6 12.5 12.6 –34.0 ■
コスタリカ ns ns ns ns < 0.5 na na < 5 < 5 < 5 < 5 6.5 na ■
エクアドル 3 3 3 3 3 4.6  24.5 20.9 21.4 19.6 18.3 –25.3 ■
エルサルバドル 1 1 1 1 1 –8.9 ▼ 15.6 9.2 10.6 11.3 12.3 –21.2 ■
グアテマラ 1 3 4 4 4 203.8 ▲ 16.2 26.5 29.9 30.2 30.4 87.7 ■
ホンジュラス 1 1 1 1 1 –30.9 ▼ 21.4 16.3 14.2 11.6 9.6 –55.1 ■
メキシコ ns ns ns ns ns na na < 5 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
ニカラグア 2 2 1 1 1 –49.2 ▼* 55.1 34.3 26.7 23.9 20.1 –63.5 ■
パナマ 1 1 1 < 0.5 < 0.5 –35.2 ▼ 22.8 25.7 19.7 13.1 10.2 –55.3 ■
パラグアイ 1 1 1 1 2 95.6 ▲ 19.7 13.0 12.6 16.8 25.5 29.4 ■
ペルー 7 6 6 5 3 –54.4 ▼* 32.6 22.5 21.4 15.9 11.2 –65.6 ■
ウルグアイ < 0.5 ns ns ns ns na na 7.3 < 5 < 5 < 5 < 5 na ■
ベネズエラ 3 4 3 ns ns na na 13.5 15.5 9.7 < 5 < 5 na ■

オセアニア 1 1 1 1 1 39.0 ▲ 13.6 15.5 13.7 11.9 12.1 –11.0 ■
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している。栄養不足の蔓延程度を推定するために用いられた伝統的
な手法は、オンライン（www.fao.org/publications/sofi/en）で入手
可能な拡張された技術的注釈に詳述されている。

■FAOの手法の概要

FAOは創設以来、“適正な食料への権利” の全世界的な達成の促
進を目指す行動に国際社会が適切に向かうことができるように、世
界の食料事情をモニターする責務を課せられてきた。FAOの食料
安全保障モニタリング業務は、なかんずく、『世界の食料不安の現
状』に毎年公表される栄養不足蔓延指標の推定を含んでいる。

「栄養不足」および「飢餓」という用語は、十分な食料、すなわ
ち、健康的で活動的な生活を送るために十分な食物エネルギー量
を継続的に入手することができないことを意味すると解釈されてい
る。栄養不足の実行可能な実用的定義を得るには２つの問題に答え
る必要がある。

まず、人の栄養の複雑性、および食料の量的および質的側面を考
えに入れたうえで、“十分な食料”という表現が認知される必要があ
る。FAOの手法は、栄養学者が確立した規範的な食事エネルギー
必要量基準に準じて定義された“十分”に沿った食事エネルギー摂取
量の測定に基づいている。したがって、ある人が栄養不足とみなさ
れるのは、彼または彼女の習慣的な食事エネルギー摂取量が、栄養
学者が適正とみなす最低水準を下回った場合である。このように、
“栄養不足”は食料不安の究極の形として定義されており、これは、
食物エネルギーの入手可能性が、動き回ることが少ない生活様式に
必要な最低量さえ満たすのに十分でないことに発している。

次に、栄養不足を評価するための適切な期間の問題がある。彼ま
たは彼女が栄養不足とみなされるには、人はどれくらいの期間、
最低エネルギー量を摂取できない状態にあるべきであろうか？ も
し、われわれの関心が、深刻で慢性的な栄養不足を強調することに
あるのであれば、対象期間は、食料の低摂取が健康に有害な結果を
生むのに十分な長さでなければならない。一時的な食料不足はスト
レスであることに疑いはないが、FAOの指標は、習慣的な水準と
考えられる期間を超えて平均的な食料を消費している丸１年を基本
としている。

それ故に、現在のFAO指標は、明確に―そして、狭く―定義
づけられた栄養不足の概念、すなわち１年間継続するエネルギー不
足の状態を捉えるように設計されている。このように、FAO指標
は一時的な危機の短期的な影響を捉えるものではない。さらに、こ
れは、その他の必須栄養素の不十分な摂取を把握することはなく、
また、食事エネルギーの消費を維持するために個人または世帯が払
うそれ以外の犠牲の影響を捉えることもしない。

食料安全保障（または食料不安）の状況をより完全に表すために
は、食料安全保障のさまざまな側面をモニターするためのより広範
な指標セットによって栄養不足蔓延指標が補完される必要がある。

はじめに
過去５年間に食料価格の変動性と食料入手に関するデータの新

しい供給源が増えたことから、栄養不足の推定を改善するため
にFAOの手法91を改訂する必要性が強く説かれるようになった。
2010年に、世界食料安全保障委員会（Committee on World Food 
Security，CFS）は飢餓尺度の見直しを呼びかけ、現行方法の利点
と問題点について議論するため、2011年９月に専門家円卓会議が招
集された。92

円卓会議は、FAOの手法は統計上の原則においては基本的に有
効であり、これまでのところ慢性的な食料不足の程度を全世界規模
で評価する代替方法はないことを確認した。しかし、ローマに集
まった専門家たちはまた、特に母集団における食料入手状況の分布
に関するより多くの情報を提供することができる世帯支出および生
活水準計測の利用可能な調査が増加しており、これを全面的に利用
することによって、いくつかの道筋で手法を改善できることを見出
した。93

専門家たちはまた、いかなる国における食料不安の状況も、食事
エネルギーの観点から定義された栄養不足の蔓延状況を参照しただ
けでは包括的に評価することはできないことを強調した。食物エネ
ルギーの不足にとどまらず、食料不安のそれ以外の側面を捉えるた
めには、より広範な中核となる食料安全保障指標のセットが必要で
あることが満場一致で同意された。食料価格の上昇に直面するなか
で適切なエネルギー摂取を維持する経済的影響と、カロリーの点で
は十分であっても基本的な微量栄養素が欠乏している食事（“隠れ
た飢餓”）の栄養の意味合いはともに、栄養不足の蔓延指標では捉
えることができない、適切な対応を必要とする２つの側面として特
定された。

上記の結論およびCFSからの明白な要望に対応して、今年度版
『世界の食料不安の現状』に提示されている検証事例は、２つの重
要な道筋で強化されている。第１に、データおよび用いられた手法
双方における改善を反映して、栄養不足の数値は1990年まで遡って
全面的に更新された。第２に、食料不安のさまざまな側面に関する
情報を伝達するために、諸指標の最初の中核的なセットが特定され
た。

双方の試みは、食料安全保障の監視を改善するための継続的な努
力の出発点と見なされるべきである。データと情報の改善を反映し
て、食料不安を評価するための手法および概念的枠組みがともに今
年大きく改訂されたが、食料廃棄に関するより信頼性の高いデータ
や食料入手状況の分布を評価するためのより多くの調査が利用可能
になれば、近い将来さらに改訂されることが期待されている。ま
た、食料安全保障に関する有用な情報を提供できるいくつかの追加
的な指標が特定されているものの、これらの多くにとってその対象
は国と年次という点で完全とはほど遠いものである。

この技術的付属資料には、従来採用されてきた伝統的手法と対比
して、本報告書の2012年版に含まれているさまざまなデータの改革
や手法の改善について記述されている。そして、今年と昨年の評価
の間の相当程度の違いについて理解を助けるために、推定された数
値および蔓延率に関する各々の刷新による限界的影響の評価を提供

食料不安を評価するためのFAOの手法の改訂と見直し
─変更点とその影響の概要
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変更と影響の概要

	■	栄養不足推定値に取り入れられた大幅なデータの革新

本年度の報告書に示された新しい推定値は、用いられていたデー
タベースを更新し改善するための多大な努力の結果である。更新は
食料供給量、人口、および世帯支出と生活水準測定調査によって記
録された国内の食料入手状況分布に関するデータについて実施され
た。表A2.1は、1990～92年から2009年（2011年に従来の方法を用い
て行われた評価の最終年）にそれぞれの改訂事項を順次適用して作
成された推計値とともに、『世界の食料不安の現状 2011年報告』
で公表された推定値を報告しており、同時にそれらによる影響のい
くつかの示唆も記載されている。

人口規模
人口の規模および構造に関する更新情報は、最新の世界人口推定

の改訂版から入手した。94 これは、バングラデシュや中国といった
栄養不足人口が多いいくつかの国についての大幅に改定された人口
推定値を含んでいる。1990年代の中国の推定人口は2,500万人程度
上方修正され、その結果、栄養不足の蔓延率および絶対数ともに以
前より増加した。一方、バングラデシュの人口は約11%（または、
1,700万人）下方修正された。これにより、栄養不足に対する影響
はこの全期間を通してまちまちである。もし、新しい人口データが
2011年に示された推定値に用いられた他のデータに適用されると、
基準期間である1990～92年の栄養不足人口は2.8%の増加となり、
2009年には1.4%の減少となる。

身長およびエネルギー必要量
人口データに関わる２番目の改訂は、性別および年齢別の平

均身長に関するものである。新しいデータは、米国国際開発庁
（USAID）の人口統計および健康調査プログラム、および身体測
定統計を報告する世帯調査から入手した。改訂された身長に基づい
て、各国における食事エネルギー最低必要量（MDER）の参考値が
再推計された。いくつかのケースでは、これはMDERの大幅な変
更につながり、したがって、特に従来身長データが入手できず民族
的に類似した他国と同等と推測されていた諸国において、栄養不足
の蔓延程度についての変更が生じた。この改訂によって、推定平均
身長を従来推測されていたよりも全般的に下方修正する結果となっ
たため（食事エネルギー必要量の減少を意味する）、この改訂に帰
せられるべき全体的な影響は、1990～92年の－2.4%から2009年の－
3.1%までの範囲における、この全期間を通しての栄養不足推定人口
の減少にあろう。

食料供給

考えられる次の変更は、全体的なエネルギーの入手可能性に関す
るものである。FAO統計部は、最近、シリーズ全体に修正を加え
た、2009年時点の全ての国における食事エネルギー供給量に関する
新しい推定値を公刊した。過去の推定値との差異はシリーズ全体に
見受けられるが、その差は直近の期間においてのみ顕著である。食
事エネルギー供給量の更新値を利用することによって、その他は全
て同じであれば、当初期間の栄養不足推定人口の増加（1990～92年
に1.5％増、1995～97年に1.4%増）および直近期間での減少（2000～
02年に0.2%、2005～07年に－3.8%、および2009年に－8%）という
結果になるであろう。

食料ロス
小売り流通段階で発生する食料ロスの存在は、FAOの栄養不足

推定値が歪む既知の原因として特定されており、それは食料消費量
の分布中央値を推定するために食料需給表から得られる食事エネル

表 A2.1
個別データおよび方法の改訂がFAOの栄養不足人口推定値に与える影響

開発途上地域における栄養不足人口（100万人）

年　次 1990-92 1995-97 2000-02 2005-07 2009 2010 2011 2012

2011年報告値 833 774 821 839 866

＋人口変化 +24 +12 +11 -5 -12

(+2.8%) (+1.5%) (+1.4%) (-0.6%) (-1.4%)

＋身長変化 -21 -25 -27 -23 -27

(-2.4%) (-3.2%) (-3.3%) (-2.8%) (-3.1%)

＋食事エネルギー供給量（DES）の変化 +12 +10 -2 -31 -66

(+1.5%) (+1.4%) (-0.2%) (-3.8%) (-8.0%)

＋食料ロス +111 +114 +124 +125 +125 877 874 870

(+13.2%) (+14.8%) (+15.5%) (+16.1%) (+16.4%)

＋方法変更 +23 +24 -22 -35 -33

(+2.3%) (+2.7%) (-2.4%) (-3.9%) (-3.8%) (-2.9%) (-2.7%) (-2.2%)

新評価値 980 909 905 870 853 852 852 852

全体変化 +17.7% +17.5% +10.2% +3.6% -1.5%

注：それぞれの改訂による限界変化値は（　）内に示されている．2011年に報告された数値は『世界の食料不安の現状2011年報告』で公表されたものである．
出典：FAO.
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ギー供給量を用いていることによる。95 しかし、このようなロスの
規模に関する信頼できる推定値がなかったことが、過去の推定にお
いてこれらを考慮する妨げとなっていた。今年度版の『世界の食料
不安の現状』では、小売り段階での流通の間に発生する食料ロスに
関する母数を導入することによって、世帯レベルでの食事エネル
ギー消費量中央値の推定を修正するための第１歩が踏み出された。
商品流通過程のさまざまな段階における１人当たりエネルギーロス
の国ごとの平均値が最近のFAOの食料ロスに関する研究で提供さ
れたデータに基づいて推定され、小売り流通の間、すなわち、食
料が卸売り段階で人の消費に利用できるように調製された瞬間から
世帯に届くまでの時間に相当量の食料ロスが発生するであろうとい
うことが明らかになった。96 推定値は地域および食品の種類によっ
て異なり、乾燥穀粒の２%から生鮮果実・野菜類の10%まで幅があ
る。食料需給表のさまざまな項目に適用すると、これらの係数は世
帯レベルでの人の消費に利用可能なエネルギーの点での全体的な減
少を意味し、したがって、栄養不足人口の推定値の増加を意味する
ことになる。

これが、全ての改訂のうち、1990～92年における＋13.2%から
2007～09年における＋16.4%に至る一連のインパクトを含む、世界
の栄養不足の推定蔓延率に最も劇的な変化をもたらしている原因で
ある。これらの流通・貯蔵段階における食料ロスの推定値は、参照
されたFAOの研究において公表された地域全体の大まかな値に基
づいていることから、依然暫定的なものであり、将来、より正確な
国ごとの推定値が入手可能となった折には改善されることが期待さ
れている。

	■	推定方法の改善

FAO統計部は最近、2011年９月に世界食料安全保障委員会
（CFS）が主催した円卓会議や2012年１月にローマで開催され
た食料および栄養安全保障情報に関する国際科学シンポジウ
ム（International Scientific Symposium on Food and Nutrition 
Security Information）を含むいろいろなフォーラムにおいて提起
され議論された、栄養不足状況の算定方法の原理についての全面的
な見直しを実施した。この見直しは、基本的な手法の全体的な有効
性を確認する一方、改善の展望も明らかにした。『世界の食料不安
の現状』の本年度版に導入された変更は次の事項に関わっている：
◦	母集団における食事エネルギー消費の分布に用いられる関数形式
◦	関連母数、すなわち、母集団における習慣的な食料消費量分布の

平均、変動係数（CV）および歪曲度の推定方法
これらの変更は、基底にある推測方法の方法論的妥当性および実

証的有効性の双方を強化している。

分布モデル
1996年に最初に採択されて以来、分布に関する対数正規の特定は

変更されておらず、更新は、（食料需給表に公表されたデータに
基づく）平均食事エネルギー消費量の見直し、およびFAOがより
直近の世帯消費調査データを入手した際の不定期的に行われたCV
の改訂に限られている。その他の全ての場合には、国を代表する調
査によって得られた食料消費の適切なデータがなく、CVを改訂す
るに十分な根拠に欠けていたために、CVはそのまま固定されてい
た。しかし、対数正規分布の推定を維持しながら平均値が上昇する
ということは、高水準の消費の可能性が増すことになる。このこと
は、食料入手状況の分布が対数正規モデルによって意味づけされる

より弱い歪曲度で示されているような多くの国で近年用いられてき
た分布の適切性について疑問を提起している。このため、より柔軟
性のあるモデル（1985年にA. Azzaliniによって導入された非対称正
規分布）が、母集団における習慣的な食料消費量の分布を表すのに
より適切であると考えられている。従来の様式に比べると、この統
計モデルは食料消費量における分布の非対称変化を捉えることがで
きる。このような変更は、例えば、従来用いられていた手法では捉
えることができないような、母集団の特定の一部のみに影響を与え
る対象を絞った食料給付計画から導き出されるかもしれない。　　

母数の推定：平均食事エネルギー消費量
FAOの栄養不足推定値の偏りの原因として知られるものに、食

料ロスの規模に関する信頼できる情報の欠如が挙げられる。そのた
めに、母集団におけるカロリー消費量の平均値分布は食料需給表か
ら得られる平均食事エネルギー供給量の分布に等しいと推定する手
法に批判が出ている。今年の報告書に記載されている推定値は、こ
の偏りを修正するための重要な手続きの結果を反映している。カロ
リー消費分布の推定平均値は、今では、流通の間および小売り段階
において発生する食料ロスを反映した係数によって食事エネルギー
供給量より低く設定されており、また、これは、世界の全地域に関
するFAOの最近の研究によって得られたデータを用いて推定され
ている（前述の食料ロスに関する議論を参照）。

母数の推定：世帯調査データによる食料消費分布の変動係
数および歪曲度

過去には、母集団における食事エネルギー消費量分布の変動係数
（CV）が、食料消費量分布における不均一性を示すために用いら
れた唯一の母数であった。この母数は、データの入手可能性によっ
て、国ごとに異なる形で推定されていた。これらの推定値の改訂は
長い間の懸案事項であった。世帯調査データの収集および配布を担
当する国家統計局との協働によって、FAOは変動係数の推定の更
新だけでなく、初めて母集団における食料消費分布の歪曲度を推定
することができた。

1995年から2010年に至るまでの合計47の調査が処理された。これ
らの調査の大部分は所得と支出に関する調査であって、調査対象世
帯に暮らす個人の習慣的な年間食料消費量のレベルを特別に把握す
るためのものではなく、短期の基準期間（１週間から１ヵ月）に世
帯が入手した食料全体のデータを提供している。ほとんどの場合、
これは、食料支出における季節変動および報告された短期間の食料
入手レベルと平均年間食料必要消費レベルとの差に由来する過度の
変動を調整するために、入手可能な世帯段階での情報を再処理する
必要があった。これらの調査から得られる食料消費データにおける
変動性のその他の要因には、手に入れた食料を客人あるいは家族以
外に与えたり、その世帯が以前から貯蔵していた食料を基準期間中
に利用したり、逆に、食料を購入して貯蔵分を増やしたりした場合
が含まれる。これら全ての問題には、個人の習慣的な消費量のCV
および歪曲度を推定するために、データの品質を管理し、入手可能
なデータを処理するための注意深い手順が必要である。

最終的には、37ヵ国について新しい母数が入手され、これらを合
わせると、開発途上世界における栄養不足人口のほぼ70%に相当す
る。残りの国々については、利用可能な新たな根拠がないために、
変動係数（およびそれが意味する歪曲度）は従来用いられてきた数
値から変更されなかった。
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データ欠損時の推測

調査で入手された全世帯の食料供給分布および人々の身長やエネ
ルギー必要量に関する新しいデータは、対象とされる全ての国およ
び年次について入手できるわけではない。そこで、食料分布および
食料必要量双方の調査データが入手できない年次については、新し
い情報を推測するための合理的な手法を案出する必要が生じた。

食料分布母数の推測
本報告書の2011年版まで、習慣的な食料消費量の変動係数は、世

界食料調査のための準備において1996年に推定された数値で固定さ
れてきた。97 対数正規分布の仮定のもとでは、これらの変動係数の
値はまた歪曲度係数についても数値が固定されていることを意味す
る。98

すでに指摘したように、今年度版では、適切な調査が実施されて
いた場合の、各国および各年次における１人当たりの習慣的食料消
費量に関するCVおよび歪曲度係数が算定されている。２つの調査
の間に位置する年次の、CVおよび歪曲度に関する欠落情報は、２
つの母数の単純な直線補間法によって推定されている。古い母数を
出発点として用いることによって、同様の線形補間法が利用可能な
最初の調査の５年前までに遡って適用されている。

最新の利用可能な調査に続く年次については、最後の利用可能な
調査から推定されたCVおよび歪曲度が保持されている。これらの
母数の数値は、新たな調査が利用できるようになり次第変更される
であろう。

身長および食事エネルギー必要量の推測
ある国の食事の必要量限界値（MDER）は、母集団の性別と年齢

別集団の平均値として計算される。各々の性別および年齢別区分に
ついてのエネルギー必要量を推定するために、われわれは、身体測
定値を報告している調査で明らかにされている、その集団に属する
人々の平均身長を用いている。99 ある国について１つ以上の調査が
利用可能な場合、われわれは最も古い調査に遡って身長を推測し、
最新の調査から将来の身長を予測している。調査の間にある年次に
ついては、性別および年齢別集団それぞれの平均身長を線形補間し
ている。

分布モデルおよび変動と歪曲度の新しい母数の変更を含むこれら
の方法の変更が、すでに議論したその他全ての改訂に加えて適用さ
れたことで、開発途上世界における栄養不足推定人口に変化が生じ
たのであろうが、それは、1990～92年の2.3%増および1995～97年の
2.7%増から2000～02年の2.4%減、2005～07年の3.9%減および2009年
の3.8%減までの幅があった。

図A2.1のグラフはこれまでに説明されたさまざまな変更の影響を
示している。この報告書に提示されたデータおよび手法の包括的な
改訂の結果は、手法の変更がなかった2011年に公表されたデータ
を基に行われた評価と比べて、栄養不足推定人口が1990～92年に
17.9%増、2009年には1.5%減という全体的な影響として表れた。

注：2011年に報告された数値は『世界の食料不安の現状 2011年報告』で公表されたものである．
出典：FAO.

図A2.1

個別データおよび手法の改訂がFAOの栄養不足推定値に与える影響
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	■	追加的な食料安全保障指標の中核的セットの導入

飢餓測定に関する世界食料安全保障委員会（CFS）の円卓会議で
提起された推奨に沿って、食料不安のさまざまな局面を捉えること
を目的とする適切な指標の初期セットが開発されており（表A2.2を
参照）、これらの指標の数値は『世界の食料不安の現状』のウェブ
サイト（www.fao.org/publications/sofi/en/）で入手できる。

指標の選択は、地域および年次を通じて有意な比較を可能にする
ために十分な対象を網羅しているデータの入手利用可能性によって
大部分周知されている。これらの指標のほとんどはすでにFAOそ
の他の国際機関によって作成され、公表されているが、食料安全保
障情報システムにおいて認識されていたギャップの一部を埋めるた

め、特に食料不安における経済社会的側面を捉えることに関して、
初めて導入された指標もあった。

提案された指標は、解釈を容易にするために２つの側面に沿って
区分された。まず、食料不安の決定因子を示す指標、結果を示す指
標、および脆弱性/安定性についての情報をもたらす指標とに区別
された。第１の指標セットは、緊急支援を含む適切な政策介入がな
いと食料不安が悪化する可能性がある構造的条件を示す指標で、第
２のセットは、政策介入や対処戦略の有無にかかわらず食料不安の
最終結果を捉えることを目的としている。指標の第３セットは、将
来起こりうる食料不安に対する脆弱性を決定づける条件の把握を目
的としている。

第１グループ内ではしたがって、指標は食料不安の側面に基づい

表A2.2
オンラインで入手できる食料安全保障指数*

指数の種類 出典 対象年次 中核 新規

食料不安の決定因子（投入要素）
入手可能性

平均食事供給量の適否 FAO 1990–2012 ■ ■
食料生産指数 FAO 1990–2012 ■
穀類およびイモ類由来のエネルギー供給量の割合 FAO 1990–2012
平均タンパク質供給量 FAO 1990–2012
動物由来タンパク質平均供給量 FAO 1990–2012
物理的入手可能性（食料の物理的入手可能性の条件）

道路全体のうち舗装道路の割合 国際道路連盟 1990–2009
鉄道密度 世界銀行 1990–2010
道路密度 世界銀行・交通部 1990–2009
経済的入手可能性（購買可能性）

食料価格水準指数 FAO/世界銀行　 1990–2010 ■ ■
利用

改善された水源の利用 WHO/UNICEF　 1990–2010
改善された衛生施設の利用 WHO/UNICEF　 1990–2010

調査結果
食料の不十分な入手

栄養不足の蔓延率 FAO 1990–2011 ■
貧困層における食料支出の割合 FAO 一部 ■ ■
食料不足の深刻さ FAO 1990–2011 ■
食料不足の蔓延率 FAO 1990–2011 ■
利用（食料関連身体測定値の不足）

５歳未満児における身長不足の割合 WHO/UNICEF 1966–2010 ■
５歳未満児における体重減少の割合 WHO/UNICEF 1966–2010 ■
５歳未満児における体重不足の割合 WHO/UNICEF 1966–2010
成人における体重不足の割合 WHO 1974–2010

脆弱性/安定性
国内食料価格の変動性 FAO/ILO 1990–2010 ■ ■
１人当たり食料生産変数 FAO 1980–2010 ■
１人当たり食料供給変数 FAO 1980–2010 ■
政治的安定性および暴力行為/テロ行為がないこと WB WGI 1996–2010
商品輸出総量に対する食料輸入量の割合 FAO 1990–2009
灌漑設備が整備された耕作地の割合 FAO 1990–2009
穀物輸入依存比率 FAO 1990–2009

＊これらの指数の値は『世界の食料不安の現状』ウェブサイト（www.fao.org/publications/sofi/en/）で閲覧可能．（訳注：「Food security indicators」で検索）
注：WB WGI = 世界銀行世界ガバナンス指数．
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て分類され、入手可能性、物理的入手可能性、経済的入手可能性
（または購買可能性）および利用といった情報を提供する。同様
に、結果指標は、それらが不十分な食料入手可能性という意味での
結果を指しているか、あるいは不十分な食料による身体測定値の不
足を指しているかによって別のグループに分類される。

提案された全指標のリストが表A2.2に提供されている。この表は、
中核的なセットを構成すべき指標と初めて導入された指標を強調して
いる。これらの新しい諸指標は下記に概説されている。
◦	食料不足の蔓延程度　これは概念的に栄養不足の蔓延率と類似し

ているが、カロリー限界値は、適度（身体活動レベル（physical 
activity level. PAL）＝1.75）、通常（PAL＝1.85）および強度
（PAL＝2.25）の身体活動に必要なエネルギー量に対応して、よ
り高いレベルに設定するように算定されている。これは特定レベ
ルの身体活動に伴う食料必要量が満たされないリスクのある人口
の割合を測定する。既存の栄養不足蔓延程度の指標は慢性的な食
料不足（“飢餓”）の控え目な推測指標であるのに対し、このよう
な新しい推測指標は、食料不足のやや積極的な測定手法である
（図A2.2を参照）。
◦	相対的食料供給指数　これは、純食料ロスを算入した、その国に

おける１人当たりで表される食事エネルギー供給量の比率で、そ
の国の平均食事エネルギー必要量（ADER）によって標準化され
た年齢別/性別構成および平均身長分布に対応したその人口の平
均カロリー必要量の尺度である。これは各国における食料の需要
量に対比した欠乏状況の指標を提示する。
◦	食料価格水準指数　これは、国および年次間で比較できる各国

の食料価格水準の指数である。世界銀行の研究者によって国際
比較計画（International Comparison Program）のために算定さ
れた購買力平価（puychasing power parities，PPP）に基づいて
いる。2005年について利用可能な総食料に対するPPPは、国際
労働機関（ILO）およびFAOSTATが公表する消費者価格指数

（consumer price index. CPI）―食料CPIおよび一般CPI―に
よって計測された各国における食料および一般的な物価上昇率を
考慮に入れて、長期的に予測された。

◦	貧困層における食料支出割合　この指標は、所得５階級区分の最
低区分（第１番目の20%）に属する世帯の食料に対する支出総額
が総所得に占める割合の平均を測定する。これは、世帯支出調査
から得られるデータに基づいてまとめられ、食料価格の上昇と貧
困の経済的関わりを捉えることを目的としている。食料支出割合
の増加は、食料価格が上昇した時、あるいは所得が減少した時
に、消費または投資のために他の世帯支出を犠牲にして、食料消
費を維持しようとする際に貧困家庭が直面する困難を表してい
る。

◦	国内食料価格の変動性　これは年間の食料価格水準指数において
観測される変動性を表す指数で、食料市場における地域的な不均
衡を決定づける全ての要因の影響を捉えることを目的としてい
る。国内の食料生産および食料供給における変動性を表す他の２
つの指標とともに、この指数は食料価格を安定的に維持するため
のその国の従来の能力の指標を提供する。

	■	さらなる参考文献
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図A2.2

開発途上世界における栄養不足と食料不足
最小食事エネルギー要求量の代替定義の飢餓推定値への影響
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注：グラフは、身体活動レベル（physical activity level. PAL）係数の異なる推定値に基づいて、最小食事エネルギー必要量に関する代替定義を用いて得られた推定値を示している．標準栄養不足
蔓延指標（prevalence of undernourishment indicator. PoU）は、PAL係数1.55に換算され、これは、デスクワーク中心の生活様式に相当する。通常身体活動はPAL1.85に換算され、肉体的重
労働はPAL2.25と換算されている．グラフに示されている食料不足蔓延率（prevalence of food inadequacy. POFI）の推定値（通常身体活動についてはPAL係数1.85、重労働に関しては2.25を
利用して算定されている）は、PoU(デスクワーク中心の生活様式についてのPAL係数1.55を用いて算定されている)に比べて減少の割合が少なかったようである．
呈示されているの事例の全てで、性別および年齢別の職業的地位および身体活動水準のデータが欠如しているため、境界値は性別、年齢および職業的地位に関係なく、母集団全体に同一のPAL係数
を用いて算出されている．このため、低境界値においては食料不足の推測が控え目な値を示すのに対し、高境界値（PAL2.25に相当）では、たとえ大部分の（しかし全てではない）母集団が肉体的
重労働に従事している場合でも、ほぼ確実に食料不足の規模を過分に推定する結果となる．　
出典：FAO.
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本報告書で用いられている主な用語
Anthropometry  人体計測　栄養状態に関する情報を得るための身体測定

の利用．

Dietary energy deficit  食事エネルギー不足　栄養不足人口における１日
当たり平均食事エネルギー摂取量と平均最小エネルギー必要量との
差．

Dietary energy intake  食事エネルギー摂取量　消費食料のエネルギー含
有量．

Dietary energy requirement  食事エネルギー必要量　身体機能、健康お
よび通常の活動を維持するために個々人が必要とする食事エネルギ
ーの量．

Dietary energy supply  食事エネルギー供給量　１人１日当たりキロカロ
リー（Kcal/人/日）で表示される人が消費する食料の量．国レベルで
は、食用以外の全ての消費（輸出、家畜飼料、工業用途、種子およびロ
ス分）を差し引いた後の人の消費用に残された食料として算定される．

Food insecurity  食料不安　人が正常な成長と発育、および活動的で健康
な生活に必要な安全で栄養のある十分な量の食料を確実に入手する
ことができなくなった状況．それは、食料がないこと、不十分な購買
力、不適切な配分、あるいは世帯レベルでの不適切な食料の使い方が
原因となりうる．食料不安や不十分な保健衛生環境、および不適切な
育児や養育行為が、不十分な栄養状態の主な原因である．食料不安に
は慢性的なもの、季節的なもの、あるいは一時的なものがある．

Food security  食料安全保障　全ての人々が、彼らの活動的で健康な生活
のために必要な食事必要量と食物選好性を満たす十分で安全かつ栄
養のある食料を、身体的、社会的および経済的にいつでも入手できる
場合に存在する状況．　　

Hidden hunger  隠れた飢餓　ビタミンやミネラルの不足、あるいは微量栄
養素の不足を意味する．微量栄養素の不足は、成長、免疫機能、認識
力、および生殖と労働能力を阻害することがある．隠れた飢餓にある
人々は栄養失調の状態にあるが、飢餓を認識していない可能性があ
る．微量栄養素の不足は体重過多あるいは肥満の人々にも起こりう
る．

Kilocalorie (kcal)  キロカロリー (kcal)　熱エネルギーの計測単位．１キ
ロカロリーは1,000カロリーと等量．国際単位（ISU）では、熱エネル
ギーの通常の単位はジュール（J）である．１キロカロリー = 4.184
キロジュール（kJ）．

Macronutrients  主要栄養素　本書では、体が大量に必要とし、熱エネルギ
ー源として利用できるタンパク質、炭水化物および脂肪を指し、グラム
単位で測定される．

Malnutrition  栄養失調　熱エネルギー、タンパク質および/または他の栄養
素の不足や過剰あるいはアンバランスによって引き起こされる生理
学的な異常状態．

Micronutrients  微量栄養素　 体が必要とする少量のビタミン類、ミネラル
類およびその他の特定物質．ミリグラムまたはマイクログラム単位
で測定される．

Minimum dietary energy requirement  最小食事エネルギー必要量　軽
い活動や良好な健康を維持するために必要な熱エネルギーを満たす
に適当と考えられる特定の年齢/性別カテゴリーにおける最低限の１
人当たり食事エネルギー量．全人口については、最小食事エネルギ
ー必要量は、その人口に占める異なる年齢/性別グループごとの最小
食事エネルギー必要量の加重平均値である．１人１日当たりキロカ
ロリー（kcal/人/日）で表示される．

Nutrition security  栄養安全保障　 全ての世帯メンバーに健康で活動的な
生活を保証するために、衛生的な環境と適切な保健および看護サー
ビスを伴う適正な栄養のある食事を摂れるような場合に存在する状
況．栄養安全保障は食事の適否に加えて適切な看護活動や保健およ
び衛生についても考慮する点で、食料安全保障とは異なる．

Nutritional status  栄養状態　栄養分の摂取量と必要量との関係によって
もたらされる結果と、これらの栄養分を消化、吸収および利用する身
体能力によってもたらされる個々人の生理的状態．

Overnourishment  栄養過多　食事エネルギー必要量を常に上回る食料摂
取．

Overweight and obesity  体重過多と肥満　脂肪の過剰蓄積からもたらさ
れる、正常値を上回る体重．通常は栄養過多の現れである．ここで
は体重過多はBMI＊≥25–30、肥満はBMI ≥30と定義づけられている．

（訳注：＊Body Mass Index、体格指数）

Stunting  発育不全　低栄養の持続的な後遺症あるいは症状を反映した年齢
不相応な低身長．

Undernourishment  栄養不足　食事エネルギー必要量を恒常的に満たす
には不十分な食料摂取．この用語は慢性的飢餓、あるいは、本書では、
飢餓と同義的に用いられている．

Undernutrition  低栄養　栄養不足の結果、摂取した栄養分の吸収および/
あるいは生物学的利用が不十分な状態．

Underweight  体重不足　不適切な食料摂取、過去の低栄養の後遺症ある
いは不良な保健衛生状態の現在の状況を反映する、子どもの体重が
年齢不相応に低い状態、および成人についてはBMI <18.5の状態．

Wasting  体重減少　身長に不相応な低体重で、一般的には最近の飢餓ある
いは病気に伴う体重ロスの結果．
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付属資料１の注

各国は、最近の報告期間についてと同様、過去の公式統計数値を定
期的に改定している．国連の人口データについても同様である．改
定が行われた場合、FAOは常にそれに沿って栄養不足の推計値を
改定する．したがって、「世界の食料不安の現状」の利用者は、長
期的な推計値については常に同年次版中の変更を参照し、発行年次
の異なる版のデータとの比較を行わないよう注意されたい．

１．世界食料サミット（WFS）の目標：1990-92年と2015年の
間に栄養不足人口を半減させる．

２．ミレニアム開発目標１（ターゲット１C）：1990‒92年と
2015年の間に飢餓に苦しむ人口の割合を半減させる．指標
1.9：食事エネルギー消費が最低水準未満（栄養不足）の人口
割合．結果は情報連結法に従って得られ、世界的に入手可能
な最新データの３年間平均値に基づいている．いくつかの国
では、より新しいデータが入手されている可能性があり、そ
れらが用いられれば栄養不足蔓延率についての異なる推計値
が導き出され、結果として進展を達成したことを示すものに
なる可能性がある．

3.   最新報告年次では、2010-12年の暫定推計値および1990-92
年の基準線を示している．基準年次に存在しなかった国にお
ける1990-92年の栄養不足割合は1993-95年の率に基づいて
おり、栄養不足人口はこの割合を1990-92年の人口に適用し
たものである．

4.  表のマークと色の表示は、もし現在の傾向が続いた場合に
2015年までに達成が見込まれる進捗を示している．

5.  データが不十分で評価の実施が困難な以下の国、地域および領
域については考慮されていない：アメリカ領サモア、アンド
ラ、アンギラ、アルバ、バーレーン、ブータン、イギリス領
インド洋地域、イギリス領バージン諸島、カントン・エン
ダーベリー諸島、ケイマン諸島、クリスマス島、ココス
（キーリング）諸島、クック諸島、赤道ギニア、フェロー諸
島、フォークランド諸島（マルビナス）、フランス領ギア
ナ、ジブラルタル、グリーンランド、グアドループ、グア
ム、バチカン、ジョンストン島、リヒテンシュタイン、マー
シャル諸島、マルティニーク、ミクロネシア連邦、ミッド
ウェー島、モナコ、ナウル、ニウエ、ノーフォーク島、北マ
リアナ諸島、オマーン、パラオ、ピトケアン諸島、プエルト
リコ、カタール、レユニオン、セントヘレナ、サンピエー
ル・ミクロン、サンマリノ、シンガポール、トケラウ、トン
ガ、タークス・カイコス諸島、ツバル、アメリカ領バージン
諸島、ウェーク島、ウオリス・フツナ諸島、西サハラ．

特定グループの構成国：

6. 次の国が含まれる：アフガニスタン、アンゴラ、バングラデ
シュ、ベナン、ブルキナファソ、ブルンジ、カンボジア、中
央アフリカ、チャド、コモロ、コンゴ民主共和国、ジブチ、
エリトリア、エチオピア、ガンビア、ギニア、ギニアビサ
ウ、ハイチ、キリバス、ラオス、レソト、リベリア、マダガ
スカル、マラウイ、マリ、モーリタニア、モザンビーク、
ミャンマー、ネパール、ニジェール、ルワンダ、サモア、サ
ントメ・プリンシペ、セネガル、シエラレオネ、ソロモン諸
島、ソマリア、スーダン、東ティモール、トーゴ、ウガン
ダ、タンザニア、バヌアツ、イエメン、ザンビア．

7. 次の国が含まれる：アフガニスタン、アルメニア、アゼルバ
イジャン、ボリビア、ボツワナ、ブルキナファソ、ブルン
ジ、中央アフリカ、チャド、エチオピア、カザフスタン、キ
ルギスタン、ラオス、レソト、マラウイ、マリ、モンゴル、
ネパール、ニジェール、パラグアイ、モルドバ、ルワンダ、
スワジランド、タジキスタン、マケドニア旧ユーゴスラビア
共和国、トルクメニスタン、ウガンダ、ウズベキスタン、ザ
ンビア、ジンバブエ．

8. 次の国が含まれる：アンティグア・バーブーダ、バハマ、バ
ルバドス、ベリーズ、カーボベルデ、コモロ、キューバ、ド
ミニカ、ドミニカ共和国、フィジー、フランス領ポリネシ
ア、グレナダ、ギニアビサウ、ガイアナ、ハイチ、ジャマイ
カ、キリバス、モルディブ、モーリシャス、オランダ領アン
ティル、ニューカレドニア、パプアニューギニア、セント
キッツ・ネービス、セントルシア、セントビンセント・グレ
ナディーン、サモア、サントメ・プリンシペ、セーシェル、
ソロモン諸島、スリナム、東ティモール、トリニダード・ト
バゴ、バヌアツ．

9. 次の国が含まれる：アフガニスタン、バングラデシュ、ベナ
ン、ブルキナファソ、ブルンジ、カンボジア、中央アフリカ、
チャド、コモロ、北朝鮮、コンゴ民主共和国、エリトリア、エ
チオピア、ガンビア、ギニア、ギニアビサウ、ハイチ、ケニ
ア、キルギスタン、リベリア、マダガスカル、マラウイ、マ
リ、モーリタニア、モザンビーク、ミャンマー、ネパール、ニ
ジェール、ルワンダ、シエラレオネ、ソマリア、タジキスタ
ン、トーゴ、ウガンダ、タンザニア、ジンバブエ．

10. 次の国が含まれる：アルバニア、アルメニア、ベリーズ、ボリ
ビア、カメルーン、カーボベルデ、コンゴ、コートジボワー
ル、ジブチ、エジプト、エルサルバドル、フィジー、グルジ
ア、ガーナ、グアテマラ、ガイアナ、インド、インドネシア、
イラク、ホンジュラス、キリバス、ラオス、レソト、モルド
バ、モンゴル、モロッコ、ニカラグア、ナイジェリア、パキス
タン、パプアニューギニア、パラグアイ、フィリピン、サモ
ア、サントメ・プリンシペ、セネガル、ソロモン諸島、スリラ
ンカ、スーダン、スワジランド、シリア・アラブ共和国、東
ティモール、ウクライナ、ウズベキスタン、バヌアツ、ベトナ
ム、パレスチナ自治区、イエメン、ザンビア．

11. 次の国が含まれる：アフガニスタン、バングラデシュ、ベナ
ン、ブルキナファソ、ブルンジ、カンボジア、カメルーン、
中央アフリカ、チャド、コモロ、コンゴ、コートジボワー
ル、北朝鮮、コンゴ民主共和国、ジブチ、エジプト、エリト
リア、エチオピア、ガンビア、グルジア、ガーナ、ギニア、
ギニアビサウ、ハイチ、ホンジュラス、インド、インドネシ
ア、イラク、ケニア、キリバス、キルギスタン、ラオス、レ
ソト、リベリア、マダガスカル、マラウイ、マリ、モーリタ
ニア、モンゴル、モザンビーク、ネパール、ニカラグア、ニ
ジェール、ナイジェリア、パプアニューギニア、フィリピ
ン、モルドバ、ルワンダ、サントメ・プリンシペ、セネガ
ル、シエラレオネ、ソロモン諸島、ソマリア、スリランカ、
スーダン、シリア、タジキスタン、東ティモール、トーゴ、
ウガンダ、タンザニア、ウズベキスタン、イエメン、ザンビ
ア、ジンバブエ．

12. 表中に掲げた国の他に、次の国が含まれる：カーボベルデ、
コモロ、コンゴ民主共和国、ジブチ、ギニアビサウ、ガボ
ン、ガンビア、レソト、モーリタニア、モーリシャス、サン
トメ・プリンシペ、セーシェル、ソマリア、スワジランド．

13. 表中に掲げた国の他に、次の国が含まれる：アンティグア・
バーブーダ、バハマ、バルバドス、ドミニカ、グレナダ、オ
ランダ領アンティル、セントキッツ・ネービス、セントルシ
ア、セントビンセント・グレナディーン、ジャマイカ、トリ
ニダード・トバゴ．

14. 表中に掲げた国の他に、次の国が含まれる：ベリーズ、ガイ
アナ、スリナム．

15. 表中に掲げた国の他に、次の国が含まれる：アフガニスタ
ン、モルディブ．

16. 表中に掲げた国の他に、次の国が含まれる：ミャンマー、ブ
ルネイ・ダルサラーム、東ティモール．

17. 表中に掲げた国の他に、次の国が含まれる：イラク、パレス
チナ自治区．

18. 次の国が含まれる：フィジー、フランス領ポリネシア、キリ
バス、ニューカレドニア、パプアニューギニア、サモア、ソ
ロモン諸島、バヌアツ．

記号

< 0.5 栄養不足人口 50万人未満
< 5  栄養不足人口割合 ５%未満

na  適用外
ns  統計的重要性がない

出典: FAO 推計値．

WFS目標
± ５%以内の変化

５%以上の減少

WFS目標達成
５%以上の増加

評価なし

MDG目標
すでに目標達 成あるいは
2015年までに達成の見込
み、または蔓延率は５%未満
現状の傾向が持続すれば、
目標達成には進捗不十分

進展なし、あるいは悪化
*
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『世界の食料不安の現状 2012年報告』は、改訂されて改善された方法に基づいて
算出された栄養不足の新しい推定値を提示している。この新しい推定値は、過去20
年間の飢餓削減における進捗状況は以前に信じられていたよりも良く、新たな努力
を傾注すれば、MDGの飢餓削減ターゲットは2015年までに全世界で達成できそう
であることを示している。しかしながら、慢性的な栄養不足に苦しんでいる人々の
数は依然として受け入れがたいほどに多く、飢餓の根絶は今なお世界全体の重要な
課題である。

本年のこの報告はまた、栄養不足の削減における経済成長の役割について論議し
ている。経済成長が、貧困層がその恩恵を受けることのできる雇用と所得を稼ぐ機
会を増やしてくれる場合、それは貧困と飢餓の削減に最も効果的である。貧しく、
飢えに苦しむ人々の大部分は農村部に住んでおり、彼らは家計の重要な部分を農業
に依存しているので、農業の持続的な成長は貧困層に恩恵をもたらすという点でし
ばしば効果的である。しかし、成長はいつも全ての人たちの栄養をより良くすると
は限らない。“栄養を重視した” 成長を保証する政策やプログラムには、食事の多様
性を広げること、安全な飲料水、衛生環境および保健サービスへのアクセスを改善
すること、および適切な栄養と育児技術について消費者教育を行うことなどが含ま
れる。

経済成長の恩恵が貧困層に到達するには時間がかかり、貧困層のなかでもさらに
貧困な人たちには届かないかもしれない。そのため、飢餓をできるだけ速やかに撲
滅するには社会的な保護が不可欠である。さらに、社会保護は、それが適切に構成
されていれば、人的資本を築き、農業者のリスク対応を助け、彼らが進んだ技術を
採用できるようにすることによって、経済成長そのものを促進することもできる。
飢餓削減の進行を早めるには、政策の透明性、利害関係者の参画、責任体制、法に
よる統治および人権に基づく統治システムのもとで主要な公共財とサービスを提供
する政府の行動が決定的に必要である。
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世界の食料不安の現状 2012年報告
経済成長は飢餓と栄養失調の削減を加速するために必要である
しかしそれだけでは十分ではない
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